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2020 年という年は、歴史の転換点として現代

史に記録される年になりました。新型コロナウ

イルス感染症、2020 年東京オリンピックの開催

延期、そしてリーマンショックを上回る世界経

済危機が同時に起こるということは、誰も予想

できなかったことです。今そこにある危機に取

り組まねばならないのはもちろん大切ですが、

私たちはこの状況下だからこそ、長期的な視点

で、世界、アジア、そして日本の将来を考えるこ

とが重要だと考えます。 

2016 年に策定された「第 5 期科学技術基本計

画」において、今後の最重要キーワードとして取

り上げられたのが「Society5.0」でした。この文

書の PDF 版を検索して出現回数をカウントする

と、「超スマート社会」が 28 回使われていまし

た。 

 

遡れば、人類は狩猟社会(Society1.0)、農耕社

会(Society2.0)、工業社会(Society3.0)そして

情報化社会(Society4.0)と、社会システムを進

化させてきました。そして、その次の社会システ

ム、つまり Society5.0 の実現を目指すことを日

本の科学技術政策の基本方針にするという意思

が Society5.0 という用語に凝縮されています。

その根幹となるのがインターネットに代表され

る ICT-情報通信技術です。 

一方で、「Society5.0 とは何か？」と問われて

も、「それはこれです」と明快に答えることは難

しいのです。工業社会は 18 世紀に始まる産業革

命によって実現されたというのが歴史の定説で

すが、その産業革命(Industrial Revolution)と

いう用語は 19 世紀半ばまで存在しなかったそう

です。当時、産業革命をけん引していた技術者や

事業家は、自分たちが世界を変えているとは思

っていなかったのではないでしょうか。

Society5.0 も、それが実現された時に、後世の

歴史家が「2020 年が Society5.0 への転換点だっ

た」と書物に記して初めて定着するものです。コ

ンピューターとネットワークが社会構造を根本

から変えるかどうか、そんなことを議論するこ

とに意味はなく、人類社会はその方向に向かわ

なければ持続できないと考えるべきです。そう

いう立ち位置で、私たちは情報とネットワーク

の視点から、21 世紀以降の日本の形、そして、

その実現のために北海道が最も重要なポジショ

ンにあるということを本提言書で提案します。 
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テクノロジーは社会システムを 
⾰新する 
 

歴史を振り返れば、狩猟社会から農業社会に

変わったのは栽培農業という農業技術の革新が

あったからです。工業社会は科学技術による大

量生産、輸送技術の革新によって起こりました。

20 世紀に入ってコンピューター技術が爆発的に

発達した結果、情報化社会（Society4.0）が出現

して今があります。そして次に起こると考えら

れているのが、物理的実体としての現実空間

（Physical Space）と、コンピューターとネット

ワークの中に構築される情報空間(Cyber Space)

が融合して実現する Society5.0 の社会です。 

Society5.0 の意味するところは、ネットワー

クとコンピューターが社会の最重要インフラに

なる社会ということです。20 世紀までは、国家

インフラと言えば、道路、水道、食料、エネルギ

ーといった物理的システムを意味しましたが、

Society5.0 の社会では、物理的なインフラは情

報インフラの上に構築されるようになります。

今でも交通やエネルギー流通は情報システムが

無ければ機能しません。現在、既に国家機能から

私たちの生活までが情報システムによる最適化

によって支えられています。着実に進む日本の

次世代化を見据えて、ネットワークとコンピュ

ーターをどのように配置し、運営するかは国家

レベルの重要課題になるというのが私たちの共

通認識です。 

 

ネットワークとデータセンターの 
強靭化が⽇本の未来を創る 

 

Society5.0 が日本の未来であるとしたとき、

最重要インフラが情報ネットワーク網と情報処

理 基 盤 で あ る と い う の は 明 ら か で す 。

Society5.0 の世界では、エネルギー、食糧、医

療、物流など国を支える全システムがデジタル

基盤の上に構築されています。ネットワークと

データセンターが機能停止することは、社会シ

ステムの停止を意味します。日本の未来には、速

い、太い、そして強いネットワークとデータセン

ターが必須です。 

一方で、日本ではネットワーク事業もデータ

センター事業も民間ビジネスであり、基本的に

は、高性能、低コストのサービスは企業間競争に

よって提供されるという前提があります。競争

原理により新サービスの開発やコスト低減が促

進されるのは民間ビジネスの利点ですが、それ

だけで日本の情報基盤が勝手にできるというも

のではないはずです。国としての情報通信イン

フラの目指す姿、大方針を示し、その方向に沿っ

た国家投資も必要になります。 

 

今、そこにある危機への備え 
 

21世紀になってまだ20年しか経っていません

が、この 20 年間に日本は未曾有の自然災害や社

会的災害を経験しました。2011 年には 3.11 東日

本大震災とそれに起因する福島第一原発事故が

あり、2018 年には北海道胆振東部地震により引

き起こされた大規模停電、いわゆる北海道ブラ

ックアウトが起こっています。経済システムで

はリーマンショックと呼ばれる金融不安もあり
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ました。そして目下、新型コロナウイルスによる

COVID-19 パンデミックが世界規模で発生してい

ます。 

 

災害が起こるたびに言われるのが、日本の東

京一極集中の構造です。日本は政治・行政・産業

の中枢機能が東京に集中しており、もしも東京

が壊滅的な被害を受けたときのダメージが極め

て大きいと言われています。中枢機能の分散配

置は従前から繰り返し言われていることですが、

一向に進まず、今に至っています。現実問題とし

て、情報管理の一極集中が引き起こした人災も

実際にありました。 

2011 年の 3.11 東日本大震災の時、北海道は地

震そのものによる物理的被害は比較的小さかっ

たのですが、北海道と首都圏を結ぶ通信回線が

被害を受けたことで、一部の携帯電話サービス

が北海道全域で長期間停止するという障害が発

生しました。長距離通信回線の遮断が思わぬ機

能停止をもたらしたわけです。2018 年の北海道

ブラックアウトでは、長期間の停電によって物

流や決済の情報端末が停止したため、北海道全

域で店舗から生活物資が一時的に消えるという

経験をしました。携帯電話基地局の非常用電源

が長期間の停電に耐え切れず、携帯電話が一部

の地域で不通になるという事態も発生しました。 

3.11 東日本大震災当時と比べて、今の私たち

の生活や経済活動の情報通信依存度はさらに高

まっています。もしもそれに見合った情報通信

環境の強靭化対応がなされていたら、2018 年の

ブラックアウトの時の状況は変わっていたでし

ょう。 

将来的には 3.11 東日本大震災を上回る規模の

巨大地震が起こる可能性が指摘されています。

その時に日本の基幹インフラを維持することが

できるかが問われています。 

Society5.0 の時代には、情報通信網、特にイ

ンターネット網が最重要インフラとなります。

物流、エネルギー、医療など生命維持に不可欠な

基幹インフラがネットワークとコンピューター

の存在を前提に構築されるのが Society5.0 の社

会なのです。 

自然災害をゼロにしたいのは人類共通の願い

です。しかし、災害の規模は時として人知を超え

るものとなり、経済システムは、もはや人間がコ

ントロールできる複雑さではなくなっています。

それを完全に防止するという目標を立てたなら、

そのコストは非現実的な規模になります。考え

たくはないことですが、災害は起こるものとい

う仮定で、その被害をいかに小さくするか、そし

て速やかに回復するかが現実的な対応になりま

す。 

日本は地震や台風など過酷な自然環境を前提

に社会インフラを構築してきました。そして今、

情報通信を前提にした新しいインフラ構造に移

行することが想定されています。私たちは、その

新しい社会が災害や新環境に対してどれほど強

靭かを今一度考える必要があります。 

 

グローバルネットワークと⽇本 
 

情報通信は地球規模で設計する必要がありま

す。いや、それでも不十分で、将来、人類が宇宙

空間、さらには太陽系外まで進出することを想



Introduction 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

はじめに 
 

5 
 

定した情報通信システムとしてネットワークを

考える必要があるかもしれません。そこまで考

えるのはまた別のミッションだと思いますが、

日本がグローバルネットワークにおいてどのよ

うなポジションにあるかは正しく認識しておか

ねばなりません。 

 

現在の世界の情報通信網を見ると、大きく北

米西海岸、北米東海岸、ヨーロッパ、そして東ア

ジアを結ぶ光ケーブル網を中心に作られていま

す。この構造は航空路のハブ・スポーク構造と似

ています。現状の光ケーブル網がどのように構

築されたかは、その時々の状況の結果だと思い

ます。一方で、光ケーブル、特に海底ケーブルは

一度構築すると数十年は変更できません。だか

らこそ、これから構築する新規幹線網はグロー

バルな視点、長期的視点で慎重に設計する必要

があります。 

情報ネットワークは繋がっていれば良いとい

う単純なものではありません。光といえども速

度は有限です。光の速度は 1 秒間に地球 7.5 周

(秒速 30 万 km)ですが、これはコンピューターの

処理速度から見ると驚くほど遅く、例えば 3GHz

で動作する CPU では、1 命令は約 0.3ns で実行さ

れますが、この時間で光は真空中ですら 10cm し

か進みません。これが光ファイバーの中では、速

度は 60%くらいまで低下し、6cm しか進まないの

です。太平洋横断や日本とヨーロッパを結ぶ回

線は、総延長 1 万 km くらいになることがありま

す。そのケーブルを通過するのに要する時間は

50ms 程度になります。人間が見て判断するのな

ら、50ms という遅延は大きな問題ではないので

すが、コンピューター対コンピューターの世界

では、遅延が 50ms か 40ms かの違いは大きな差

です。 

 

日本の中で北海道は、北米大陸、ヨーロッパに

近い地点に位置しています。もしも北海道とそ

れら地域とを結ぶ直通光回線が存在したら、北

海道は日本でそれらの地域と通信する際に遅延

時間が最小の地域になります。現在その経路は

存在しないため、北海道はインターネット空間

では外国から見て日本の一番遠い地域になって

います。北海道にある情報端末が米国のサーバ

にアクセスする場合、国内経路で一旦東京か大

阪までパケットを飛ばし、そこから光海底ケー

ブルで北米の陸揚局まで送り、さらに米国国内

網を経由して指定されたサーバにパケットが届

くということになります。 

ヨーロッパと北海道間の通信はさらに問題で

す。多くの場合、北米を経由し、大西洋を越えて

ヨーロッパ地域へ通信パケットが送られます。

その結果、パケットの往復に要する時間(RTT)は

250ms 近くになります。北米大陸までの RTT が

100ms 近辺であることから、その 2 倍以上の長さ

のネットワークを通過して接続されているとい

うことがわかります。 

 

日本-ヨーロッパ間を結ぶネットワークの直

通ルートがない理由は、そのルート上にユーラ

シア大陸があり、自由に光ケーブルを敷設でき

ないためです。特に経路上の大部分がロシアの

領土であるため、光ファイバーを敷設するため

には主権国であるロシア政府の許可が必須です。  
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しかし、近年の北極海域の気候変動はこの状

況を変える可能性を見せています。ヨーロッパ

とアジアの間を北極海経由で直接接続する光海

底ケーブル事業の構想-Arctic Connect-が、2016

年にフィンランド政府の提言として発表されま

した。その事業化をフィンランドの国営情報通

信企業である CINIA 社が進めています。CINIA 社

の事業計画に関する発表は、2018 年に札幌で開

催された北極経済評議会の The 3rd Top of the 

World Summit の場で行われました。その後の国

際情勢の変化もあり、北極海光海底ケーブル事

業は、Arctic Link として事業計画を再構築して

続いています。 

日本は国別 GDP で、米国、中国に次いで世界 3

位の規模です。自由主義経済圏に限れば、米国に

次いで世界第 2 位です。そのポジションから、ア

ジア地域での自由主義経済におけるリーダーシ

ップが求められているわけです。情報通信につ

いても、単に日本のことだけを考えるのではな

く、アジア・太平洋地域のネットワークを代表す

る立場で、グローバルネットワークの主要メン

バーになることが求められます。 

 

SDGs の視点 
 

世界経済が成長を続ける中で、地球環境に与

える影響が大きな問題になってきています。先

進国が消費する化石資源量と発生する CO2 やプ

ラスチックごみなどが、気候変動や生態系にま

で影響を与えると言われます。人類が今後も安

定して成長を続けるために、再生可能エネルギ

ーの活用や資源リサイクルなどを徹底すること

が求められています。特に先進国には、持続可能

な開発目標(Sustainable Development Goals-

SDGs)を意識した開発や投資をする義務が生じ

ています。 

 

情報ネットワークやデータセンターは、外見

的には CO2 も廃棄物も出さないクリーンな事業

に見えますが、電力消費については相当に大き

いのです。コンピューターの処理速度は消費電

力に比例します。情報処理の世界では、「情報処

理量 ∝ エネルギー消費」なのです。ネットワ

ーク機器もコンピューターそのものですから、

ネットワークが高速・大容量化するということ

は、そのままネットワーク維持のために消費さ

れるエネルギーも大きくなるということです。 

自動車や家電はエネルギー効率改善の技術開

発の結果、化石エネルギー消費量が減少する傾

向にあります。コンピューターも省電力化が進

み、同じ処理をするのに必要なエネルギー量は

減少し、結果として効率は改善されています。し

かし、ネットワークトラフィックの総量やそれ

にともなう計算量が指数関数的に増加している

ために、IT 分野のエネルギー消費は他分野と比

較して相対的に増加しています。 

科学技術振興機構（JST） の低炭素社会戦略セ

ンター(LCS)が 2019 年 3 月にまとめた「低炭素

社会実現に向けた政策立案のための提案書」

(LCS-FY2018-PP-15)によれば、日本国内で IT 関

連機器が消費した消費電力の総量は、2016 年時

点で年間 55TWh と推定されています。日本の総

消費電力は近年 1PWh 程度で推移しているので、

IT 関連電力消費は全体の 5.5%程度ということに
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なります。その内訳は、データセンター機器が

16TWh、ネットワーク機器が 18TWh、エンドユー

ザ機器(PC、モニタ、プリンタなど)が 21TWh でし

た。つまり、データセンターとネットワーク機器

の消費電力は IT 関連消費電力の中で 61%と、過

半を占めています。データセンターもネットワ

ーク機器もインフラ設備であり、エンドユーザ

からは直接見えないので意識されないのですが、

現実にはこの部分で大きなエネルギー消費が発

生しています。Society5.0 という未来社会を設

定するならば、その基幹インフラとなる情報ネ

ットワークとデータセンターの SDGs は重要な課

題になります。 

 

北海道の特性を活⽤しよう 
 

言うまでもなく、北海道は日本の最北端にあ

ります。国土面積の 23%を占める一方で、人口は

500万人台で、2019年度の調査で人口密度は66.6

人/km2です。よく比較される福岡県が 1029.8 人

/km2、沖縄県が 642.9 人/km2 ですから、 いかに

人口密度が低いかがわかります。 

しかし、北海道の主要機能が集中する札幌圏

を見ると状況が一変します。日本海側の石狩市

から太平洋側の苫小牧市までの道央ゾーンには、

200万都市の札幌市を中心とする総人口250万人

以上の札幌圏が形成され、北海道全域の半数以

上が生活しています。経済活動もこの地域に集

中しています。北海道には、高度に機能集中した

「行政・経済センターとしての道央圏」と「それ

以外の北海道」という 2 つの異なる地域がある

と考えるのが自然です。両地域は対立関係にあ

るのではなく、「一次産業基盤を支える北海道」

と「それ以外の産業集積地としての道央圏」とい

う 2 つの地域特性をもつエリアだと考えるとわ

かりやすいのです。 

また、北海道は日本海、太平洋、オホーツク海

の 3 海に面しており、どの海域にも物流拠点港

があります。特に、日本海側の石狩港と太平洋側

の苫小牧港は直線距離で約 75km、しかも、その

間が平野部なので、高速道路経由なら 1 時間強

で移動可能な距離です。加えて、その経路上に拠

点空港としての新千歳空港が位置し、国内外の

主要都市に直行路線を持っています。この地勢

的な構造は、物流・人流だけでなく情報通信の面

でも特徴的な位置にあると言えます。日本海側

の石狩市は、国内の日本海側の都市、ロシア極東

地域への通信路のゲートウェイになります。同

じように、苫小牧市は太平洋側の主要都市およ

び北米へ向けた通信路のゲートウェイになりま

す。そしてこの 2 地点は陸上経路で結ぶことが

でき、その間に札幌市と千歳市が位置すること

になります。このような地勢的特性を有する地

域は国内でも稀です。 

 

北海道は日本で唯一の亜寒帯気候であり、冷

涼な気候特性があります。SDGs で重要なテーマ

である再生可能エネルギー資源も、風力、水力、

太陽光、地熱、バイオマスと資源量が豊富です。

日本の国土の 23%を占める北海道は、未開拓の資

源も多いはずです。情報通信が新しいエネルギ

ー需要を作ることで、新しい再生可能エネルギ

ーが実用化される可能性もあります。 

北海道の地域特性を活用したネットワークと
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データセンターの立地計画は、日本全体の国土

強靭化と SDGs に貢献できると確信しています。 

 

Society5.0 を⽀える 
デジタル国⼟軸の構築に向けて 
 

日本が Society5.0 に向けて進むのは必然です

が、ただ待っていればそうなるというものでは

ないでしょう。国として将来の日本のデジタル

インフラの形を想定し、その実現に向けて推進

する施策に遅滞なく取り組むことが必要です。

具体的な施策として以下の 7項目を提案します。 

 

 

1. 国内外からの光海底ケーブルを陸揚げ
する地点を開発し、それをデジタルフ
リーポートとして共⽤インフラ化す
る 

 
2. 様々な再⽣可能エネルギーの供給計画

を策定する 
 
3. 多様な通信ルートを備える豊富なデー

タセンター⽤地を確保する 
 
4. 欧州、北⽶との短遅延・⼤容量国際回

線の北海道陸揚げの政策的誘致を⾏
う 

 
5. 国家的情報資源の分散配置拠点として

北海道を活⽤する 
 

6. 既設光ケーブル網、新規光ケーブル敷
設条件などの情報公開を促進する 

 
7. データセンター拠点形成に資する税制

優遇、規制緩和などの⾏政的⽀援を⾏
う 

 
 

高速・大容量で強靭なインターネット網とデ

ータセンター拠点は、Society5.0 を支える最重

要インフラです。産学官でその具体的な設計を

共有し、実現に向けて協働することが求められ

ています。私たち北海道ニュートピアデータセ

ンター研究会は、2040 デジタルジャパンの基本

構造として、日本海側、太平洋側の海底光データ

幹線と日本列島を縦断する中央データ幹線及び

データセンター拠点で構成される「デジタル国

土軸」構想を提案します。その最重要拠点となる

ICT コリドール地域を北海道データセンターニ

ュートピアとし、石狩と苫小牧に世界に向けた

光海底ケーブル陸揚げ基地（デジタルフリーポ

ート）を整備することを提案します。 

 
北海道命名 150 年の期に 
 

北海道は明治 2 年(1869 年)に松浦武四郎によ

り命名され、2019 年に命名 150 年の節目を迎え

ました。この 150 年の間に、北海道の人口が急増

した時期が 2 度あります。明治初期から大正に

かけての北海道開拓の時代と、第二次世界大戦

末期から札幌オリンピックが開催されるまでの

期間です。意外な事実ですが、1945 年 1 月の国
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勢調査の記録を調べると、北海道は人口

3,518,389 人で、東京の 3,488,282 人を上回って

全国 1 位でした。これは第二次大戦末期の疎開

による東京の人口急減が理由ですが、北海道は

戦後の引揚者の移民受け入れなどで人口増も大

きかったのです。 

つまるところ、北海道のリソースは広大な大

地と人なのです。北海道開拓の時代から、全国か

ら志を持った人々が新天地を求めて来道し、今

の北海道を築いてきました。人々が北海道に期

待するものは時代とともに変わります。 

Society5.0 化する日本を考える時、北海道が

持つリソースは、その位置と、資源を最大限活用

するネットワーク拠点と、データセンター資源

なのだと思います。北海道はデータセンター立

地の理想郷になれる条件を備えています。そし

てそれは日本のみならず、アジアの経済や安全

保障に大きく貢献できるものです。北海道命名

150 年を経た今、北海道と一緒に、その夢の実現

に向けて第一歩を踏み出しませんか。 

北海道ニュートピアデータセンターが提案するデジタル国⼟軸の基本構想 図 
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デジタル社会を⽀える 
インターネットとデータセンター 

 
 ⽥ 中 邦 裕 さくらインターネット（株）代表取締役社⻑ 

Kunihiro Tanaka  
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 本節では、インターネットがテクノロジーという枠を超え、社会構造をその根幹から変化

させてきた歴史と、昨今のデジタル化の推進により、様々な産業の在り方自体が急速に変化

している現状について述べる。 

昨今、転換期を迎えた IT 業界において、従来日本が得意としていた「モノ（ハードウェ

ア）」を売ることから、ソフトウェアやコンテンツを作り、データを活用しながらそれをサ

ービスとして提供する「ソフトウェアサービス」が主流となってきている。これを受け、「イ

ンターネット」と「クラウドリソース」を如何に安定的に確保し、今後の産業分野、ひいて

は日本の長期的かつ持続可能な発展に結実させるかについてもあわせて述べる。 

D i g i t a l  s o c i e t y  
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1.1.1｜ 
デジタル化で変わる世界 

 

インターネットが社会で広く利用され始めた

1990 年代から、すでに 30 年近くが経とうとして

いる。その過程で、インターネットは単なるテク

ノロジーではなく、社会を根本から変えるに至

る大きな外圧として影響力を発揮してきた。 

狩猟採集をしていた人類が、1 万年ほど前から

数千年かけて農耕定住に移行し、その後、18 世

紀初頭から始まった産業革命により、100 年も経

たないうちに工業化が進んだ後、インターネッ

トをはじめとする IT 革命は、20 世紀末から十数

年という極めて短いスパンで世界を根本的に変

えた。 

そして、世界の変化がますます加速する中で、

ビジネスの根幹がリアルな世界からデジタル上

へと急速に移行し始めている今、地球上におい

て、人類は如何に持続可能な活動をするかが重

要なテーマとなっている。これは、15〜20 億人

程度の人間が生活できるとされた地球上に、す

でに 80 億人近い人間が生活しており、農耕定住

や工業化などによって地球上に住める人類の数

を増やしてきた結果、それによる地球環境への

影響が課題として顕在化したものといえる。 

2020 年からは、悲劇的とも言える新型コロナ

ウイルス感染症による災いが世界に降りかかっ

たが、結果として、デジタル化によって多くの人

類が日常生活を継続できただけでなく、CO2排出

量の激減および大気汚染の改善、漁業資源や珊

瑚礁をはじめとする海の環境回復など、デジタ

ル上での経済活動の拡大により、地球環境が改

善した例も多く見られる。 

このような中で、地球環境にできるだけ影響

を与えずに多くの人類が文化的な生活を継続す

るためには、経済活動をデジタル上に移行し、デ

ジタル技術をさらに活用していく必要があろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2009 年に発刊された「フリー」＊1 において、

クリス・アンダーソンは、物質主義の「アトム」

とデジタル主体の「ビット」の世界があると説い

ているが、いま世界を席巻しているのはまさに

「ビット」の世界のビジネスであると言える。 

また、2015 年に発刊されたジェレミー・レフ

キンの「ZERO 限界費用ゼロ社会＜モノのインタ

ーネット＞と共有型経済の台頭」＊2 では、IT 企

業が新たな価値を提供するためにかかる限界費

用はほぼゼロであると説いている。 

このように、デジタル化を進めることで「アト

ム」の世界にできるだけ影響を与えない経済成

長が、今まさしくデジタル化という形で体現さ

れてきたと考えて良いだろう。 

 

1.1.2｜ 
輝きを失った⽇本 

 

さて、いま IT 業界は大きな転換期にあると言

える。そもそも、1990 年代まで、日本の IT 業界

は世界を席巻する勢いで成長してきた。高品質

で廉価な半導体や通信機器などは日本企業が大

きなシェアを占め、IT 製品を作り、それを販売

するビジネスは大きく成長した。 

しかし、今、デジタル社会の主役企業は大きく

入れ替わってきている。 

「FREE」と「THE ZERO」 図 1.1.1 
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モノ(ハードウェア)を作って販売するビジネ

スから、ソフトウェアやコンテンツを作り、デー

タを活用しながらそれをサービスとして提供す

るビジネス形態が中心となり、日本の強みであ

る「ものづくり」は、デジタル社会において強み

とならない状況にある。 

 

メーカーの中でも、デジタルビジネスにおけ

る数少ないアトム要素である一部の半導体企業

や、ソフトウェアと一体でハードウェア開発を

行なっている Apple のようなスマートフォン関

連企業は今なお強みを持っている一方で、従来

日本が強みを持っていたコンピューターや通信

機器の分野には、もはや日本の姿を見ることは

できない。 

次に、ソフトウェア領域を見ると、やはりサー

ビス提供を行う企業が強く、日本においてはソ

フトウェアをモノ売りする受託開発やパッケー

ジが中心で、データを中心とした限界費用ゼロ

で成長を目指せるネット系企業は IT 業界の中心

的存在とはなっていない。 

さらに、モノを作ってサービスを提供する分

野では、データセンターや通信事業者といった

インフラ企業が中心であるが、ハウジングサー

ビスやコロケーションといったビジネスは今後

大きな成長は見込めず、ネット系企業のための

場所貸しとしてのデータセンターや、土管屋と

しての通信事業に活路を見出す以外にない状況

にある。 

 

とはいえ、デジタル産業を支えるうえで重要

となるアトム的資源にフォーカスしてみると、

基礎となる半導体と電力、さらにそれらをデジ

タル資産に変える通信とデータセンター(イン

ターネットとクラウドリソース)がいわゆる限

界費用に該当し、これらが成長のために必要な

源泉である。それらは、いわばデジタル時代にお

ける「産業の米」であることから、必ず育成して

いかなければならない分野である。

デジタル社会におけるビジネス構造 図 1.1.2 
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1.1.3｜ 
インターネットとクラウドリソースは産
業の⽶ 

 

いま、ネット系企業がソフトウェアサービス

という限界費用ゼロのビジネスで大きな利益を

産み出し、加えて、膨張する巨大な時価総額を背

景に、ハードウェアに投資を始めるという現象

が世界中で起きている。通信事業者やデータセ

ンターのようにハードウェアで利益を産むので

はなく、ソフトウェアで利益を産み、その利益を

そのサービスの UX 改善を目的としてハードウェ

ア投資に廻すという状況になりつつある。 

世界を見渡してみると、国際通信回線や人工

衛星、サーバハードウェアや AI チップなどに投

資をしているのは Google や Amazon、Apple など

の巨大 IT 企業であり、実際のアセットはファン

ドや不動産会社が持つケースはあるにせよ、資

金の出し手はこれらの企業が中心になってきて

いる。 

 

今後、デジタルビジネスは、ソフトウェアやデ

ータを中心に、サービスとして提供されるデジ

タル社会がデファクトスタンダードになり、そ

れを背景としたデジタル産業がますます成長し

ていくことが予想される。そうなると、限界費用

と言えるインターネットとクラウドリソースは、

産業の米として必要不可欠なモノとなり、半導

体やエネルギーに加え、これらのリソースを十

分に確保可能な供給力を備えることも同時に求

められていくこととなろう。 

ビジネスモデルを変革させ、ネット系企業の

ようなソフトウェアをサービスとして提供する

企業の育成を進めるとともに、基盤となるイン

ターネットとクラウドリソースを内需として育

てた上で、絶対に不足のないよう供給力を常に

強化していくことこそが、日本の次の 100 年を

作る競争力につながると言えるだろう。 

 

なお、将来、本当に「産業の米」としてインタ

ーネットとクラウドリソースが必要不可欠な要

素となった時点で、経済安全保障や輸出産業と

しての観点からのフォーカスも重要になろう。 

すでに、エネルギーやレアメタル、半導体など

は国家間の交渉材料になっているだけでなく、

重要な貿易対象にもなっている。 

近い将来、インターネットとクラウドリソー

スについても、同じような観点で語られるよう

になるであろう。 

このような前提において、日本でしっかりと

その要素を確保していくことは全産業の発展に

とって重要であると同時に、それらを輸出産業

として育成していくことも必要である。 

 

デジタル化によって、そもそもの産業の在り

方自体が変わるとともに、国の長期的な発展の

観点からも、インターネットとクラウドリソー

スを国内で安定的に確保し、そのために必要な

施策を行なっていくことこそ、いま最も求めら

れていることではないだろうか。 

*1 「フリー〈無料〉からお金を生みだす新戦略」 クリス・アンダーソン著 

*2 「限界費用ゼロ社会〈モノのインターネット〉と共有型経済の台頭」 ジェレミー・リフキン著 

引⽤・参考⽂献等 
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 18 世紀半ばから始まった産業革命は、世界を大きく変え、地球規模の様々な格差と環境

問題を産んでいる。 

また、第 1 次から第 4 次にわたる産業革命のさらなる進展がもたらした巨万の富は、金融

資本として世界に大きな影響力を持つ。 

本節では、金融のデジタル化を促進するフィンテック＊1（Fintech）の登場と、近年の金融

ビジネスの構造変化について述べる。
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1.2.1｜ 
失われた平成の 30 年と従来型⾦融サービ
スの衰退 
 
 今日の日本の現代史を一言で表すと、「失われ

た平成の 30 年」である。30 年前、日本は輝いて

おり、自信に満ち溢れていた。日本中の地方で、

自動車、家電、半導体、通信機の工場がフル稼働

していた。平成元年（1989 年）を例にとると、図

1.2.1 に示すように、世界企業の時価総額ランキ

ングベスト 50 社中第 1 位の NTT をはじめ、特筆

すべきは、日本興業銀行はじめ、当時の金融機関

（銀行、証券、保険）が 14 社もランキングして

いたことである。また、金融機関をはじめ、日本

企業全体で 32 社がランキングしていた。 

しかし、30 年が経過した平成 30 年（2018 年）

は、ベスト 50 社中にランクインしている日本企

業は 35 位のトヨタ自動車だけである。 

平成 30 年間の世界の時価総額ランキングの推移 *2 図 1.2.1 
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 「平成日本の失われた 30 年」をもたらしたも

のは、産業構造の変化への対応が遅れ、旧態依然

としている金融システムの構造にあると考えら

れる。 

 最初に産業構造の変化について述べる。平成

日本の 30 年がどのようにして失われていったか

については、技術革新にともなう産業構造の変

化とこれに対応できていないことに起因する。 

第二次世界大戦後の日本は工業化の道を選択

し、農業を犠牲にして工業化を図った。すなわち、

農地を工場に転換したのである。このことは、食

料自給率の低下を意味しており、実際、カロリー

ベースの食料自給率は、1965 年の 73％から 2019

年の 38％まで、約 40 年で半減している（図

1.2.2）。また、国際比較でも先進国で最低水準に

ある（図 1.2.3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

カロリーベースの⽇本の⾷料 
⾃給率の推移 図 1.2.2 
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⾷料⾃給率の国際⽐較 図 1.2.3 
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このように日本では、農業社会から工業社会、

そして情報社会へと、産業構造の変化とともに

社会が急速に変化した。1960 年の第 1 次/第 2 次

/第 3 次産業別就業人口の割合は 32.7%/ 29.1%/ 

38.2%だったが、1995 年には 6.0%/ 31.8%/ 62.2%

へと変化し、2010 年には 4.2%/ 25.2%/ 70.6%へ

と急速に変化した（図１.2.4）。 

 

 産業構造の変化にともない、現代日本の就業

人口の割合は、70％以上を第 3 次産業が、約 25％

を第 2 次産業が占め、第 1 次産業は 4%程度であ

る。産業構造の急激な変化とともに、円高、ドル

安が進み、日本の大企業を頂点とするピラミッ

ド型の製造業では、日本の工場を海外移転する

動きが加速した。 

また、かつて輸出産業を牽引した家電、半導体、

通信機は一気に減速し、現在、国際競争力を維持

しているのは自動車産業と素材産業のみである。

しかも、これらの産業の多くの工場が海外移転

したために、大企業の下請け構造に組み込まれ

てきた中小製造業の衰退も加速した。この結果、

特に地方において高度知的人材の雇用が減少し、

平成年間には首都圏への人口流出が続いた。 

 

 さらに、地方の中小企業に資金を提供してき

た地方銀行は、平成年間に、生産年齢人口の高齢

化（図 1.2.5）とともに貸出量が減少し、平成年

間における低金利（図 1.2.6）も拍車をかけて、

企業への融資が減少の一途を辿った。 

⽇本の産業別就労⼈⼝の推移 *3 図 1.2.4 
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⽇本における年齢区分別⼈⼝の推移 図 1.2.5 

出典：2015 年までは総務省「国勢調査」（年齢不詳⼈⼝を除く）、2020 年以降は国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝
（平成 24 年 1 ⽉推計）」（出⽣中位・死亡中位推計） 
注：昭和 40(1965)年〜平成 26(2014)年は，各年『⼈⼝推計年報』等による．平成 27(2015)年は，総務省統計局『平成 27 年国勢調査 
年齢・国籍不詳をあん分した⼈⼝(参考表)』による．昭和 46（1971）年以前は沖縄県を含まない 

⾦融機関ビジネスに構造変化をもたらした⾦利の推移 図 1.2.6 

1) 1989 年〜1994 年 10 ⽉ 16 ⽇までは⽇本銀⾏のガイドライン利率。 
1994 年 10 ⽉ 17 ⽇（普通⾦利などの⾦利⾃由化）以降は⽉末営業⽇を含む週間平均レート 

2) ストック分の総合の末値 
3) 1997 年以前は東証上場国債 10 年物最⻑期利回り、1998 年以降は新発 10 年国債流通利回りのそれぞれの末値 
出典：⽮野恒太記念会「数字でみる⽇本の 100 年」 
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金融機関のビジネスモデルは、低金利の中、資

産が増加する一方で、資金が有効活用されてい

ないのが現状である。 

具体的には、銀行の総資産は 2009 年以降、急

速に伸びている。1990 年代後半〜2000 年代前半

はバブル崩壊による不良債権処理の影響で横ば

いで推移していたが、ひと通りの処理が終わり、

今では都市銀行・地方銀行・第二地方銀行あわせ

て 1300 兆円ほどの総資産を保有している（図

1.2.7 全国銀行協会 加盟行）。図 1.2.8 に都市銀

行と地方銀行の収益構造の推移を示すが、特に

地方銀行は都市銀行と比較して、その他の収益

を創出できていないことがわかる。 
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出典：全国銀⾏協会「財務諸表分析資料」を参考に作成 

年度 年度 

全国銀⾏協会加盟⾏の総資産状況（全銀⾏） 図 1.2.7 

出典：全国銀⾏協会「財務諸表分析資料」を参考に作成 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

兆円

年度

総資産 預金 貸出金 有価証券

ITバブル いざなみ景気

アベノ ミ ク ス

ITバブル崩壊
リ ーマンショ ッ ク

東日本大震災



1 

……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

インターネットとデータセンターから世界を⾒る 

 

 

 
20 

 

1.2.2｜ 
失われた平成 30 年におけるデジタル化へ
の遅れと⼀極集中 
 

以上で述べたように、「平成日本の失われた 30

年」とは、社会構造の変化によるものであるが、

その根本原因は「デジタル化への遅れ」と「一極

集中」にあると考えられる。 

「デジタル化への遅れ」については、平成の 30

年間は、デジタル化をともなわない変化であっ

たと考えられる。第 3 次産業革命、すなわちデジ

タル情報革命が世界を席巻したにもかかわらず、

平成の日本はこれを製造業だけのチャンスであ

ると捉え、「電子立国日本」の延長線でしか考え

ていなかったのである。換言すれば、日本におけ

る情報社会への変化は、デジタル化をともなわ

ない産業構造の変化であったと言える。 

デジタル化した国家の GDP はこの 30 年間で大

きく伸長したが、日本の GDP はほとんど変化し

ていない（図 1.2.9）。デジタル化の本質はソフ

トウェアにあるが、これらに関心を示さず、平成

の日本は世界の潮流としてのデジタル情報革命

に乗り遅れ、金融機関も工場設備などへの資金

提供が主体で、結果的に製造業の中でも「付加価

値化」よりも「製造」中心の産業構造が機能不全

に陥り、国際競争力を失っていった。 

 

そもそもデジタル化とは、行政機関、金融機関、

企業、学術教育機関で発生する情報を紙ではな

くデジタル情報として記憶し、流通させ、再利用

することを意味する。特に、情報の流通と再利用

のためには、デジタル情報を扱うコンピュータ

ー・ネットワークシステム（インターネット）の

相互接続性と相互運用性が極めて重要となる。 

しかし、平成日本の 30 年間の間に、紙からデ

ジタル情報への移行も、コンピューター・ネット

ワークシステムへの移行も、欧米、中国、シンガ

ポール、台湾、韓国、オーストラリア、ニュージ

ーランド等と比較すると極めて遅れてきた。

インターネット商⽤化前後 20 年の GDP の国際⽐較 *4 図 1.2.9 

GDP：単位＝兆 US ドル（⼀⼈当たり GDP＝単位 US ドル） 
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次に、「一極集中」について述べる。これは、

首都圏と大企業への一極集中のことである。 

まず、首都圏への一極集中については、第 1次・

第 2 次産業が衰退し、第 3 次産業の比率が増大

する中で、人口の首都圏一極集中が加速した。結

果として、現在、首都圏に人口の 3 分の 1 近く

が、そして経済の半分が集中している（図

1.2.10）。これは、38 万 km2の国土の大半を活か

していないことを意味している。この歪んだ状

況を打開するための地方創生は、日本における

最重要課題の１つであり、後述の通り、2014 年

に法制度化されて以降、ほとんど進展が見られ

ていない。 

 

安倍政権のキャッチフレーズに「一億総活躍

社会」があったが、これは、現在が「一億非活躍

社会」であることを意味している。その課題は、

大企業への一極集中、具体的には、人材とビジネ

スチャンスの一極集中である。これに対する中

小企業の定義は、中小企業基本法において次の

通り定められている。 

 

 

＜中⼩企業の定義＞ 
 

◎ 製造業の場合： 
資本金 3 億円以下 

または 従業者数 300 人以下 

 

◎ 卸売業の場合： 
資本金 1 億円以下 

または 従業者数 100 人以下 

 

◎ ⼩売業の場合： 
資本金 5 千万円以下 

または 従業者数 50 人以下 

 

◎ サービス業の場合： 
資本金 5 千万円以下 

または 従業者数 100 人以下 

中⼩企業基本法による 
 

⾸都圏⼈⼝の推移（総務省国勢調査） 図 1.2.10 

出典：総務省国勢調査 
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企業数と従業員数は、圧倒的に中小企業の方

が多い。「一億総活躍」を実現するには、人材と

ビジネスチャンスの両面で「大企業への集中」か

ら「中小企業への分散」を図ることが、地方創生

及び日本全体の最重要課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 
出典：平成 28 年経済センサス−活動調査 
 
 

1.2.3｜ 
フィンテックの台頭とコロナ後の⾦融ビ
ジネスの構造変化 
 

失われた平成の 30 年間を経た令和日本をコロ

ナ禍が襲った。デジタル化対応を怠っていた日

本は、特別定額給付金や持続化給付金支給など

で経済が混乱し、機能不全に陥るかに見えたが、

デジタル庁の創設など、一気にデジタル化への

気運が高まっている。その象徴的な出来事が、三

密回避のためのワークスタイルとライフスタイ

ルの変化である。仕事は自宅でするテレワーク

と、ショッピングセンターに行かずに買い物を

する Eコマースが急速に伸びている。これらは、

ポストコロナ社会の到来を予感する「人が移動

する社会」から「モノが移動する社会」への変化

である。 

金融の世界にもコロナ禍は大きな変化をもた

らした。“三密回避”のために、金融機関での店

舗営業は大きく衰退し、ネット金融への転換が

加速している。 

コロナ禍によって、遅れていたデジタル化が

金融分野でも加速している。従来の金融は図

1.2.12 に示すように、企業会計と家計をつなぐ

「銀行」「証券」「保険」の 3 つであり、店舗を構

えた対面サービスが中心であった。そこへ、コロ

ナ禍により、デジタル情報革命の波が加速して

いる。デジタル技術と金融とが融合した「フィン

テック（Fintech）」分野が成長を見せている。⼤企業と中⼩企業の⽐較 図 1.2.11 
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従来の⾦融サービス *5 図 1.2.12 

業種の壁を超えて拡⼤する Fintech サービス *5 図 1.2.13 
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フィンテックが成長する背景は、コロナ禍の

以前から、図１.2.14 に示すように、ゼロ金利時

代の到来とともに消費者の「貯蓄から投資へ」の

変化が起こり、借り手と貸し手のニーズが明確

になってきたことがある。リーマンショックの

直後、クレジットカード上の債務の借り換えニ

ーズが高いにもかかわらず、金融機関が個人融

資に対応できなかったために、ニーズに応える

新興テック企業による金融サービスが始まった。

これがフィンテックの起源である。 

フィンテック・サービスは、融資、預金、家計

簿・会計ソフト、資産運用、決済、モバイル POS

（Point Of Sales、販売時点情報管理）、PFM

（Personal Financial Management、個人資産管

理）、銀行インフラ、ロボ・アドバイザー（AI 活

用投資助言サービス）、暗号資産もしくは仮想資

産や特殊なバーチャルコミュニティで流通する

電子マネー、マーケットプレイス・レンディング

（銀行等の金融機関を介さず多数の借り手と貸

し手をネット上のプラットフォームで結びつけ

る金融の仕組み全般）等に分類される。 

フィンテック・サービスは、ネット・ユーザー

に対して既存金融機関によるサービスとは異な

る新たな価値を提供することで、先進的な消費

者を増やし、ビジネス分野では、個人事業主、中

小企業での利用が急拡大する見込みである。 

 

金融機関利用者から見ると、フィンテックの

テクノロジーは、①利便性の向上、②安全性の向
上（信⽤）、③低コスト化という３つの価値を創

出する。また、金融機関からは、①新技術導⼊に
よる新ビジネスモデルの創出、②セキュリティ
の向上、③コストを上回る付加価値の創出を促

す。 

さて、失われた平成日本の 30 年を経験した地

域金融機関は、現在、大きな変化の時代を迎えて

いる。地域金融機関がコロナ禍を乗り越えて生

き残るには、従来の金融サービスをアンバンド

リングし、あえて過去のバリューチェーンを破

壊することで新しい仕組みを自らが提供し、顧

客と事業を守り、新規顧客を獲得する必要があ

る。すなわち、既存のビジネスに依存するのでは 

フィンテック・サービスが成⻑する背景 図 1.2.14 
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なく、それを上回る新ビジネスを創出できるビ

ジネスモデルへ転換することが重要である。 

改めてフィンテックとは、Finance（金融）×

Technology（技術）の融合を意味するが、よりテ

クノロジーの要素が強い。金融機関がフィンテ

ック企業になるか、テック企業が金融機関にな

るかという問いに解はない。今後、一気にフィン

テックによる金融のデジタル化が起こることは

確実だろう。 

 

1.2.4｜ 
地域⾦融のデジタル化と地⽅創⽣ 
 

地方創生を考える時、グローバルな視点によ

るローカルの取り組みが重要である。世界のデ

ジタル文明はインターネット/モバイル/ソーシ

ャルで構成され、2018 年、ついにインターネッ

トユーザーが世界人口の過半を超え、2019 年に

は 57％、モバイルが 67％、ソーシャルメディア

が 45％となったことを強調したい。 

産業革命以後のテクノロジーの中で、ここま

で急速に普及したものはデジタル以外にはない。

今後、デジタル文明は、100％カバレッジへ向け

て世界中を覆いつくすものとなろう（図 1.2.15

参照）。 

 

既に述べたように、「平成日本の失われた 30 年」

の間に、組み立て製造業は国際競争力を失った。

同時に、自動車産業等の国際競争力を維持して

いる企業も、工場の海外移転を余儀なくされた。

したがって、大企業からの下請け型ビジネスを

主として行ってきた国内の中小企業は衰退し、

地域金融機関の貸出量の減少が続いている。

デジタル⽂明の３つのドライビングフォース *6 
 

図 1.2.15 
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現代日本の、首都圏と大企業への「一極集中」

という課題に対して、SDGs 基本概念の「誰一人

として取り残さない」を定着化させることの重

要性を強調したい。日本は 2014 年以来、「地方創

生」を政策目標として掲げているが、それが進ま

ない理由として、後述する 6 つの分断がある。そ

こで、この局面を打開する具体策として、「地域

金融のデジタル化」と「中小企業のデジタル化」

を行い、そのために、地域金融を担う地銀のフィ

ンテック企業への転換と、中小企業のオープン

イノベーションによる脱下請けのための独自技

術の取得を強力に推進することを提言する。 

ポストコロナ社会に向けての地方創生は、①
地⽅創⽣は⽇本経済にとって最重要テーマであ
ること、②地⽅に存在する多くの分断を SDGs に
よって克服すること、③地⽅創⽣を真に担うの
は産業のデジタル化に取り組む地域⾦融機関と
中⼩企業であることの 3 点に集約される。 

次に、今後のポストコロナ社会に向けて取り

組むべきデジタル化について述べる。 

これまでは、日本経済の首都圏への一極集中

に対応し、大手町を中心としたデータセンター

への設備投資が行われてきた。しかし、日本経済

にとって次なるチャレンジは、「地方と中小企業

のデジタル化」であり、奇しくもコロナ禍はテレ

ワークを加速し、首都圏のリアルなオフィス空

間の価値の見直しが始まっている。その意味で、

コロナ禍がもたらしたテレワーク社会とは、換

言すれば、ワークスタイルの変化にともなう地

方への人口分散の可能性を提示している。実際

に、2020 年夏から東京都の人口転出が転入を上

回り始めている。 

地方創生のコンセプトは、「国民一人ひとりが

夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心

して営むことができる地域社会の形成」である。

「まち・ひと・しごと創生法」には、「東京一極

集中を是正し、地方の人口減少に歯止めをかけ、

日本全体の活力を上げることを目的とする」と

明記されている。本法律は、2014 年に成立した

もので、フィンテックも同年に始動している。ま

た、地方創生のために、①⾼度データ分析が可能
な RESAS（地域経済分析システム、リーサス、
地⽅創⽣の様々な取り組みを情報⾯から⽀援す
るために、経済産業省と内閣官房〔まち・ひと・
しごと創⽣本部事務局〕が担当）を提供する等
「情報⽀援」の⽮、②地⽅創⽣カレッジ事業、地
域活性化伝道師、地⽅創⽣⼈材⽀援制度等の⼈
材育成・派遣による「⼈材⽀援」の⽮、③地⽅創
⽣関係交付⾦、企業版ふるさと納税等「財政⽀援」
の⽮がそれぞれ用意されている。このように、情

報・人・カネに関する 3つの矢を政策の柱として

いるのが特徴である。 

さて、ここで、2014 年から始まった地方創生

活動でもなかなか成果をあげられなかった理由

として、①「官⺠の分断」、②「縦割り組織の分
断」、③「現在と未来の分断」、④「地域間の分断」、
⑤「世代の分断」、⑥「ジェンダーの分断」とい

う 6 つの分断の存在があると考えられる。 

①については、住民側からは「それは行政の仕

事」と決めつけ、行政側も「それは民間の仕事」

と結論付けてしまうことが多々ある。②につい

ては、複数分野にまたがる課題に関して、官民両

側で起こる。③については、短期的な成果のみを

追求する姿勢がもたらす弊害である。④につい

ては、過剰な返礼品によるふるさと納税での過

剰な奪い合い等が有名である。⑤については、長

老による若者の排除等である。⑥については、適

任でも女性を指導者にしないこと等である。こ

の分断の解決策こそが、SDGs であると考えられ

ている*7 。 

「平成日本の失われた 30 年」の象徴ともいえ

る「一極集中」を解消するためには、地域金融と

中小企業のデジタル化が重要である。地域金融

のデジタル化とは、従来の金融ビジネスモデル
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を根本的に刷新し、フィンテック・サービスを提

供することである。そのためには、従来のベンダ

ー主導の情報システムを見直し、ユーザ主導の

システムを自らがフィンテック企業とともに構

築することが重要である。こうして、新たにデジ

タル化された世界を構築すれば、地域金融機関

はベンダーに束縛されずに新サービスをタイム

リーに投入できる。また、個人レベルの与信管理

等も高精度に実行することが可能となる。さら

に、地域金融機関の預金者などの個人や中小企

業に対しても、きめ細かいオーダーメードの金

融サービスの提供が可能となる。 

また、中小企業のデジタル化は、従来型の大企

業を頂点とするビラミッド型の産業構造の転換

を意味している。従来型の取引関係では、大企業

だけに顧客情報と基本技術が集中し、中小企業

には作業の一部だけが回るという構造であった。

これは、大企業が供給者側の論理で作り上げた

バリューチェーン構造で、ユーザにとってもメ

リットが見えなくなってきている。 

今後起こる新たな産業革命は、「産業のデジタ

ル化」（DX）であり、最終ユーザとサービスや部

品などを提供するあらゆる企業がネットワーク

で相互接続され、協働し、レジリエント（強靭）

なサプライチェーンの構築を意味している。そ

のために、中小企業は、担当分野の技術を自社技

術として確立する必要がある。 

ここで重要となる新たな潮流が「オープンイ

ノベーション」である。中小企業は地域の大学や

都道府県の工業技術センターと連携するととも

に、専門技術を有する中小企業同士で連携し、自

社技術の確立とその技術に基づくビジネスへと

転換する必要がある。そして、その拠点となるの

が、グローバルなネットワーク接続環境が整備

された地域データセンターである。その意味で、

北海道ニュートピアデータセンター構想は、新

たな日本の時代を切り拓く可能性を秘めている。 

*1 ここでフィンテックとは、インターネットを前提としたインターネット・ネイティブな金融サービスをもたらす

潮流であるとともに、特に、大容量・高速・低遅延のインターネット・データセンターの利用を前提としている。 

*2 米ビジネスウィーク誌 1989 年 7 月 17 日、同 2018 年 7 月 20 日 

*3 総務省「労働力調査」 

*4 『日本はなぜ負けるのか』（2016 年 12 月インプレス）藤原洋著 

*5 経済産業省経済産業政策局フィンテック研究会 

*6 『SDGs の本質』（2020 年 7 月、中央経済社） 御友・横田・原編著、藤原洋他著 

*7 https://sdgslocal.jp/local-sdgs/ 
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 インターネットの歴史は、世界の研究者コミュニティにおける議論や研究成果がコンピュ

ーターネットワークを発展させ、インターネットの普及を科学と学問という人類共通の目的

で牽引し、インターネット文明、デジタル社会の形成を先導してきた事実とともにある。 

本節では、そうした研究教育ネットワークの視点で、インターネットの誕生から今日に至

るまでの流れを概説するとともに、今後構築される国際光海底ケーブルが、研究教育ネット

ワークにとってどのような意味を持ち、何が期待されるのかを詳説する。
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1.3.1｜ 
REN の起源 
 

与えられた計算をするだけの機械だったコン

ピューターが相互に接続され、コンピューター

ネットワークを形成するようになった背景には、

オペレーティングシステムにおける二つの構造

的な発展があった。一つはマルチユーザー化で

あり、もう一つはそれにともなうマルチプロセ

スのスケジューリング機能、すなわち、時分割機

能（TSS）である。 

CPUを時分割してプロセスに割り当てるTSS機

能により、接続されたコンピューターシステム

は、それぞれのコンピューターでの処理と同時

に行われるネットワークコミュニケーションの

機能を並列的に処理することができるようにな

った。また、マルチユーザーとしてコンピュータ

ーを共有する利用者は、計算機能のユーザであ

ると同時に、電子メールやファイル転送などの

機能を利用して、より広い研究者間コミュニケ

ーションと活動が可能となった。コンピュータ

ーネットワークは、分散処理としての目的、すな

わち、耐故障性や並列処理によって技術的には

発展したが、研究者コミュニティの遠隔形成と

いう社会的な目的にも大きく貢献してきた。 

こうして、研究を行う大学では教育に大きく

貢献することとなり、大学や研究所を中心に、研

究教育ネットワークとして急速に発展を遂げた。 

 

1.3.2｜ 
研究教育ネットワークの分類 
 

研究教育ネットワークは、その目的によって

三つに分類することができる。第一に、コンピュ

ーターネットワークの研究開発を実証的に行う

ためのテストベッドネットワークである。古く

は ARPANET*1 *2が、パケット交換装置のテストベ

ッドとして運用開始された。総務省系の国立研

究所である情報通信研究機構（NICT）が運用する

JGN*3 は、ネットワーク研究者に提供されている

研究テストベッドネットワークである。テスト

ベッドネットワークは、そのテストベッドの研

究課題を対象に、遠隔地の研究者を結ぶ研究者

コミュニティの議論や、研究成果を共有するネ

ットワークとして利用されるようになる。これ

が第二の分類となる研究ネットワークである。

UNIX オペレーティングシステム間のネットワー

クである UUCP をダイアルアップ回線上に展開す

る USENET*4 *5は、そのコミュニティをつなぐ電子

掲示板と電子ニュースを発展させた。わが国で

は 1984 年に、UUCP を利用した実験ネットワーク

JUNET*6 *7 がテストベッドネットワークとして発

生し、やがて全国の大学や研究所をつなぐ研究

者コミュニティのためのネットワークとして発

展した歴史がある。同様に、オーストラリアでは

SUNET(MHSnet)*8 *9 *10 *11、イギリスでは JANET*12 

*13などが発展した。 

大学間や研究所などで相互接続する研究ネッ

トワークは、テストベッドネットワークを起源

とせず、BITNET*14 *15や DECNet*16のようにコンピ

ューターベンダーが提供するユーザグループと

して発展するケースもある。そこでは必然的に、

研究者間の研究や大学での教育に利用されるこ

とになる。これは第三の分類、研究教育ネットワ

ークという形態に発展した。 

研究教育ネットワークは、それぞれがダイア

ルアップ（必要に応じてモデムを介して音声電

話を発信する機能）を用いた UUCP が使われたり、

IBM のプロトコルを用いた BITNET など、独自の

ネットワーク構造でバラバラに発展していた。 

 

1.3.3｜ 
インターネット誕⽣前夜 
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米国の ARPANET において研究者コミュニティ

のために開発されたアプリケーションは、電子

メール、電子掲示板及びファイル転送であった。

これらの機能は、UUCP ネットワークにも、BITNET

にも、当然のように別々に開発された。しかし、

これらはユーザにつけられたメールアドレス、

ファイル転送のためのコンピューターの名前、

電子掲示板のカテゴリのカタログといったシン

プルな構造だったため、その相互接続は容易で

あった。 

我が国の JUNET も、KDD 研究所が提供するパケ

ット交換を用いた国際接続を利用し、電子メー

ルと電子ニュースを UUCP ネットワークや

ARPANET コミュニティのアプリケーションから

変換し、情報を流通させることができた。これが、

アカデミズムによるグローバルネットワークの

始まりであった。 

こうした中で、ウィスコンシン大学のラリー・

ランドウェバー(Lawrence Landweber)教授らは、

各国バラバラに開発されていた研究者ネットワ

ークを相互に繋ぐためのネットワークの提案を

計画するために、（有名な）のちの世で「ランド

ウェバーミーティング(International Academic 

NetWorkshop)*17」と言われる会合を定期的、国際

的に開催するようになった。相互に接続すると

言っても、当面の対象は電子メールと電子掲示

板であり、これらを相互接続するというアプリ

ケーション間接続から始まった。このグループ

からの提案は、米国の NSF によって支援される

こととなり、CSNET*18 *19という活動として、実際

の国際相互接続を行うことができるようになっ

た。わが国は、ラリー・ランドウェバー教授とデ

イブ・ファーバー(David J. Farber) 教授の招

待により参加した CSNET のリーダーたちと連携

し、JUNET の電子メールと電子ニュース（掲示板）

を、東京大学の CSNET ゲートウェイを介して相

互接続した。日本の情報は世界からアクセスで

き、また、JUNET の参加者は ARPANET をはじめと

する世界のコミュニティと自由に情報交換がで

きるようになった。 

 

1.3.4｜ 
Internet の誕⽣ 
 

ランドウェバーミーティングや CSNET のコミ

ュニティは、各国の研究ネットワークを代表す

るメンバーとなっていた。これらの有志で、相互

接続の実態を電子メールと電子ニュースに限定

せず、様々なアプリケーションに展開するため

に、基盤プロトコル（レイヤー3）を決めようと

いうことになった。プロトコルの候補としては、

XEROX が PARC で展開していた XNS、そして IP を

用いていた ARPANET のプロトコルスタックが主

な候補であった。BITNET やその他のプロトコル

は、オペレーティングシステムを選ぶという観

点から、最終的には TCP/IP*20 *21を採用すること

が決まった。これを力強く後押ししたのは、カリ

フォルニア大学バークレー校がほぼオープンソ

ースの状態で世界の研究教育機関に提供してい

た BSD である。この UNIX オペレーティングシス

テムにおいて、TCP/IP をカーネル内に、その他

の ARPA のアプリケーションをユーザ空間に配置

して開発されたのが、バークレーで完成された

DARPA のネットワークオペレーティングシステ

ムである。この 4.2BSD が BSD のコミュニティに

配布されたその時こそ、グローバルなインター

ネットの誕生である。 

インターネットは極めて急速に世界の研究教

育ネットワークの相互接続を実現し、IETF*22 に

おいて、プロトコルの拡張や展開が関連技術者

によって行われてきた。わが国は、WIDE プロジ

ェクト*23 *24 *25 *26によって、JUNET のコミュニテ

ィを中心に展開していた専用線 IP ネットワーク

である WIDE インターネットを用いて、米国の
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NSFNET*27 *28と常時接続を開始した。さらに、東

京大学で展開されていた高エネルギー物理学や

様々な理学部系のネットワーク*29と WIDEプロジ

ェクトは、ともに米国 NSF、DoE、NASA と連携し

て、ハワイ大学を拠点とする PACCOM*30 *31のプロ

ジェクトを開始した。WIDE プロジェクトのイン

ターネットは、元が JUNET のコミュニティで展

開していたため、様々な地方のネットワークコ

ミュニティを相互接続するのに時間を要しなか

った。特に北海道地区には、JUNET の時代から既

に NORTH*32のグループがあり、中国・四国地区に

は CSI*33があった。これらは WIDE プロジェクト

のインターネットとして IP で常時接続を果たす

こととなり、わが国のインターネットの展開は

このようにスムーズに展開した。 

 

1.3.5｜ 
⼤陸間ケーブルを⽤いた、REN 間接続 
 

多くの国では、国内の研究ネットワークを結

ぶ研究教育ネットワーク、National Research 

and Educational Network が発展していた。イン

ターネットに目覚めた研究教育担当の政府部門、

特に北米、ヨーロッパ、日本などでは順調に発展

していた。こうした中、米国の NSF は、大西洋と

太平洋を跨ぐ各々の対岸との大陸間接続に予算

をつけ、協調して国際間接続を開始した。わが国

では、学術情報センター（現在の国立情報学研究

所(NII)）が運営する SINET*34と WIDE プロジェク

トが参加した研究教育ネットワークのコーディ

ネーショングループである CCIRN*35に、オランダ

の SURFnet*36 *37 *38、カナダの CANARIE*39など、各

国の有力な NREN が参加する会議が行われた。

NREN の責任者は、基本的に政府の研究教育ネッ

トワークの責任者である。CCIRN とその運用者の

グループ IEPG*40 *41は、合同の会議を開催する形

で行われていた。したがって、わが国からは、

CCIRNに SINETの責任者が参加し、IEPGにはWIDE

プロジェクトが参加していた。 

一方、インターネットの急激な発展は、商用で

の運用の要求を増大させた。米国の商用 UUCP サ

ービスの UUNET*42 が、IP を用いたインターネッ

トである AlterNet を開始した。同時期に、わが

国では WIDE プロジェクトから商用インターネッ

トの IIJ*43 を発足させるなど、90 年代前半は商

用インターネットが世界で台頭する時期となっ

た。IEPG、すなわち、各国の研究教育ネットワー

クを運用しているグループは、この商用と研究

教育が融合したインターネットを実質的に運営

するグループになる。商用のトラフィックと学

術系のトラフィックとを区別するという考え方

は、オペレーターにはなかったのである。 

一方、政府の NREN の資金源は公共の予算であ

るため、商用のトラフィックにその資源を使う

ことはできない。こうした背景から、公的資金の

目的外利用を制限する利用方針、Acceptable Use 

Policy(AUP)というルール設定が強く行われる

ようになった。結果として CCIRN は、政府ベース

の NREN の連携、IEPG はインターネットの一般的

な運用グループへと分裂をすることとなった。

以後、政府系の研究開発ネットワークとインタ

ーネットそのもののオペレーションは、独立し

て発展することとなる。 

 

1.3.6｜ 
⽇本の REN 
 

我が国のインターネットは、研究者コミュニ

ティによって構築される WIDE プロジェクトの

WIDE インターネット、学術情報センター（国立

情報学研究所）が運用する SINET によって全国

展開を行い、NICT が提供する情報通信技術のた

めのテストベッドである JGN、農林水産省の国際

接続を担う MAFFIN*44、高エネルギー物理学の研
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究ネットワークである HEPnet-J*45、国立天文台

のネットワークであるNAOJネットワーク*46など、

目的別かつ予算別にネットワークが発展し、こ

れらが強く連携し、諸外国に比べて自律的かつ

協調的な学術教育ネットワークを形成すること

ができた。こうした我が国のネットワークは、

様々な方法で協調し、国際的な研究教育ネット

ワークと相互接続を実現している。 

AI3*47は、東南アジアの殆どの国の有力理系大

学において、各国のインターネットインフラス

トラクチャが成立する前から、衛星を用いた新

しいタイプのインターネットとして展開したネ

ットワーク研究プロジェクトであった。衛星を

用いたインターネットの構造は、ARPANET の時代

に SATNET*48 *49として試みられたことがあったが、

衛星の持つブロードキャスト特性を活かした国

際標準プロトコルによるネットワークは、AI3 が

世界最初であった。 

地表や海底ケーブルなどのインターネットが

まだ発展途上であった東南アジアにおいて、衛

星からの直接接続を片方向で実現したインター

ネットは、当時開始したばかりの映像の転送を

安定して供給することができたため、AI3 はその

パートナープロジェクトとして SOI Asia プロジ

ェクト*50 を開始し、各大学に遠隔教育を提供す

る教育基盤ネットワークと連携しながら発展を

遂げていた。 

一方、わが国を形成している SINET、JGN、

MAFFIN などは、国際接続を協調的に進めてきた。

重要なそれぞれの国際接続を補間的に接続し、

研究ネットワークとして展開する WIDE プロジェ

クトと国内のいくつかのインターネットエクス

チェンジ（IX）で相互接続をすることで、その他

の専門領域の HEPnet-J や NAOJ ネットワーク、

MAFFIN とも繋がる連携運用を行っている。APAN-

JP と呼ばれるこの連携は、アジアでの APAN*51の

コミュニティの一部としてヨーロッパの

GEANT*52やアメリカのPacific Wave*53、CENIC*54、

オーストラリアの AARNet*55、韓国の KREOnet*56な

どと連携し、日本の研究者の国際的な研究活動

に貢献している。 

 

1.3.7｜ 
グローバルネットワーク・インフラストラ
クチャとアカデミズムの関係 
 

研究教育ネットワークの国際接続に関する特

徴は、様々な形で資源の共有を行うことである。

目的が研究と教育であるため、相互に協力し、リ

ソースを共有することに大きな抵抗がない。そ

のため、新しい形の協調が生まれてきた。特に、

海底光ファイバーの 2 芯ファイバーペアに投資

するというアプローチが、ヨーロッパやオース

トラリアを中心に実行されてきた。参考までに、

現在の両端の機器の技術で、100Gbps が 180 本ぐ

らい確保できる転送能力がある。こうしてでき

た EU の GEANT とアジア各国を結ぶ CAE-１*57は、

複数の REN が両端でファイバーペアを共有し、

非常に広帯域の国際接続を実現している。つま

り、研究教育ネットワークが、海底ケーブルの投

資のコンソーシアムに参加するというスタイル

である。 

北極海のケーブルの計画は、カナダの Arctic 

Fibre社（現Quintillion Subsea Holdings LLC）

が 2010 年に計画を開始し、日本との連携を試み

ることから始まった。海底ケーブルへの投資は、

巨額の投資を双方で行うことから、長期にわた

る投資のモデルを実現しなければならない。特

に、わが国では、国の資金で研究教育ネットワー

クに投資することは難しい。それが原因ではな

いが、結果として日本側の資金調達が実現しな

かったために日本まで到達しなかった Arctic 

Fiber は、アラスカまでで計画が停止している。

*58 この計画における日本としての魅力は、米国
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東海岸への直接接続であったが、西海岸へのケ

ーブルが豊富にあったために資金調達が難しく、

このことも日本と接続できなかった要因の一つ

である。 

一方、フィンランドの Cinia 社がロシア企業と

の合弁プロジェクトとして進めてきた ARCTIC は、

ヨーロッパと日本を北極海で結ぶ新しい光ファ

イバーとして全く別の魅力をもつ*59 *60。それは、

ヨーロッパ回線が南回り、アメリカ経由、ロシア

横断と、それぞれ長距離であるか、不安定な要素

が含まれていることによる。この北極海ケーブ

ルの計画は、北欧の REN である NORDUnet*61 *62が

日本の研究・教育ネットワークにアプローチし

てきたことを契機に、日本においてこのファイ

バーペアを基調とした国際 REN 接続の検討が始

まった。 

これを実現するために、WIDE プロジェクトは

APNIC の協力を得てオーストラリアにファンド

を形成し、これを用いて北極海ケーブルの REN で

の利用の実現を目指して来た。この結果が

ARENA-PAC*63 である。ARENA-PAC は、北極海ケー

ブルに先駆けて、グアムを中心に、東京、シンガ

ポール、インドネシア、フィリピンなどを結ぶ長

期契約を実現し、新しい北極海ケーブルプロジ

ェクトへのファイバーペアでの参加を模索して

いる。例えば、グアムとシンガポールを結ぶ新し

い太平洋の幹線となるREN間接続は、APOnet*64の

メンバーであるインディアナ大学（米国 NSF が

支援）、Internet2、オーストラリア AARNet そし

て ARENA-PAC の 4 者による共同回線として、15

年の 100Gbps の契約をし、2021 年 12 月に運用を

開始した*65。このようなモデルが実現してくると、

これからの国際 REN 間接続は、15 年から 20 年を

目指した計画を立てることができるようになり、

大量のデータ処理を前提とするこれからの科学

技術の研究や、新しいタイプの教育の国際展開

が見通せるようになった。 

2022 年に、Cinia 社、米国の FDN 社、我が国の

アルテリア社のパートナーによって計画が発表

された FNF（Far North Fiber）北極海ケーブル

プロジェクト*66 には、北海道や東京地区を接続

する計画が含まれており、研究教育ネットワー

クとして太平洋全域が、新たな直接的なケーブ

ルを使い、ヨーロッパと接続できる。これは、ヨ

ーロッパ、日本のみならず、太平洋全域に大きな

貢献をもたらすと期待されている。
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 政府は 2016 年度を開始年度とする「第 5 期科学技術基本計画」において、「Society5.0」

をキャッチフレーズに掲げた。 

「Society5.0」のひとつ前の「Society4.0」は情報社会を意味している。その後に続く

「Society5.0」とは如何なる社会であり、その社会を生き抜く上でどういった視点が必要と

なるか、幅広い観点から考察することが求められている。 

そこで本節では、Society5.0 を、北海道、インターネット、DX においてどのように考え

るかについて、多面的に考察する。 
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1.4.1｜ 
はじめに 
 

「第 5 期科学技術基本計画」(2016 年度～2020

年度)においてキャッチフレーズとして登場し、

日本から発信された「Society5.0」は、狩猟社会

（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社

会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に続

くものとして定義される。2016 年以降、このキ

ャッチフレーズのもとに様々な取り組みが発表

され、同時に国連も、人類が努力すべき 17 の具

体的な目標を SDGs という名前で発表したため、

徐々に企業活動においてもこれらの概念を活動

に含める努力がされてきている。 

この 2 つの大きなキャッチフレーズは、最初

のうちはあまり受け入れられることなく、具体

的に何をすればよいのかという即物的な反応が

多かったが、次第にこれらの概念の深い意味を

理解する人、企業が増えてきているように思わ

れる。 

Society5.0 を、北海道、インターネット、DX

という場においてどのように考えるかについて、

いま、多面的な検討が求められている。 

 

1.4.2｜ 
これまでと違うこと 

 

「経済的な指標は一定の周期がある」と言った

のはシュンペーターであるが、その周期の最も

長いものは、1925 年にロシアの経済学者であ

コンドラチェフの⻑周期論 図 1.4.1 

KONDRATIEFF WAVES:Cycles, Crises, and Forecasts、Bibliography: Volgograd: ʻUchitelʼ Publishing House, 2016. ‒ 224 p.、 
Edited by: Leonid E. Grinin, Tessaleno C. Devezas, and Andrey V. Korotayev、ISBN 978-5-7057-5081-8 
などから筆者が作成 
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ったコンドラチェフが提言したものである。図

1.4.1 に示すように、好景気と不況の時期を繰り

返し、波長が 50 年から 60 年で繰り返されてき

たというものである。古くは上記期間が産業革

命を後押ししたことで分かるように、次世代の

基本的な技術が最も不況な時期にできたという

点が重要である。 

我々が最近まで享受してきた ICT(IT)の時代

のベースは、1947 年にベル研で発明されたトラ

ンジスターであるということは皆が納得するこ

とであろう。それが数年先に Kirby によって IC

化され、さらに 4004 などの LSI がインテルで開

発され、その集積度を毎年競いながら、ムーアの

法則が提言された。これにより、毎年倍々ゲーム

(1975 年に 2 年で 2 倍と修正された)で性能が向

上し，それはやがて 1976 年にスティーブ・ジョ

ブスとスティーブ・ウォズニアックにより、世界

最初の PC となって我々の手元にコンピューター

パワーをもたらしたのである。 

その後もどんどん集積化は進み、最近のスマ

―トフォンの能力は、30 年くらい前のスーパー

コンピューターを上回るほどの技術の進歩を遂

げてきた。これはメモリあるいはコンピュータ

ーの頭脳である CPU 高の核心にとどまらず、大

規模蓄積装置である磁気ディスクの記憶容量や

PC を接続するネットワークの能力(帯域)も革新

的な進歩を遂げてきた。これらはハードウェア

の話であるが、単位時間に実行できる能力が上

がることにより、それだけ複雑なソフトウェア

の実行も可能となり、これらが相まってインタ

ーネットの発明に結び付いたという見方もでき

よう。 

もともとは冷戦時代に生み出され、当初は研

究者間の趣味のようなネットワークであったイ

ンターネットも、1992 年に商用化されると同時

に、Yahoo!や Google、Amazon など新しい企業が、

その素晴らしいビジョンに基づいて楽しみなが

らも便利なサービスを次から次に提供したこと

により、あっという間に ICT 時代の寵児となっ

たのは同時代を生きる我々の感覚であろう。 

 

さて、コンドラチェフの長周期論がこれから

も成り立つと仮定すると、我々はすでに次の 50

年間を支配する新しい技術が生まれることを知

っており、それを育てている途中であると言え

よう。ただし、それが何であるかを明言すること

は同時代に生きる我々にはできない。それらは

50 年後に振り返った時にはじめてわかることだ。

しかし、候補になる技術はここ 10 年くらいで次

第に明らかになってきたように思える。おそら

くそれは、AI 技術、IoT 技術、そしてブロックチ

ェーン技術であろう。 

ここで重要なのは、これら 3 つの技術は「自律

性」という共通点を有していることである。これ

らの技術が連携することによって、新しい世界

を作っていくのだろうと考える。その中でもブ

ロックチェーン技術は、人々の合意形成という

問題を、プログラムあるいはアルゴリズムの力

で解決するという方向を目指しており、これま

でに全くなかったアプローチであると言えよう。 

 

新たな時代をとらえる上で、我々は今、「ICT の

時代」から「自律性の時代」に移りつつあること

を自覚することが重要である。少し形而上学的

な言い方をすると、サイバーとリアルの融合と

いう表現もできる。すなわち、ウェアを通じて、

自分の分身が何かを実現するためにインターネ

ットの世界を飛び回り、必要な情報を集めたり、

何かのアクションを起こしたりすることだ。 

このように、Society5.0 という概念は、ICT 化

とは一線を引くものである。従来の ICT とは、驚

異的なハードウェアの技術革新とそれに合わせ

た形のソフトウェアがもたらした、便利で効率

的な世界のことであった。それに対して
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Society5.0 は、政府も意識的に ICT という言葉

を避けているように思われ、手段としてのデジ

タル化ではなく、サイバーの世界が、リアルの世

界を変えるということ、別の言葉でいえば、自律

性の強い技術をバックにした様々なサービスが

日常性に入り込み、人の労働によって成立して

いた多くの仕事がサイバーなシステムに置き換

えられ、一方、それを使いこなした新しいサービ

スが、より豊かな時間を生み出すととらえるこ

とができよう。 

 

1.4.3｜ 
北海道における Society5.0 実現へのプロ
セス 

 

2019 年、鈴木知事に答申をすべく、「北海道

Society5.0 懇談会」が立ち上がり、レポート「北

海道 Society5.0 構想」がまとめられた。以下は

本構想をベースに述べる。（全文は [＊1] にアー

カイブされている） 

北海道は言うまでもなく、日本の食糧基地と

して特異な存在である。Society5.0 とは、内閣

府の作成した図で示されているように、

Society2.0 と位置付けられた農耕社会から、工

業社会、情報社会へと進化してきた社会構造の

次を表現する概念である。 

 

現状を振り返ると、人口減少と少子高齢化が

全国平均を上回る速度で進んでいる。例えば室

蘭では、あと数年でタクシーの運転手が高齢化

のため不在になるのではないかといった深刻な

問題を抱え、そうしたことがあらゆる分野で急

速に進んでいる。人手不足に対応し、魅力ある職

場の提示によって若者を呼び込む方策は古くか

ら行われてきたものの、顕著な成果を上げてい

ない。さらに、女性、高齢者、外国人など、多様

な働き手が無理なく働けるような環境作りが急

務である。そこで Society5.0 の出番である。 

⾃律性のある 3 つの技術 図 1.4.2 
 

出典：筆者作成 
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人口減少は医療の世界にも大きなダメージを

与えており、例えば室蘭においては、かつて 20

万人弱の人口だった時に建設された立派な病院

が 3 つもあるが、現在は人口が 8 万人強にまで

減少したため、入れ物としての病院があっても

充足できるだけの医師がいない状態となってい

る。これは、札幌、帯広を除く道内の殆どの地域

で起きている現象であり、そこに複数の病院を

連携させる医療システムを導入することなども、

Society5.0 に期待されているところである。 

 

人口減少が影響しているもう一つの大きな分

野が教育である。都会を除く日本中で、小中高校

の統廃合が起きている。北海道にはさらに 4 つ

の高専、7 つの国立大学をはじめ、40 余りの大学

が存在している。コロナ禍の中、なかなか進まな

かった遠隔授業があっという間に日常化し、対

面講義でなくてもかなりの部分をカバーできる

ことが証明された。一方、これまでの在り方では

大学は少子高齢化と新しい日常の中で早晩立ち

行かなくなることにもうすうす気が付いている

のではないだろうか。新たな大学の日常とはど

のような形が望ましいのであろうか。いまこそ

真剣な議論が巻き起こるべきであろう。 

 

さらに、交通状況も厳しい状況を迎えている。

札幌などの一部を除けば、バスが唯一の公共交

通手段である地域が多い。北海道は広大なため、 

Society5.0 の概念図 図 1.4.3 

内閣府作成 
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JR への依存度が他地域に比べて大きいが、JR 北

海道だけではなかなか難しい。一方、道路だけは

どんどん高規格化するため、人々の移動手段は

自ずと自家用車に移る。しかし、高齢者にとって

それはなかなか厳しく、補助金を使って赤字で

運営するバスに頼っているのが現状であろう。

ここでも MaaS などの新しい動きがあり、パラダ

イムシフトを起こすチャンスであるとも考えら

れる。 

 

北海道にとって最も身近で大きな問題となっ

ているのが、農業、畜産業、水産業、林業などの

一次産業である。まず農業について見ていこう。

広大な農地に規則的に植えられた野菜などが織

りなす、いかにも北海道らしい風景は、写真の対

象としても大きな魅力を持っている。

北海道⿊松内の⾺鈴薯畑 図 1.4.4 

出典：筆者撮影 
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北海道の耕地面積は 114 万 ha(2019 年)で全国

の 26％を占め＊2、生産額は、全国比わずか 3％の

農家戸数で 14％（1 兆 2000 億円）のシェアを占

めている。すなわち、大規模農家が多いというこ

とである。生産額のシェアを作物別に見ると、小

麦(66％)、馬鈴薯(80％)、てん菜(100％)、玉ね

ぎ(66％)のシェアが高い。畜産は全国の 23％を

占め、生乳(56％)、乳用牛(54％)の生産が主であ

る。 

林業のベースになる森林面積は、全国の 22％

を占めている。国有林(55％)が高い割合を占め

ており、天然林(69％)が人工林(27％)に比べて

多いのが特徴である。 

水産業は、2020 年で全国の 24％強の生産量を

誇り、全国一である。内訳をみると、ほたて貝が

北海道の生産量の 27％弱を占め、最も多い。次

いで、いわし(21％)、スケトウダラ(14％)の順で

ある。しかし、生産額は10年前の26％減であり、

深刻な状況になっている。 

 

以上、概観したように、北海道の産業状況は、

札幌以外の地域における人口減少、特に高齢者

の減少、従来の交通体系の維持の困難化、一次産

業の大規模化とまとめることができよう。 

これらの危機を目の前にして、様々な手法で

ICT を取り入れようとする試みが起こっている。

しかしながら、その多くは国などの一時的な費

用を用いたトライアルの域を超えることができ

ず、定着していない。その主因は、当事者に ICT

などの専門家がおらず、東京のコンサルタント

やベンダーなどの言いなりになり、最適化とサ

ステイナブルなアプローチができていないため

と考えられる。道内の大学などとの連携が有機

的にできていればこの点は乗り越えられると思

うが、なかなかうまくいっていない。 

 

Society5.0 を北海道という場所で考える場合

には、これまでの反省のもとにそれを組み上げ

る必要あろう。DX という言葉はデジタル化の変

革を意味するが、それは決して ICT 技術を多く

取り入れるという意味ではない。仕事や生活の

仕方そのものを変革することである。会社であ

れば CX:Corporate Transformation、仕事という

観点で見れば BX:Business Transformation、さ

らに広く見れば AX:Autonomous Transformation

を意味すると考えると分かりやすい。すなわち、

すべての人が新たなデジタル環境の下で、より

豊かな人生を送るという観点が重要である。 

それらは今までのアプローチと何が違うのだ

ろうか？ 

ある年に実現したい夢が先にあって、それを

バックキャスティングすることで必要な技術を

デザインしていく手法、それがこれまでと大き

く異なるのである。一例をあげよう。 

 

 

 

平日は、「自分の漁場にいつどんな魚

が来るか？」という的確な情報を得る

ことで最小限の漁をし、それを最も高

く売れそうな流通ルートでマッチング

させたい。 

 

週末は、自分の好きな時間に、運転を

することなく快適に札幌まで映画を見

に行きたい。 

 

 

 

こうした優雅な漁業をどうやったら実現でき

るかということである。そのためには、海で起こ

っている様々な現象の見える化、MaaS の完成形、

流通におけるマッチングの最適化などの技術が

必要になるだろう。
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1.4.4｜ 
インフラと Society5.0 

 

この項では、北海道におけるアプローチとそ

の利点を取り上げたい。北海道の特徴は、一言で

いえば広大な大地である。すべてがこのことを

ベースに動いている。しかし、この広大な地域を

カバーしようとすると大変なコストがかかる。

例えば、光ファイバーの世帯カバー率は 97.7%に

達しているのに対し、農村集落においては半分

にも満たない 46％である。 

ネットワークはライフラインの一つであるが、

IoT を駆使して自然と相対するためにも、エリア

カバー率が重要である。それはさらに広がり、セ

ンシングは地上だけではなく海上においても重

要であり、漁業のみでなく様々な環境把握のた

めに必要である。もしも、人類が自然に対して最

少の負荷で今後生きていくという SDGs を選択す

るのであれば、まずは環境把握が必要であろう。 

 

インフラとは情報/エネルギーの流れであり、

Society5.0 のベースになるものである。そこに

は国境は存在せず、2045 年には現在の 20～30％

の貿易はなくなり、3D プリンターのデータだけ

が飛び交うと言われている。それは分かりやす

い流通革命であるが、このような DX の中で、当

たり前に産業が成り立つためには、強靭なイン

フラとセキュリティが不可欠である。 

 

まとめ 
 

本節では北海道における Society5.0 というコ

ンテキストで述べてきたが、これは必ずしも北

海道に限定されることではなく、今後日本が対

峙する様々な事象に対し、我々がどのように対

応するべきかのヒントを述べたつもりである。 

DX が我々に余裕を与え、豊かな生活を送れる

ようになるのか、機械に使われるような暗い世

の中になるのかは、近未来での我々の動きにか

かっているのだと思う。 

*1 北海道 Society5.0, “北海道 Society5.0 構想,” 31 3 2020. 

[オンライン]. Available: https://www.harp.lg.jp/opendata/dataset/1383.html. 

[アクセス日: 20 04 2022]. 

*2 ホクレン, “北海道農業の全国シェア,” 

[オンライン]. Available: https://www.hokuren.or.jp/aguri/current/. 

[アクセス日: 20 04 2022]. 
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 本節では、インターネット、特にそのインフラ及び物理的基盤、すなわち、光ファイバー

ケーブルネットワークとデータセンターについて、国際関係の観点から論じる。 

1)国際光ファイバーケーブルネットワーク及びデータセンター産業の歴史的ルーツと発

展の経緯 2)国際的な規制の枠組みや、インターネットを支える既存インフラの脆弱性 3)

国際的な通信インフラ開発における権力の問題 の 3 点について詳説し、あわせて、東アジ

ア、北米、欧州といった地域を、北極を通じて北方圏のデータセンターに接続するプロジェ

クトにも言及する。
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1.5.1｜ 
はじめに＊1 
 

インターネットは国際社会や世界の権力構造

に莫大な影響力を及ぼす。インターネットによ

り、情報の伝播及び収集のあり方は大きく変容

し、それによって新たなアクターが自身の意見

や懸念を表立って発言できるようになり、国家

間の意思決定に影響力を及ぼすことが可能とな

った。しかしながら、国際関係の文脈でインター

ネットが取り上げられる場合、形のないサイバ

ー空間に存在するデータのガバナンスやプライ

バシーに関する話題が多く、物理的なインフラ

に光があたることは稀である＊2。とはいえ、イン

ターネットとは決して無形のものではなく、「イ

ンターネットはどこにでもあるが、実体がない

もの」という古い認識は誤りである。最近では低

軌道衛星プロジェクトが国際的に脚光を浴びる

ことも多いが、インターネットが持続している

のは、ひとえに合計 130 万キロメートルの長さ

に及ぶケーブルから成る 450 の光海底ケーブル

システムがネットワークを構成し、絶え間なく

機能しているおかげである。光海底ケーブルは

重要なインフラではあるが、目に見えないもの

であるために意識されることがあまりなく、論

じられることも少ない。世界の通信ネットワー

クを支えるもう一つの柱はデータセンターだが、

他の産業施設や倉庫と外見は見分けがつかない

ため、これも看過され、忘れられがちである。 

 

データセンターや光ファイバーケーブルは、

現実の世界とサイバー空間が交わる場所である。

インターネットを支える物理的なインフラは、

自然や環境から影響を受けるだけでなく、そう

いったインフラを擁する社会の発展にも密接に

関連している。 

世界の光ファイバーケーブルネットワークの

発展、そしてデータセンターの立地は、中央政府

及び議会、あるいは地方自治体や NGO といった

アクターを巻き込んだ国内の経済、政治、文化プ

ロセスにも左右されるが、インターネットを支

えるインフラの発達については、国際協力及び

国際競争の枠組みで分析しなければならない。

別の言い方をすれば、現実世界の国際関係は物

理的なインフラに影響を与え、それによって今

度はサイバー空間における力関係が決まってく

るのである。 
 

1.5.2｜ 
現代のデジタル世界と産業時代の遺産 
 

光ファイバーによる初の通信技術は、1970 年

代後半に開発されたが、実用化に向けた配備に

は時間がかかった。国際光海底ケーブルが初め

て敷設されたのは 1986 年、英国とベルギー間の

ことであり、大洋をまたぐ光海底ケーブルが設

置されたのはそれからさらに 2 年後のことだっ

た。 

国際光海底ケーブルにはさまざまなものがあ

るが、ルートは互いに似通っており、それらが同

じ地域で陸揚げされることが多く、さらには同

じランディングステーションが利用されること

もある。 

これまでケーブル会社が新しいケーブルを設

置した際は、それまでに利用されていた既存の

ルートに倣うことが多かった。したがって、現代

の光海底ケーブルネットワークの起源は、19 世

紀中頃、電報を運ぶ銅線が初めてイギリス海峡、

そして大西洋を横断して敷設された時まで遡る

ことができる。こういった初期の電信ルートの

多くに倣い、1950 年代以降、まず海底電話ケー

ブルが敷設された。これがその後の光海底ケー

ブルの地理的分布に影響を与えている。 
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既存のケーブル経路を利用しようという思考

は理解に難くない。新規ケーブルの敷設に関わ

るアクターは通常、新たなケーブルを既存のグ

ローバルネットワークに接続することを望む。

加えて、既存のルートを利用すれば、海底の地形

や堆積物の種類、自然災害発生の可能性や、それ

がインフラに及ぼす影響の記録といった環境的

条件のデータもすでに揃っている。同様に、ある

企業が、自社または他社がすでに陸揚げしてい

る場所で陸揚げした場合、停泊禁止ゾーンやそ

の他漁業関連の問題はすでに解決している可能

性が高く、海岸線における環境的影響について

も議論が蓄積されている。 

 

未実証のルートを使う場合は、管理にかかる

コストが高くなることがある。ケーブルシステ

ムが損傷した場合、それを修復できるケーブル

敷設船の数はごくわずかであり、新しいルート

を使った場合、そういった敷設船からケーブル

までの距離が遠くなる可能性もある。さらに、新

たな接続ポイントを設ける際は、市場の需要が

見込めるかが不確実である。 

ケーブルネットワークの開発には、こういっ

た技術的制約や経済的要因に基づく前提条件が

絶えず付き纏ってきたが、時には国際状況の変

化や緊張状態もこれに影響する。例えば、米国で

1950 年代以降開発されていた同軸ケーブルネッ

トワークには、冷戦下で重要インフラを遠隔地

に分散させた米国の戦略が反映されている＊3。 

 

データセンターには光ファイバーによる接続

が不可欠であり、データセンターの立地には、い

くつかある要因の中でも特に、海底・陸上の光フ

ァイバーケーブルシステムの位置が大きく影響

する。一方、データセンター施設は、デジタル化

が進んだ現代世界とこれまでの産業史を繋ぐも

のでもある。データセンターのインフラやレイ

アウトは既存の産業施設のものが転用されるこ

とが多く、製紙工場、パン工場、果ては軍の掩体

壕など、多種多様な施設の跡地を利用してデー

タセンターが建設される事例が見られる＊4。加え

て、安定した送電網や水力・風力発電所、さらに

データセンター内で発生した熱を再分配できる

地域熱供給網はデータセンター産業に直結する

ものではないが、北欧諸国などでデータセンタ

ー産業が急速に拡大している要因の一端である。 

 

今日に至るまでのデータセンター産業の歴史

は比較的浅い。1990 年代、データセンターはテ

クノロジー産業が盛んな地域にしかなかった。

1998 年、Google は早くも自社ハイパースケール

データセンターを米国国内に開設したが、デー

タの集中化が大きく進み、分散コンピューティ

ングが盛んになったのは 2000 年代中頃のことだ 
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った＊5。 

クラウドコンピューティングの出現により、

コンピュテーションとデータストレージの場は、

オフィスや家庭に保管されたサーバから、世界

各地に所在する大規模データセンターへと移行

した。これと同時に、GAFAM（Google、Amazon、

Facebook、Apple、Microsoft) といったビッグ・

テックは自社の大規模データセンターの建設を

開始し、豊富なエネルギー貯蔵量と光ファイバ

ーによる良好な接続が望める地域で初のデータ

センターハブが発展し始めた。 

こうした結果、データセンター投資を誘致す

べく、各地域のアクターの間で国内および国際

的な競争が起こった。米国国内の競争では、各

州・各郡がこぞって魅力的なインセンティブを

設けて精力的にプロモーションを行ったため、

データセンター側はホストとなる自治体を選び

放題であった。北欧諸国の情報提供者によると、

こういった活動は欧州では EU 法により制限され

ていたが、タックスヘイブンであるアイルラン

ドは ICT 企業の欧州本社を数多く擁し、圧倒的

優位な立場にあったためフェアな競争にならな

かったという。一方の北欧諸国は、データセンタ

ーに課すエネルギー税の高さを互いに競い合っ

ていた。 

 

2010 年代、ビッグ・テックは従来の光海底ケ

ーブル産業の構造にも影響を及ぼした。これま

での長い間、大規模な海底ケーブルを管理して

いたのは国際企業共同体だった。同軸ケーブル

が使われていた時代、企業共同体を形成してい

たのは国有または政府系の独占的通信事業者で

あったが、光ファイバーケーブルの時代が始ま

ると間もなく、これらは民営化された。ところが、

最近では単一の企業が海底ケーブルを所有する

ようになってきている。近年、ケーブルの敷設本

数が増えているが、これは 2016 年以降、ビッグ・

テックがケーブルの通信容量を購入する側では

なく、ケーブルを自ら開発する側に回っており、

ケーブルシステムの所有権をめぐる状況が変化

している。まず、これまで通信事業者が所有して

いた海底ケーブルから通信容量を大量に購入し

ていた企業が、共同所有者として国際パートナ

ーシップに加わった。次に、それらの企業が自社

のケーブルを敷設し始めた。 

従来、データセンターは相互接続の最大化、ネ

ットワークレイテンシーの低減、インフラの合

理化といった目的のため、ランディングステー

ション近隣に建設されてきた。こうした傾向は

今後も広く続くと思われるが、ビッグ・テックの

立場は、従来のケーブル所有者や、さまざまな顧

客が利用する他のコロケーションやクラウドデ

ータセンターとは異なっている。 

ビッグ・テックの場合、相互接続の選択肢が豊

富な立地にインフラを建設する必要はない。ビ

ッグ・テックがケーブルを新しく敷設する際に

問題となるのは、都市同士ではなく、データセン

ター同士の接続なのだ＊6。 

 

1.5.3｜ 
国際的規制の枠組みとインターネットを
⽀えるインフラの⼀極集中 
 

図 1.5.1 からわかるように、世界の光海底ケ

ーブルネットワークには地域的な偏りが見られ

る。データセンターは国内および国家間の接続

性に依存しているが、光ファイバーインフラが

一部の地域に集約されたため、それにともなっ

てデータセンターのクラスターも比較的小さな

範囲に生まれることとなった。少数の地域に集

中しているということは、こういった重要なイ

ンフラが天災および人災に対して脆弱であるこ

とを意味する。多くの海底ケーブルが交わるチ

ョークポイントがあることや、不十分な
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堅牢性に起因するリスクがあることは何年も前

から認識されているが、そういった問題は未だ

に解決されていない。 

政府が光海底ケーブルを重要インフラと位置

付けている国は多いが、現在の光ファイバーネ

ットワークは、世界各国にある営利目的の民間

企業が構築したものである。その構造がさらに

発達するのは、コミュニケーション需要が増大

し、政治的・地理的条件が整い、その拡張のため

の強力な経済的・事業的インセンティブが存在

する場合である。今日でも、光海底ケーブル敷設

の契約は民間企業の間で交わされるため、ケー

ブルネットワークの開発全体を監督する国際機

関は存在しない。国際協力の議論の場でもある

国際ケーブル保護委員会 (ICPC) は、海底ケー

ブルに関する技術、法律、環境の情報を提供して

いるが、光海底ケーブルネットワークの開発を

管理・監督する権限は持っていない＊7。 

 

インフラを多様化させる必要性は民間のアク

ターも認識してはいるだろうが、彼らは“予備”

インフラと位置付けられるシステムには積極的

に投資しない。また、既存ルートの開発に投資し

てきた民間アクターも、新たな競合ルート開発

を計画する他のアクターに協力することには気

が乗らない。例えば、海底ケーブルを新たに敷設

世界の光海底ケーブルネットワーク 図 1.5.1 

出典：https://creativecommons.org/licenses/by-nc-sa/3.0/ 
TeleGeography の海底ケーブルマップを⼀部改変 https://www.submarinecablemap.com/#/ 
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することを目的とした Arctic Connect プロジェ

クトの場合、Rostelecom 社は自社の陸上ネット

ワークに競合することを恐れ、このプロジェク

トに抵抗したという話がある。 

 

しかしながら、グローバルコミュニケーショ

ンネットワークの開発は、まったく規制を受け

て来なかったわけではない。二ヵ国の政府間で

海底ケーブル分野の条約が交わされることは稀

ではあるが、海底電信ケーブルに関する初の多

国間条約(1884 年海底電信線保護万国連合条約)

は 19 世紀の終わりに発効している。この条約に

は、ケーブルの破損や損傷に関する条項や、ケー

ブルの敷設及び修復に従事する船舶の保護に関

する条項があり、こういった条項は国内法が制

定されるきっかけにもなった。 

海底ケーブルに関する規制の枠組みは、1958

年の公海および大陸棚に関するジュネーブ条約

の採択により変化したが、現在の国際的な法制

度の基礎を成しているのは海洋法に関する国際

連合条約 (UNCLOS) である。UNCLOS には光海底

ケーブルのみを扱った節はないが、ケーブル・ル

ートの調査、ケーブルの敷設、ケーブルの修復・

整備といった項目に関する規定はある。これに

は、領海、沿岸国の司法管轄権の及ぶ海洋域 (排

他的経済水域 (EEZ) と大陸棚)、司法管轄権の

及ばない海洋域のそれぞれにおいて、ケーブル

関連作業を行う際の、沿岸国及びその他の国の

権利と義務が規定されている。 

光海底ケーブル及びこれを計画・建設してい

るアクターは、こういった国際法だけではなく、

国内法の影響も受ける。国内法では、環境影響評

価など、UNCLOS では定められていない規制や手

続きが課せられることが多い。また、UNCLOS は

168 ヵ国が批准しているが、その中に米国は含ま

れないことも特筆に値する。 

各国の間(EU 内部など)で規制のすり合わせに

向けた取り組みもあったものの、ケーブル産業

は、不安定な国際関係、保護貿易主義と経済ナシ

ョナリズム台頭のあおりを受けた。また、昨今で

は、光海底ケーブルは破壊工作やテロ行為の潜

在的ターゲットとみなされるようになっている。

こうした状況から、国内でのセキュリティ検査

が複雑になり、認可・許可申請の手続きに時間が

かかるようになった。 

米国の連邦通信委員会(FCC)は国内での海底

ケーブル陸揚げを規制しており、陸揚げの許可

手続きには 1 年以上かかる。これは主に、国内の

セキュリティ検査にチーム・テレコム (国防総

省、国土安全保障省、司法省、FBI 等で構成され

た組織)や対米外国投資委員会といった多くの

アクターが絡んでいるためである。近年では、

FCC は敵対国、特に中国などで陸揚げされるケー

ブルに対してさらなる注意を促している。実際

のところ、FCC の決定により、ビッグ・テックの

東アジアにおける海底ケーブルのルートが影響

を受け、中国の通信事業者が米国国内で操業す

ることにも規制が課されている＊8。 

 

企業がロシア連邦の大陸棚に海底ケーブルを

敷設しようとするならば、管轄当局である連邦

天然資源管理庁から許可を取得しなければなら

ない。これには合計 9 つの連邦行政当局から承

認を得ることも含まれる。承認を受けなければ

ならない官庁が多数あり、そのそれぞれに申請

を審査する内部的な手続きがあることを考えれ

ば、許可を得るまでに多大な時間がかかること

も頷ける。さらに、ロシアの国内法では外国のケ

ーブル敷設船に対して特定の要件が課されてお

り、海底ケーブル敷設のルートと条件について

はロシア当局が決定する権限をもっている。こ

ういった要件や権利は UNCLOS では規定されてい

ない＊9。 

このように、外国では数多くの関係当局によ 
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る手続きが発生するため、新しいケーブルの敷

設には時間がかかるが、こういった問題はケー

ブルが損傷した際にも障害となる。 

 

安全保障関連の問題は、北極で進行する光海

底ケーブルプロジェクトにも影響する。北極の

自然環境は過酷だが、人口が少なく商業活動も

限定されているため、事業を行う上でも厳しい

環境である。Quintillion 社はアラスカに海底及

び陸上ネットワークを展開しているが、チーム・

テレコムは数年前にこれを米国の安全保障上重

要なインフラに指定している。同社は最近、元軍

幹部を数名雇い入れて経営陣を強化しており、

商業と安全保障の両面のニーズについて、また、

北極における防衛インフラとしての自社の役割

について公に議論している。しかし、アラスカに

おける電気通信の歴史を見れば、こういった近

年の展開はそれほど驚くに値しない。1900～

1905 年にアラスカに初めて敷設された電信線は、

軍の駐屯地と地域本部の間を結んでいたが、第

二次世界大戦の勃発をきっかけに、アラスカに

おける通信技術はさらに発展を遂げていくこと

になる。この時のインフラに加え、冷戦時代にソ

連の北方からの攻撃に備えて建設された通信施

設も、軍用ではあったが、両者ともアラスカにお

ける民間通信の基盤となっている＊10。 

 

冷戦時代には、海底ケーブルの安全性は無線

や衛星と比べて高いとされたが、Arctic Connect

プロジェクトやサイバーセキュリティコントロ

ールを扱った国際研究では、海底の通信ケーブ

ルからの情報収集、つまり、水中またはランディ

ングステーションで通信が傍受される可能性を

考慮しなくてはならないと主張されている。ま

た、この研究では破壊工作も簡単に行えること

が指摘されており、さらに、既存の国際海事法の

枠組みでは、領海の外の光海底ケーブルを、サイ

バー、無人、自動兵器システムといった新たな脅

威から守ることができないと論じられている＊11。 

 

2018 年 4 月、ロシア国防省は、セヴェロモル

スクとウラジオストク間に北極横断光ファイバ

ーケーブルを敷設する計画を発表した。これは

海軍が利用するためのものであるが、ロシアの

防衛能力向上も目的であることが伝えられてい

る。この背景には、大容量の情報を高速で通信で

きることのメリットを軍が認識したということ

もあるが、軍当局は、こういったインフラに水中

音響センサーを接続すれば、北極海で発見した

物体の情報を直に得ることができると指摘して

いる。 

その後、このプロジェクトについてはあまり

情報が流れて来なかったが、2019 年 3 月に新た

な展開があった。この時は、ロシアがワールドワ

イドウェブから完全に孤立したクローズドイン

ターネットの構築を計画しており、北極横断ケ

ーブルはこの構想と関連していることが伝えら

れた。北東航路経由で欧州と東アジアを繋ごう

というロシアの目論見の始まりは、ロシア北極

横断光海底ケーブルシステム(ROTAS)プロジェ

クトを立ち上げた 2000 年代初頭まで遡る。この

プロジェクトは、ロシア当局から必要な承認を

受け、ロシアの通信担当省から補助金を得てい

たものの実現することはなかった。 

計画が進展しなかった理由の一端は、2014 年

春のクリミア併合後にロシアが西側諸国から経

済制裁を受けたことであろう。この一件以前に

は、米国を拠点とする企業が 1 社、光海底ケーブ

ルシステムを敷設する契約を取り付けていた。 

 

2021 年 4 月中旬、軍当局ではなく運輸担当次

官が、ムルマンスク近隣のテリベルカからウラ

ジオストクへと続く 6 本の光ファイバーペアの

敷設と、ロシア北極域及び極東域における複数 
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の陸揚げを許可したことを発表した。北極横断

ケーブルの管理者に指名されたのは単一企業体

の Morsviazsputnik 社であった。この Polar 

Express プロジェクトでは、同種のプロジェクト

とは多くの前提条件が異なっており、国際協力

による商業的プロジェクトのように市場からの

投資ではなく、国による支援だけで資金が賄わ

れる。ところが、このプロジェクトに携わるアク

ターたちは、ケーブルの相互接続ポイントを増

やすとともに、共同投資のパートナーシップを

展開し、欧州やアジア方面へとプロジェクトを

拡大する意向を示している＊12。こういった相互

接続ポイントの増設は、別個の商業プロジェク

トとして行われる。しかしながら、外国企業がロ

シアの国家事業に携わりたいと思うか否かは不

透明である。MegaFon 社が Arctic Connect プロ

ジェクトを凍結させたのは、国家主導の Polar 

Express プロジェクトとの競合を避けるためと

いう見方もあるが、一方の Cinia 社はアラスカ

に拠点を置く Far North Digital 社との共同プ

ロジェクトを最近発表した。この 2社は、日本を

北西航路経由で欧州と結び、アラスカとカナダ

北極域で陸揚げするケーブルシステムを計画し

ている。欧州での陸揚げはノルウェー、フィンラ

ンド、アイルランドが予定されている。 

データセンターの立地に影響する要素として

は、国際的な光ファイバーケーブルシステムの

位置のほかにも、規制の枠組みや、安全保障やサ

イバーセキュリティに関する問題が挙げられる。

例えば、北欧諸国はデータセンター投資を誘致

する上で、自国の安定した政治情勢やビジネス

に優しい環境(計画プロセスにおいて手続きが

少なく承認が早い環境)を強みとしてアピール

している。 

一方、アイルランドでは国際競争力をできる

だけ強化すべく、税の見直しや、データセンター

の迅速な承認を認める法律の制定、多国籍テク

ノロジー企業に有利なデータ保護制度の確立な

どを図っている。ところが、2020 年 7 月に下さ

れた欧州司法裁判所の裁定により、アイルラン

ドは難しい立場に置かれることになる。この裁

定はオーストリア国民からの申し立てに関する

もので、Facebook Ireland 社が申立者の個人情

報を米国に所在する Facebook Inc.のサーバに

移転することを禁じるものであった。これは、米

国では外国から移転されたデータに公的機関が

アクセスすることが認められており、データに

対し法や慣行により十分な保護が行われていな
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いためであった。9 月、アイルランドのデータ保

護委員会がこの裁定の執行を始めると、

Facebook 社は米国とデータの共有が禁止された

場合、欧州から撤退するつもりであると警告し

た＊13。他方、カナダが世界のデータセンター出資

者に売り込んだ自国の強みには、寒冷な気候、安

価なエネルギーと安定した社会情勢だけではな

く、データ主権も含まれていた。米国愛国者法で

は政府によるデータへのアクセスが認められて

いるが、これに起因する問題を避けたい事業者

に対し、カナダは自国を有力な選択肢としてア

ピールした。 

さて、中国ではサイバーセキュリティ等級安

全保護制度と呼ばれるものが導入されているが、

これは、中国のサーバに保存されたデータ、ある

いは中国のネットワーク経由で送信されたデー

タを問わず、中国国内に保存されているすべて

のデータに政府が無制限にアクセスできること

を定めたものと言われている。こういった法律

のためにセキュリティやプライバシーの問題が

危ぶまれ、海外のアクターが中国にあるデータ

センターを閉鎖することもあり得るが、中国市

場の重要性を鑑みれば、大半の企業はこの状況

に順応せざるを得ないだろう。 

 

最後に、Amazon Web Service (AWS) などが運

営する商用データセンターが、民間企業だけで

はなく政府にも利用されていることは特筆に値

する。AWS では“GovCloud”と呼ばれるリージョ

ンを展開しており、米国のさまざまな政府機関

および顧客が機密データをホストするために使

用している。また、Amazon が開発した“AWS 

Secret Region”は、米国の諜報機関により、あ

らゆる機密レベルの情報を保管・アクセスする

ために使用されている。AWS は自社の顔認識テク

ノロジーをさまざまな法執行機関に販売してお

り、そのことで最近、アメリカ自由人権協会から

批判されているが、AWS のデータセンターを複数

擁するアイルランドなどでも、AWS が持つ特権的

な地位は批判的に論じられている。 

 

1.5.4｜ 
国際光海底ケーブル：決定権と権⼒の所在 
 

世界の光海底ケーブルを国際関係の観点で捉

え、対立するさまざまな利害を持つステークホ

ルダーの存在に注目してみると、権力に関する

問題が浮かび上がってくる。 

権力の定義にはさまざまな議論がある。権力

は体制や構造が持つ特質であるとする学説もあ

るが、ここからの分析では、権力を行為者 (個人

または企業や政府といった集合体) に属するも

のと位置付ける。さらに、ここでは権力を、「あ

る行為者が他の行為者に及ぼすもの」としてで

はなく、「その行為者が目標を達成するためのも

の」として捉える＊14。 

表 1.5.2 は、各行為者が持つプラスの権力 (何

かを誘発する力、活動を開始する力) とマイナ

スの権力 (何かに抵抗する力、活動を止める力) 

をまとめたものである。また、それらの権力の源、

つまり、権力がどこから生じているかというこ

との特定も試みる。こういった表では、現実の複

雑な様相はどうしても単純化されてしまい、説

明しきれないことも多い。限られた数のアクタ

ーしか紹介することができず、各カテゴリはさ

まざまな種類の行為者を分類するため、筆者自

身が設定したものである。場合によっては、個別

の行為者が一つのプロジェクトの中でさまざま

な役割を持つこともある。しかしながら、複雑な

権力関係を説明する上では、この分析は役立つ

であろう。 

 

Arctic Connect プロジェクトを表 1.5.2 に照

らし合わせて分析すると、複雑な様相が浮かび 
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アクター プラスの権⼒ マイナスの権⼒ 代替性 
統括企業 プロジェクトを⽴ち上げ・実⾏で

きる 
プロジェクトを終了できる 代替不可だが、他社が

類似プロジェクトを⽴
ち上げることは可能 

出資者 プロジェクトの企画・実施を可能
にする権⼒を持つ (プロジェク
トの原資 (資⾦) を所有すること
に由来する権⼒) 

資⾦に関わるマイナスの決定によって
プロジェクトを妨げる権⼒を持つ (複
数の出資者が同様の決定を下すとプロ
ジェクトが中⽌される可能性も) 

特定の出資者が別の出
資者に代わる可能性が
ある 

顧 客 / 潜 在
的利⽤者 

通信容量を将来的に購⼊する契
約を結びプロジェクトを⽀援で
きる (ケーブル会社が消費者に
依存することに由来する権⼒) 

プロジェクトに参加しないことで進展
を妨げることができる (複数の顧客候
補が同様の決定を下すとプロジェクト
中⽌の可能性も) 

他の顧客に代わる可能
性がある 

ケーブルを
建設・敷設
する企業 

プロジェクトの統括企業と契約
を結ぶことでプロジェクトを⽀
援できる (プロジェクトに必要
な技術・能⼒を保有することに由
来する権⼒) 

プロジェクトの統括企業と契約を結ば
ないことでプロジェクトを妨げること
ができる  

限定的ではあるが他の
企業に代わる可能性が
ある 

国際機関・
規制 

領海の外でのケーブルシステム
開発に関しては UNCLOS で権利
全般が定められている 

領海の外でのケーブルシステム開発 
に関しては UNCLOS で主な規制が定
められている 

 

中央政府・
議会 

外交協⼒や迅速な承認プロセス
(環境影響評価、環境関連の許可、
セキュリティ検査など)、あるい
は国家予算の⽀出によってプロ
ジェクトを⽀援できる (国の法
令、領⼟・領海に対して国際的に
認められた主権、排他的経済⽔域
に対する主権および管轄権に由
来する権⼒) 

承認プロセスを通じてプロジェクトを
妨害、遅延、停⽌できる 

限定的ではあるが、反
対する国の領海や排他
的経済⽔域を避けてケ
ーブルを敷設すること
は可能 

地⽅⾏政 迅速な承認、ゾーニング、あるい
は地⽅予算の⽀出によってプロ
ジェクトを⽀援できる (国の法
令に由来する権⼒) 

陸揚げを妨げることができる ルートを変更するか、
別の場所で陸揚げする
ことができる  

漁業関係組
織、環境保
護活動家、
NGO 

宣⾔や声明を発表することで⽀
援できる 

特定の地域での陸揚げを複雑化、遅延、
妨害できる。コストの増加、ルート変更
の強要、プロジェクトとそれに関わる
アクターの評判の毀損を⾏える (国の
法令に由来する権⼒、またプロジェク
トに対する地⽅・国の姿勢および国際
世論に対して有する影響⼒に由来する
権⼒)  

 

 

 国際光海底ケーブルプロジェクトにおける権⼒の分布 表 1.5.2 
出典：筆者作成 
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上がってくる。このプロジェクトの場合、“統括

企業”は常に変遷してきた。もとはフィンランド

運輸通信省が立ち上げ、その後 Cinia 社が引き

継いで数年にわたって主導していたが、計画プ

ロセスには MegaFon 社等の海外パートナーが加

わることにもなっていた。さらに、プロジェクト

を実施する上では新たな出資者に参加してもら

う必要もあった。こういった状況もあり、最終的

にプロジェクトを実行する企業がどういった構

成になるかはずっと明らかになっていなかった。 

 

Arctic Connect プロジェクトでは、規制権限

を持つ官公庁が直接または (少なくとも部分的

に) 所有する企業を通じてプロジェクトに投資

できるようであったが、Polar Express プロジェ

クトで採用されている国主導の新しいアプロー

チは、前記の表には完全にはあてはまらない。し

かしながらこの表では、商業プロジェクトにお

いて、出資者と主要顧客が重要であることが示

されており、これは権力の地理的分布を考える

きっかけになる。北極横断ケーブルプロジェク

トの場合、こういった主要なアクターは北極域

外にいることが多い。しかし、前記の表を見れば、

ケーブルの陸揚げ予定地など、ネットワークに

不可欠な地域のアクターは、世界的に重要なプ

ロジェクトの中でも大きな影響力を及ぼすこと

がわかる。 

 
考察 
 

光海底ケーブルやデータセンターは、単にサ

イバー空間と現実世界を結ぶ中立的・技術的な

構造物ではなく、政治的な意味合いを帯びたイ

ンフラである。サイバー空間の様相と国際関係

の変化 (英国の EU 離脱など、欧州における今後

のケーブルの陸揚げや接続に大きな影響を与え

る事象) の間に相互作用があることは認識して

おく必要がある。物理的なケーブルネットワー

クのあり様、そしてデータセンターの立地を左

右するのは、ハードセキュリティやサイバーセ

キュリティに関する諸問題 (接続性に対する軍

当局のニーズ、政府によるデータへのアクセス

など) だけではない。パリ協定や地球温暖化に

対する国際的な取り組みは、インターネットに

依存する産業とそれを支えるインフラの両方に

影響を及ぼし得るし、将来的にそうなるであろ

う。海面上昇は物理的なインフラにとって脅威

となるため、ケーブル産業に関わるアクターが

こういった国際協力の枠組みに参加するのも自

然な流れである。EU はデータセンターのエネル

ギー効率や廃熱の再利用に関する規制を今後強

めていくことが予想されるが、これも、国際的な

取り決めがインターネットインフラの地理的分

布に影響を与える事例の一つである。実際、そう

いった規制の影響で、寒冷な北方圏で新しいデ

ータセンター投資が始まる可能性もある。 

 

北極横断光海底ケーブルプロジェクトが実現

すれば、北方圏はデータセンターのホスト地と

してさらに訴求力を増すことが予想される。北

極評議会、北極経済評議会に電気通信作業部会

が設置されたことも、北極における通信に世界

から関心が集まっていることを示す一例である。

加えて、光海底ケーブルは各国の北極政策にも

組み込まれるようになっている。例えば、2018 年

1 月に発表された中国の北極政策白書では、海底

ケーブルについて直接言及されている。これは

既存の国際条約に基づく自国の権利に言及する

に留まり、現状の変更を提案するものではなか

ったが、白書では中国には大陸棚の外の公海に

海底ケーブルを敷設する自由があると指摘され

ている。日本では、早くも 2015 年には包括的な

北極政策が発表されているが、電気通信や海底

ケーブルには言及されていない。
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 現在、世界のインターネットトラフィックは、映像系データを中心に増加が続いているが、

2040 年に向け、新常態によるコミュニケーションスタイルの変革が進み、より一層急増す

ることが予想される。それにともない、データセンターに求められるパフォーマンスや機能

にも多様化が見込まれ、そうした要求に沿ったデータセンターの構築が必要となる。 

本稿では、2040 年のデジタル社会を展望しつつ、時代の要請に応え得るデータセンター

の態様について考察する。
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2.1.1｜ 
インターネットトラフィック急増要因は
映像データとその解析 
 

インターネットトラフィックを世界中で急増

させているのは、何といっても、映像系データの

流通である。特に、話題の TikTok 等による近年

の UGC（User Generated Content）の台頭と、在

宅勤務、遠隔教育等で利用される TV 会議による

アップストリーム系の映像データ流通であり、

構造変化が著しい。加えて、監視カメラ映像につ

いても、これまでは端末の近くで蓄積されるだ

けだった用法から大きく変わり、適度にクラウ

ドで解析するケースが増えている。UHD（Ultra-

High Definition）や HRD（High Dynamic Range）

等の高品質化も相まって、これまでは不可能だ

った検証や解析が容易にできるようになりつつ

あり、蓄積管理、ビッグデータ活用等のデータ利

用シーンとともに、インターネットトラフィッ

クに革命的に影響していく。これらはいわゆる

M2M の類型でトラフィック分析を行うべきもの

と思われるが、映像データを中心に最も影響が

大きい。 

VR/MR による映像利用も急増する。エンターテ

インメントだけではなく、製造や流通、販売、サ

ービス分野へと応用範囲が広く、常に学習しな

がら限りなく進化するはずであり、どれだけネ

ットワークとコンピューターのリソースがあっ

ても足りないくらいではないだろうか。サーバ

からユーザへという単純な流れではなく、多様

な知識集積の間を縦横無尽に流れ、解析結果が

あちこちに蓄積され、瞬時に利用される極めて

ダイナミックなデータトラフィックの様相を呈

するはずだ。 

 

2.1.2｜ 
デバイスや IoT の要因 

 

スマートフォンの普及と端末能力の飛躍的向

上も影響が大きい。現在はまだ、キャリヤコスト

がトラフィックを抑制する方向になっていると

は思われるが、自宅やカフェの WiFi でオフロー

ドというユースケースがメジャーになると、光

や WiFi の進化を時差なくあっという間に食い潰

しながら、トラフィックの主役を担っていくこ

とが容易に想像できる。今のところ、スマ―トフ

ォンの周辺機器でもあるウエアラブルデバイス

が、スマートフォン並みの能力を獲得しながら

拡大することも、VR/MR と同様のインパクトで想

像の範囲にあるだろう。 

IoT による様々なセンシングデータの流通量

は、映像系データの量と比べると僅かであると

言われるが、増加する一方だろう。環境、エネル

ギー、システム稼働等、蓄積すべきかどうか判断

が難しいものも多く、時間粒度や計測対象範囲

の広がりや密度も、何処までどの程度蓄積して

おけば有効なのか、決着がついていないものが

多い。ヘルスケア分野でも、先ごろ弘前大学の研

究チームが、健診データ 3000 項目のうちわずか

28項目で有意なAI予測が可能との研究成果を発

表した。こうした研究成果による効率化や、新ア

ルゴリズムを獲得し進化を得るためにも、初期

には広範で大量のデータによる解析作業を必要

とするのも確かだ。 

CPU の能力向上も、集中と分散を繰り返しなが

ら、ムーアの法則のまま推移してきているよう

だ。ムーアの法則も毎年のように終焉説が流れ

るが、今のところ、3 次元構造化によって使用さ

れる材料も大きく変化するなど、いくつかの劇

的な変化が進行中である。半導体もさることな

がら、DNA へのデジタルデータの保存も実用化さ

れつつある。ハードディスクやフラッシュメモ

リでのデータの保存期間は 10 年以上だが、DNA

ストレージは 1 グラムで 215 ペタバイトのデー
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タを何千年も保存できると言われている。記憶

保持に必要な電力も、様々な省力化が図られて

いくことが予測できる。 

 

2.1.3｜ 
光ネットワークの進化 

 

ネットワーク側の進化も急展開しそうだ。効

率化を図る技術で、NTT が進めている「IOWN

（Innovative Optical and Wireless Network）

構想」の行方が鍵となるだろう。ネットワークか

ら光信号で届いたデータを電気信号に変換して、

メモリや CPU に入力するという手法が一般的だ

が、光と電気の変換作業（光電変換）に電力がか

かる。これをできるだけ光信号のまま、光電変換

を最小化して済ませようとする技術が IOWN の

「オールフォトニクス・ネットワーク(APN: All-

Photonics Network)」である。「光電融合技術」

とも呼ばれており、2030 年ごろの実現を目指し

ているという。無線区間ではもちろんあまり効

果的ではないが、固定網のバックボーンなどで

はかなり効果が期待できるのではないだろうか。 

光は 1 秒で地球を 7 周半する。光で繋がって

いる限り、地球上のどこにある CPU でもメモリ

でも瞬時に低諸費電力で統合化可能となり、一

台のスーパーコンピューターとして使えるよう

になる。 

 

2.1.4｜ 
今後のインターネットトラフィックの予
想 

 

さて、こうした背景を踏まえると、インターネ

ットトラフィックの予測はどうなるか。 

MRI ではここ数年、2030 年予測を用いている。

上記の革命的な変化を十分には織り込めていな

いが、少なくとも 2015〜2017 年周辺で観測され

ていた過去の傾向や技術見通しは前提におかれ

ていると考えていただいて良い。 

この予測結果によると、日本におけるトラ

⽇本におけるインターネットトラフィック推計の例 図 2.1.1 

出典：MRI 
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ィックとしては、上位シナリオの場合、2020 年

に約 65Tbps (約 20[EB/月]相当)、2030 年に約

3,500Tbps(約 1,100[EB/月]相当)に達する。下位

シナリオの場合であっても、2020 年に約 40Tbps 

(約 13[EB/月]相当)、2030 年に 約 840Tbps(約

272[EB/月]相当)程度になることが予想される。 

 

2000 年代における予測作業もそうであったが、

この分野の予測はどうしても級数的結果になっ

てしまう。10 年先を予測する際に過去 10 年の傾

向を土台とするのは予測屋の鉄則だが、インタ

ーネットトラフィックに限っては、綺麗に級数

曲線にハマってしまうという繰り返しで来てい

る。前述したように、ムーアの法則が 2020 年も

終焉していないことから類推しても、過去 15 年

の傾向を土台に 2030 年の予測を試みた MRI 推計

は、確からしいものとして参照に値すると考え

て良い。 

 

2.1.5｜ 
2040 年のインターネットトラフィック 

 

2030 年からさらにその先 10 年後となる 2040

年はどうなのか。2030 年の 2 の 5 乗倍に成長し

ていると考えるのが素直なところであるが、そ

の世界をイメージするのは難しい。JST の低炭素

社会戦略センターが 2019 年 3 月に公表した「情

報化社会の進展がエネルギー消費に与える影響

（Vol.1）－ IT 機器の消費電力の現状と将来予

測－」では、世界のインターネットトラフィック

推計で 2016 年 4.7ZB/年、2030 年 170ZB/年、2050

年 20,200ZB/年という数値を参照している。2016

～2030 年で 36 倍、2030～2050 年で 119 倍とな

っているが、この傾向に従えば、2030～2040 年

は 10 倍程度に増大する計算になる。 

脳科学をデータ処理として解析できれば、こ

れくらいの規模でも少なすぎるのではないかと

考えることもできる。脳がとんでもないコーデ

2045 年の演算能⼒ 図 2.1.2 
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ック処理、あるいはスパースで超効率的なデー

タ処理をして経験や知識の管理と身体へのコン

トロールを行なっているらしいことはわかりつ

つある。IBM は「2045 年の演算能力」という興味

深い予測を公表している。2045 年には USD1,000

で 1 秒間に 10 ペタ FLOPS の演算能力の提供が可

能となり、この能力は 100 億人分の人間の脳の

能力に匹敵するという。100 億人とは、2045 年の

全地球人口だ。 

 

2.1.6｜ 
DC の需要構造 
 

さて、肝心のデータセンター（DC）の予測につ

いてはどんなものがあるか。よくあるのは DC 市

場の金額規模予測だ。しかし、インターネットト

ラフィックの予測で幾つかの視点を用いたが、

物理的な容量や地理的分散の可能性、消費電力

の行方も技術革新が激しく、かなり予測が難し

い状況だ。 

トラフィックの伸びでは、依然として、アジア

パシフィックの急増が地球全体の動きをリード

するはずだ。ASEAN、日韓台、中国で 20 億人以上

の、最先端デバイスを使いこなしそうな人口が

ある。このマーケットがたった 2 時間の時差の

中に入ってしまっていることも、ビジネス活動

の密度感をイメージすると、極めて意味が深淵

で、データセンターの配置にも大きな影響を及

ぼす。GDPR の影響で、インドネシアがいち早く

DC からのデータ持ち出し（もちろんネットワー

ク越しにも）禁止措置に動いたのは記憶に新し

く、衝撃的でもあったが、こうしたガバナンスの

影響をどう読むかも難しい。裏を返せば、1 億

2,500 万人の日本のデータも、鎖国するかどうか

は、実は世界経済的に小さくない。何と言っても

日本は、個人レベルの預貯金レベルが極めて高

い。 

COVID-19 による影響で社会的物理的距離確保

の必要性が生じたことは、これまでの大都市集

中型のワーク&ライフスタイルを変革する方向

に働く。ロックダウン等が断続的に実施され、経

済活動へのダメージが無視できないために、DC

需要へのファンダメンタルなマイナス影響は避

けられないものの、中期的には、働き方や暮らし

方の自律分散がいっそう進展し、インターネッ

トと DC への需要は増大する。 

一般的に、DC はクラウド系と非クラウド系に

分けられる。クラウド系とは、Google、Amazon、

Microsoft などのサービスや、それらのサーバに

稼働環境を提供するコロケーション事業者とも

呼ばれるDigital RealtyやEquinixなどである。

非クラウド系とは、従来型の Web ホスティング

や業務システムアウトソーシングなどであり、

プライベートクラウドと呼ばれていたこともあ

った。しかし、企業の IT インフラ（サーバ、ス

トレージなど）をクラウドに移行させる動きは

加速しており、COVID-19 や 2025 年の壁対策の影

響もあるため、DC サービスの利用形態も従来型

のサービスから急速にクラウド系にシフトして

いく。その結果、DC サービス市場では、クラウ

ド系の伸びがその成長の牽引役となっている。 

 

2.1.7｜ 
ハイパースケール DC の動き 
 

クラウドサービス拠点としての大規模 DC 需要

は増加傾向が続き、拡大するキャパシティ需要

に対応するための大規模建設投資が継続すると

同時に、用地や電力の確保が課題となる。これま

では、ハイパースケール DC と呼ばれる、大規模

なコンピューティング能力を備えた巨大な企業

が展開する DC が市場をけん引し、国内では東阪

への集中立地が進んでいた。運用のための人材

の偏りと、DC 内の相互接続需要の増大、事業者 
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同士の DC 間での自力光ファイバー敷設等の動き

が、東阪集中立地を促してきたともいえる。これ

らはハイパージャイアントという表現もあり、

インターネットトラフィックを膨大に収容して

圧倒的なパフォーマンスを出す。 

SDNの事業交渉でK社を訪れた時の衝撃も忘れ

られない。同社は、Linux の若手使い手を駆使し

ながら自前で SDN を実装していたが、日系企業

と思っていたのにもかかわらず、さっさと C 社

の配下に入り、日本を捨てて香港・シンガポール

に拠点を移してしまった。E 社に行った際には、

箱ビジネスに徹している我々に SDN は不要とま

で言われてしまった。ハイパージャイアントの

DC 内部では、L2 で容易に相互接続できてしまう

ので、それで用が足りていたわけである。地域 IX

とか言っている段階で、それが幼稚にさえ思え

たものだ。 

 

2.1.8｜ 
地域別 DC ⽴地ニーズ 

 

2017 年の IDC 調査では、国内 9 万カ所、うち

商用で運営している DC は 600 カ所程度となって

いる。そのほとんどが自社で運用している DC で、

その大半はサーバルームのような小規模な施設

を持つ企業になる。 

JDCC のアンケート調査によると、600 カ所程度

の事業用データセンターのうち、東京と関東圏

に半数が集中しているとみられ、サーバ室の総

面積比でみると、東京・関東には大規模センター

も多いため、東京・関東で全体の 4 分の 3 を占め

る。この傾向はここ 5 年ほど変化がなく、所在 DC

数の順位とサーバ室面積の順位を比較する限り、

神奈川、群馬、福島などに規模の大きいセンター

がある一方、愛知、北海道などは「地方拠点都市 

※全国を 100％とした割合を％で表⽰。 
資料：⽇本データセンター協会アンケート（ 2019.2 ） 

国内 DC の⽴地状況 図 2.1.3 
 

北海道 4%

東北 5%

関東（ 除東京） 17%

東京 31%
中部 12%

近畿（ 除大阪） 6%

大阪 11%

中国 4%

四国 2%
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無回答 1%

地域別DC数

北海道 2%
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中部 4%
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大阪 11%

中国 1%

四国 0%

九州・ 沖縄 3%
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地域別サーバー室面積
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に多い小型センターからの回答」も多いものと

推測されている。 

最近は、東京、関東、大阪のような密集地域に

おいて、新設（特に大型）DC への電力供給に数

年の時間がかかるとされ、懸案事項となってい

る。また、2000 年以後に DC 建設が集中して「供

給過多のラッシュ」があったが、これらの施設は、

15 年更新の非常用発電装置を筆頭に、様々な機

器の交換に迫られており、一部には DC 施設の転

売・転用などの動きもみられる。 

 
2.1.9｜ 
今後の DC 需要の変化 

 

一方、海外では逆に、良質な電力を求めてロー

カルエリアに立地する例が少なくない。DC 事業

者は可能な限りサーバやネットワーク機器、電

力機器や空調機器などの資源を一施設へ格納し、

効率の良い IT インフラ設備を実現しようとする。

特に電力の問題は、環境経営でも対災害性能で

も大きく影響するようになる。コンピューター

やネットワークの各リソースの低消費電力化が

進むと、ハイパースケール DC の構成も変化する

可能性がある。 

マルチクラウド化が進む中で、IOWN のような

構想が実現性を帯びると、CPU（GPU）、メモリ、

ストレージ、ネットワークの各リソースの分散

立地も可能となる。人材よりも、地域の電力環境

や対災害性能等の方が、立地の決定要因として

比重が大きくなる可能性が高い。 

ビッグデータ時代とは言うが、実際のところ

はデータベース内にデータを保存し、同一 DC 内

でデータハンドリングしていることが多いのが

実情である。本来は、データ保有者である企業等

が、資産であるデータを自由に扱えるべきなの

だが、現状では、パブリッククラウド上のアプリ

ケーションとデータの結合度が高く、データだ

けを移行・変更することが非常に困難となって

いる場合が多い。要するに、GPU と記憶領域を地

球上から自由に選択してコンピューティングす

るといった技は現実的でない環境にある。しか

し、この先、IOWN の実装に先行して、ソフトウ

ェア的にマルチクラウドを適切に活用し、アプ

リケーションとミドルウエアをシンプルかつ軽

量化し、データ利用の自由度も維持して運用す

る時代に入っていく。 
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2.1.10｜ 
ストレージソリューションと DC 

 

貴重な資産であるデータ管理のための新たな

ストレージソリューションの登場が、マルチク

ラウドを後押しする。これらは、オールフラッシ

ュ並みに高速で信頼性が高く、ディスクアレイ

並みに大容量で低価格、さらに、保守サポートも

充実している。高い信頼性と安全性を必要とす

る金融機関やセキュリティ監視サービスが、積

極的な導入を開始している。 

ストレージの課題は、映像アーカイブスで最

も顕著になるはずで、死蔵とは言わないが、非ア

クティブな状態で、いざという時に出動すると

いう類のストレージ容量が、どの程度、何処に存

在できるかが大きなカギとなっていくのではな

いだろうか。NHK アーカイブスの支援をした際に

は、放送品質で送出された完パケの映像プログ

ラムデータ、制作に使われた素材を含む映像＆

メタデータ、さらには、DAT による膨大なラジオ

音声データ等、大半は非アクティブで、そのデジ

タル処理後の保管は LTO（テープメディア）とな

っていた。デジタル庁がうまく機能し、裁判証憑

も含めてデジタル化が進むとすると、税務書類

等、紙でしか残されていない過去の情報の映像

系データ形式への転換と蓄積が行われると予測

されるが、これらの蓄積管理方法もどうなって

いくのか興味深い。 

15 世紀の活版印刷発明以降の情報は非デジタ

ル状態、つまり、コンピューターが判読し難い状

態で、着実に劣化しつつ世界中に賦存している。 

これに加えて、Web 会議をベースとして、遠隔

医療・介護や教育などの地域活動が、映像を含む

膨大なデジタルデータとして産み出され続ける

が、その蓄積管理・活用をどうしていくかが、デ

ータセンターの構成や運用を決めていく。 

 

2.1.11｜ 
超低消費電⼒化技術と DC 
 

15 年程前に、IT 機器の消費電力の急増が問題

となり、超低消費電力化技術への取り組みが

CREST のテーマとして実施された。2005 年には、

全国の総消費電力量のうち IT 機器の占める割合

は 3.3%で、全体の 1/30 であったが、低消費電力

化を進めなければ 2010 年に 6.4％、2015 年に

11.8％まで伸び、2020 年には 21.1％、全体の 1/5

を超えるという推計を行った。IT 機器が今後の

消費電力にどれだけ影響を与えるか、ひいては

地球温暖化にどれだけ影響を与えることになる

かが如実に出る結果となった。しかし、実際には、

2019 年に JST が試算したデータによると、2016

年時点で 6.0%という状況のようである。省電力

技術が効果をあげていると言えるが、10 年で倍

増しているという評価もできる。 

この先 10 年後、20 年後はどうなるだろうか。 

実際に、日本の総電力使用量＊1 は 2007 年の

1,077TWh から、2019 年の 918Twh まで少しずつ

減少してきてはいるものの、2011 年の 3.11 東日

本大震災以降、本来であれば、もっと顕著な省電

力化が進んでもおかしくないはずだが、実際に

は遅々としている。この傾向の中で、IT 機器の

消費電力量が上がって行けば、影響は依然とし

て大きいと予測せざるを得ず、省電力化技術の

進展と再生エネルギー活用等の対策は、避けて

は通れない。 

* 1 国内の電力消費量（各国分） 

https://yearbook.enerdata.jp/electricity/electricity-domestic-consumption-data.html 

引⽤・参考⽂献等 
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 今や、すべての都市や街の社会・経済は、インターネットの存在を前提とし、さまざまな

活動がデジタルネットワークを利用することで成り立っている。このため、都市には高性能

で高機能のインターネット基盤が必要となり、それらはグローバルなネットワークに接続さ

れ、信頼できるデジタルデータの自由な流通が実現されなければならない。 

本稿では、インターネットの構造や特徴を如何にして都市の中に落とし込み、活用するこ

とで都市の発展につなげていくか、その方策について考察する。
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2.2.1｜ 
インターネット遺伝⼦の新しい覚醒 
 

インターネットアーキテクチャという遺伝子

(＝プログラム)が、生存機械としてスイッチ、ル

ータ、コンピューターを選択し、The Internet が

形成された。The Internet というインターネッ

トアーキテクチャ遺伝子が形成した生存機械の

中には、光ファイバーやデータセンターあるい

は電力システムなど、スイッチ・ルータ・コンピ

ューターを接続・収容し、稼働させるための物理

インフラも必要となり、適切な生存機械である

物理インスタンスが選択された。もちろん、生存

機械に関する選択肢は、オープン性を持ってい

るモノほど、その時の状況・環境に適したものに

変更する障壁が小さい。インターネットアーキ

テクチャ遺伝子は、生存機械がオープン性をも

つことを推奨(Encourage)し、さらに、オープン

性を持つことがその生存機械自身の繁栄と The 

Internet の繁栄に寄与する前提であり、必要条

件(Premise)であることを啓示・提示し続けてき

た。 

The Internet は、すべてのコンピューターが

持つデジタル情報をグローバルに通信・共有・加

工可能なインフラである。コンピューターは、す

べての物理インスタンスを抽象化(=デジタル

化)し、その管理制御をデジタルのプログラムで

実現可能にしつつある。すなわち、サイバー空間

と 物 理 空 間 の 融 合 (CPS; Cyber Physical 

System)である＊1。それ以前の社会インフラは「物

理ファースト(Physical First)」で、コンピュー

ターは物理空間の作業の効率化を実現していた

に過ぎない。しかし、近年では、CPS の状況は急

激に「サイバーファースト(Cyber First)」に進

化しつつある。旧来の The Internet は、ほぼ、

サイバー空間に閉じていた。つまり、いわゆる汎

用のコンピューターの間でのみ、デジタルデー

タが流通していた。これが汎用のコンピュータ

ー以外に拡大する過程で、サイバー空間に物理

空間の複製(Digital-Twin)が可能になりつつあ

ると認識されようになった。  

しかし、実際には、さまざまな物理製品の設計

において、サイバーファーストの状況・環境が構

築されてきていた。コンピューター上に、物理製

品とその製品が存在する物理空間の物理法則も

定義・模擬(＝デジタル試作)することで、その製

品 の 挙 動 や 特 性 を シ ミ ュ レ ー シ ョ ン

(simulation)することが可能になってきた。す

なわち、物理実体を用いた“実験”を行うことな

く、デジタル空間に構築された模擬空間でのシ

ミュレーションによる“模擬実験”を行うことで、

高精度の評価が可能となった。さまざまなコン

ピューター上での“模擬実験”で候補となったモ

ノを実空間に展開(＝物理的試作)し、物理実体

を用いた実験評価を行うという製品の研究開発

が一般化してきた。旧来は、たくさんの物理的試

作と実験から共通の法則や経験知を見出す手法

が一般的であった。すなわち、「物理ファースト」

である。 

コンピューター、すなわちサイバー空間・デジ

タル空間の能力が不足している時代には、簡略

化された物理インスタンスの挙動をコンピュー

ター上で模擬化(Emulation)し、シミュレーショ

ン(Simulation)を行っていたが、実際の物理空

間の正確な模擬化は実現できていなかった。し

かし、サイバー空間・デジタル空間の能力の劇的

な向上によって、ほぼ、正確な物理空間に存在す

るインスタンスの模擬化が可能となり、その結

果、サイバー空間・デジタル空間での評価が物理

空間での評価よりも先に行われるようになって

きたのである。これが、「物理ファースト」の「デ

ジタル・ツイン」を経由し、「サイバーファース

ト(あるいはデジタルファースト)」に向かう急

激な進化のプロセスである。 
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このようなサイバーファースト(あるいはデ

ジタルファースト)への進化には、サイバー空間

で定義されるインスタンスと物理空間に存在す

るインスタンスとの間でのアンバンドル化が行

われる必要がある。これは、物理インスタンスの

サイバー空間に対する汎用化・共通化である。サ

イバー空間を上位層、物理空間を下位層として

捉えると、上位層と下位層との間でのインター

フェースの共通化・標準化・汎用化である。この

進化においては、生存機械である物理空間のイ

ンスタンスは、汎用技術を用いたインスタンス

への進化を遂げることになる＊2。この現象(＝進

化)は、汎用のコンピューターだけではなく、組

み込み機器を含む IoT デバイスに対しても急速

に進展している。IoT デバイスにおける 機能

(Function)と物理デバイス(Thing)のアンバン

ドル化である。機能がサイバー空間に、物理デバ

イスが物理空間に対応する。物理デバイス

(Things)が汎用化することで、機能(Function)

は自由に物理デバイス(Things)を選択可能にな

るとともに、機能(Function)が自由に物理デバ

イス上を移動することが可能になる。さらに、機

能(Function) は、物理デバイス(Things)の制約

なしに相互接続が自由に行えるようになる。こ

れによって、水平方向、すなわち、機能

(Function)間での自由な結合・連携が可能とな

る。 

最後に、物理デバイス間での相互接続性が実

現されれば、コンピューター間での論理的な相

互接続と物理的な相互接続の両方で実現されて

いる The Internet をコンピューター以外の物

理インスタンスに拡張することが可能となる。

この実例として、物流システムやエネルギーシ

ステムが挙げられる。物流システムは、コンテナ

とパレットの導入によって、それまで融合・連携

することができなかった排他的な物流システム

が統合されることになった。コンテナとパレッ

トの導入によって、運ばれる荷物と荷物を運ぶ

輸送媒体(車＋道路、列車＋線路、船＋海、飛行

機＋空＊3)の両方に非依存の、共通の基盤(プラッ

トフォーム)が形成された。シェアリングエコノ

ミー型のインフラである。 

エネルギーシステムも、エネルギーの変換技

術により、エネルギーを蓄積する媒体の間での

エネルギーの移動が可能になり、エネルギーの

シェアリングエコノミー型のプラットフォーム

へと向かっている。エネルギーシステムにおい

ては、石炭、石油、蒸気、熱、化学物質などをエ

ネルギーの蓄積・輸送媒体と捉えることができ

る。 

 

2.2.2｜ 
インターネット遺伝⼦に基づいた都市づ
くり・街づくり 
 

このように、サイバーファーストの社会にお

いては、サイバー空間での物理空間と物理空間

に存在する物理インスタンスの選択と配置、物

理インスタンスの結合技術とトポロジーの設計

図の創成力が、生存機械である都市・街の価値と

繁栄力を決定することになる。また、物理インス

タンスの共通化・標準化・汎用化の進展にともな

い、以下の 2つが都市・街の繁栄力にとって重要

な要素となる。 

 

 

（１）物理空間； 
競争力ある生存機械 

（２）サイバー空間： 
競争力あるプログラム 

 

 

すなわち、スイッチ・ルータ・コンピューター

で構成されるデジタル情報の送受信・共有・加工
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を実現するインターネットの存在と利用を自明

の前提条件とし、さらに、これまでサイロ化して

いた様々な物理インスタンス(および複数の物

理インスタンスで構成構築されるシステム)が、

「インターネット遺伝子」に基づいて、共通化・

標準化・汎用化され、相互接続可能なシェアリン

グエコノミー型の社会インフラが形成されなけ

ればならない。この社会インフラは、プロフラマ

ブル、すなわち、Software Defined であり、状

況・環境の変化に柔軟かつ迅速に対応・変容可能

であり、さらに、プログラムによって、その特長

と競争力を醸成することが可能となる。 

我々は、「ポストコロナ社会に資する社会イン

フラ」として、このような Software Defined な

社会インフラを創成して行かなければならない。

このような各都市・街 固有の特長・特性を持っ

たユニークでグローバルに接続され、かつ、グロ

ーバルな競争力を持った街づくり(プログラミ

ング⇒評価⇒実装)を実現しなければならない。  

 

21 世紀型の都市・街のグランドプランとして、

国土交通省は「コンパクト＆ネットワーク」を、

環境省は「地域循環共生圏」を提唱している。こ

れらは、各地域にコンパクトで SDGs＊4 を実現す

る都市・街を創り、それらをネットワーク化する

という、自律分散型ネットワークの創成であり、

自然災害などによる非常事態への対応能力とリ

スク管理能力を持ちつつ、グローバルなネット

ワーキングが可能な都市づくり・街づくりを提

唱している。リスク管理能力の観点から自給自

足能力が必要になるが、各都市・街が「Me First」

になり、排他的あるいは非対称な関係をその他

の都市・街に形成するという考え方ではない。ボ

トムラインとしての適切な期間での自給自足能

力を確保しつつ、その上で、グローバルなシェア

リングエコノミー型のネットワークを形成しよ

うという方向性である。以下、このような、特性・

特長を持った都市・街を「スマートシティ」と呼

ぶ。 

このような観点に立脚して、データセンター

の貢献とデータセンターに関係する物理インス

タンスとのエコシステムの創成に関して、以下

の 3 つのポイントに関する議論を行いたい。 

 

 

（１）⾼性能・⾼機能のインターネットの
存在が前提 

（２）戦略的データセンターネットワーク
の必要性 

（３）エネルギーシステムにおける戦略性 
 

 

 

2.2.3｜ 
⾼性能・⾼機能のインターネットの存在が
前提 
 

すべての都市・街における社会・産業活動は、

インターネットの存在を前提とすることとなり、

さらに、さまざまな活動がデジタルネットワー

クを利用して実現されることになる。活動の多

様性が広がることは自明であり、全ての都市・街

の、全てのサイバーインスタンスと物理インス

タンスを相互接続するインターネットの存在が

前提となるとともに、高性能で高機能のインタ

ーネット基盤をすべての都市・街に整備しなけ

ればならない。さらにこれは、グローバルな The 

Internet に接続され、自由で信頼可能なデジタ

ルデータの自由な流通＊5 が実現されなければな

らない。 

インターネットは、有線ケーブルと無線の両

方を組み合わせてコンピューターを相互接続す

る。したがって、有線ケーブルの敷設や必要な周

波数の無線利用が公平・公正に、かつ、効率的に
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行うことができるようなルールの整備が、企業

間のみならず行政においても行われなければな

らない。2000 年頃に実施されたブロードバンド

インターネット環境の整備を進める施策である

e-Japan 構想においては、NTT の施設・設備の他

事業者による利用の公平性・公正性の確認と徹

底がその成功の大きなポイントとなった。この

ような観点から、昨年決定された ローカル 5G 

に対する 4 つのメジャー携帯網キャリア以外の

事業者に対する周波数資源の解放は、無線によ

るブロードバンドインターネット環境の整備に

貢献する可能性を持った施策の一つであると捉

えることができよう。 

しかし、依然として、有線ケーブルの敷設や必

要な周波数の無線利用に関しては、道路や線路

あるいは電力線に関して、さまざまな商慣習上

の制約などが少なからず存在している。それは、

企業だけではなく、自治体や省庁における許認

可を含んでいるのが実状である。 

 

2.2.4｜ 
戦略的データセンターネットワークの必
要性 
 

グローバルなインターネット上には、地球上

のすべての都市・街で稼働するサービスを稼働

させるグローバルなデータセンターネットワー

クが形成されることになる。このデータセンタ

ーネットワークは、多様なサービスの要求を満

足させる必要があり、地球上に 1 つあるいは少

数のデータセンターがあれば実現可能というわ

けではない。特に、以下の要求を満足するような

データセンターネットワークが構築されなけれ

ばならない。 

 

１）遅延特性 
データは光速以上の速度では転送することが

できない。日本国内では数十ミリ秒程度の遅延

となる。しかし、米国や欧州などとの通信では、

100 ミリ秒から数百ミリ秒程度の遅延となって

しまう。リアルタイム性(数十ミリ秒以下)を要

求するサービスでは、国内のデータセンターに

サーバを設置する必要が発生する。海外との通

信においても、より小さな遅延を要求するサー

ビス(特に 金融証券関係の業界やゲーム業界)

は、より遅延の小さなケーブル経路で接続され

たデータセンターを選択するのが一般的である。 

さらに小さな、ミリ秒以下の遅延が要求され

るアプリケーションに対しては、オンサイト(＝

On-the-Premise)に設置されたサーバあるいは

都市・街内に存在するデータセンターの利用が

必須となる。 

すなわち、おおまかに、3 階層のデータセンタ

ーネットワークが形成されることになる。

Global-Scale、State-Scale＊6、そして Local-

Scale の 3 階層である。 

 

２）建設・運⽤コスト 
データセンターの建設と運用に必要な費用は

小さくなく、長期視点に立ったコスト比較がそ

の設置場所の選定において重要な要素の一つと

なる。建屋(躯体)工事、通信ケーブル、電力ケー

ブルに関する初期費用と長期の固定費、さらに、

人件費やデータセンター利用者の移動費等が挙

げられる。十分な電力が利用可能であっても、十

分な容量の通信ケーブルがなければデータセン

ターの候補地としては不適切となってしまう。

あるいは、利用者の多い首都圏や大阪からの移

動時間とコストが大きすぎるのはマイナスの要

因となってしまう。このような観点から、建屋の

建築コストや維持コストが大きくても、これま

で我が国おいては首都圏、特に東京都付近にデ

ータセンターが集中していた。しかし、首都圏直

下型地震への懸念や、土地と電力資源の問題か
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ら、関西地区でのデータセンター構築が進めら

れてきていた。 

 

３）災害対応性 
災害の発生への対応のために、複数のデータ

センターを地理的に分散させる必要がある。特

に、地震や水害などの自然災害、電力システム及

び通信システムの障害への対応のために、物理

的かつ論理的に、複数のデータセンターが地理

的に分散されなければならない。 

 

４）プライバシー 
データセンターには企業や個人のデータが保

存される。すなわち、個人情報が保存されること

になる。個人情報が不適切にアクセス・利用され

ることがないよう、各国において、プライバシー

の保護、個人情報の保護に関する法律やルール

が作られている＊7。日本は、第 2 次世界大戦以前

の国家権力による検閲の反省からも、通信の秘

匿性の堅持が維持されている世界でも稀有な国

となってきた。海外諸国においては「テロ対策」

を名目にして、国家による強制的なデータの閲

覧・検閲、さらに フィルタリングなどが可能と

なってきている＊8。グローバルな視点から、日本

国内のデータセンターは、プライバシーデータ

などの重要情報保護という観点において競争力

を持っていると捉えることができよう。 

 

クラウド化とエッジ・コンピューティングの融
合 
2016 年くらいから政府および内閣府で議論さ

れてきた Society5.0 では、インターネット及び

クラウドシステムの存在と積極的な利用を前提

とした CPS システムの検討と議論が行われてき

た。さらに、最初からエッジ・コンピューティン

グの重要性が意識され、明記されていた。特に、

リアルタイム性と堅牢な稼働が要求される、工

場をはじめとする多くの設備では，遠隔地のデ

ータセンターで動作するクラウドでは、リスク

管理とリアルタイム性の観点から不十分との認

識が理由であった。すなわち、オンプレミスのシ

ステムとオフプレミスのクラウドシステムのハ

イブリッド型のシステムである。当然ながら、オ

ンプレミスのシステムでも、IoF を含む仮想マシ

ンを用いたクラウドシステムの導入が推進され

ることになる。このようなシステムでは、汎用の

データベースを用いたクラウドシステムではな

く、導入されるビジネスドメインに適した高速・

低遅延動作を実現するデータベースシステムが

導入されることになる。さらに、オンプレミスの

システムにおいても、データベースを介したシ

ステムでは、同様に遅延の問題とデータベース

がシステム停止の原因になってしまう場合もあ

り、昔のキーワードで言えば M2M（Machine-to-

Machine）あるいは P2P（Peer-to-Peer）での通

信を用いたシステムの必要性が認識されつつあ

る＊9。Cisco 社が提案していたフォグ・コンピュ

ーティングや MQTT（Message Queuing Telemetry 

Transport）に代表されるような Publisher-

Subscription システムと捉えることができる。 

インターネットおよび IT 産業は、これまで何

度も「集中」と「分散」の振子を動かしてきた。

完全な分散システムとして登場した World Wide 

Web システムは、商用サービスの登場によって集

中へと進化した。ファイル共有・配信サービスも、

P2P システムに代表される分散型システムがデ

ータセンターに設置された大規模サービスサイ

トによる集中型システムへと進化し、その後、

CDN(Contents Delivery Network)による分散シ

ステム化へと進化した。その後、すべてのサービ

スが GAFA+M と BAT が運用するグローバルなクラ

ウドシステム基盤へと集約・集中されてきた。 

そして、今回、リアルタイム性と堅牢性を要求す

る IoT システム(さらに IoF への進化が進展し



2 
……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

2040 のインターネット 

 

 

 
72 

 

ている)のインターネットへの接続によって、グ

ローバル規模での分散化へのうねりが発生して

きているのではないだろうか。 

 

2.2.5｜ 
エネルギーシステムにおける戦略性  
 

データセンターは、莫大な電力を継続的に利

用する事業所であり、電力会社にとって重要需

要家/重要顧客という位置づけになる。また、デ

ータセンターの運用費(固定費)に占める電力調

達コストは非常に大きく、安価な調達が、その設

置場所の選定にとって大きな要素の一つとなる。

当然、継続的な安定運用は最重要課題の一つで

あり、複数系統の電力確保も設定場所の選定に

とって重要な要素となる。 

以下の 2 つが、データセンターが必要とする

エネルギーの出し入れである。端的に言えば、電

力エネルギーを入力し、演算実施にともなう熱

の除去(＝熱を建屋外に移動)を行っているので

ある。 

 

 

（１）サーバ設備への電⼒供給 
（２）サーバ設備が発⽣する熱の除去 

 

 

このようなエネルギーフローをどうやって低

コストに実現するかが、データセンターの運用

にとって重要なポイントとなる。 

 

データセンターの設置場所の選定にあたり、

データセンターへの電力提供コストだけで考え

るのではなく、発電システムと熱の移動システ

ムを含むマルチステークホルダ型のエコシステ

ムを構築することが挑戦・実現されつつある。大

きく捉えれば、データセンター単独で捉えるの

ではなく、SDGs を念頭においた都市・街づくり

の中にデータセンターをはめ込む取り組みであ

る。より具体的には、エネルギーと熱に関するネ

ットワーク＊10 にデータセンターを戦略的に組み

込む取り組みである。 

 

超大規模のデータセンターを必要とするハイ

パージャイアント(GAFA+M, BAT)は、都市部への

データセンターの設置が困難になってきたこと

もあって、郊外への設置を行うことになった。郊

外への設置にあたり、安価な安定電源が確保可

能な場所にデータセンターを設置することが重

要な要素となる。SDGs に関する社会的な観点か

らは、大量の電力を消費し、さらに大量の熱を放

出するデータセンターは、地球温暖化防止にと

っては「ダークサイド」の事業者となってしまう。

このような 2 つの観点から、ハイパージャイア

ントは再生可能エネルギーの利用を推進してい

る。具体的には、水力発電、風力発電、さらに太

陽光/熱発電である。特に、安定的に低コストの

電力供給が可能な風力発電と水力発電の積極利

用が進められている。また、アップルとアマゾン

は、リチウムイオン蓄電池や水素燃料電池を積

極的に利用した太陽光/熱発電を積極的に利用

している。 

日本においては、今後、主に日本海沿岸に戦略

的な洋上風力発電設備が整備される計画であり、

多くの大規模太陽光発電プラントが存在してい

るとともに、水力発電所も多数存在している。さ

らに、重化学工業等のプラントにおいては、多く

の自家発電設備が存在している。このような発

電設備の近くにデータセンターを設置する選択

肢は、上述したように米国のハイパージャイア

ント(GAFA+M)では採用されており、中国におい

ては国家電網(全国の送配電網を所有運用して

る企業)とデータセンターが連携し、超高圧送電

系統と大規模発電所と連携したデータセンター
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の設置が推進されている。需要と供給とのマッ

チングである。 

 

次に、熱の除去に関しては、効率的なヒートシ

ンクが存在すれば、熱の除去(移動)効率は向上

することになる。寒冷な空気の利用(北海道石狩

市のさくらインターネット)、あるいは積雪の利

用(北海道美唄町)など、寒冷地にデータセンタ

ーを設置することで熱の除去(移動)効率の向上

によるコスト削減を実現するのも一般的な方法

である。これが Go North の方向性である。デー

タセンター内のサーバが生成した熱は、低温の

熱という制限条件の下での熱利用のサイクルが

考えられなければならない。 

 

以下に、データセンターを含む「エコシステム」

の事例をあげる。 

 

１）データセンターを核としたエネルギーエコ
キャンパス 
データセンターは電力を消費するとともに、

電力と熱の発生源でもある。いつも排熱が生じ

るので、その熱をエネルギーとして利用するこ

とも考えられよう。さらに蓄電能力や自家発電

能力を持っているので、地震などの災害時でも

サービスを継続するために十分な対策が取られ

ている。このような機能を備えた施設は、いざと

なれば避難所としての条件を満たすと言えるで

あろう。 

 

データセンターと同じように、電力を消費し

ながら電力と熱を生成する設備としては、ゴミ

焼却設備が挙げられる。よく見られるように、そ

こではゴミの焼却に際して電力の発電を行うと

同時に、排熱を用いて温水プールなどを運営し

ている。さらに、ゴミ処理場は住民数に応じて地

理的に分散しており、また、ゴミ収集の効率化の

観点から、交通の便がよい場所に設置されてい

る。また、電力を消費してエネルギーを生み出す

という点では、上下水道処理設備がある。そこで

は大量の電力を消費して水の処理が行われてい

る。ただし、水を処理する過程で大量の水素（あ

るいはメタン）が発生するため、この次世代エネ

ルギーの有力候補を比較的容易に生成できる。 

これらの施設を上手くつなげて設置（コロケ

ーション）できないのだろうか（図 2.2.1）。そ

うすれば、電力（または水素）と熱のエコシステ

ムを作ることができるはずである。しかも、これ

らは適当に分散していて、交通の便のよい場所

にあり、災害時にも継続運転できるエネルギー

が確保されていることが多くなっている。エネ

ルギーの生成の際に発生した電力と熱は、さま

ざまな用途の施設にも供給可能である。たとえ

ば、災害時の避難所、その他にも植物工場、ある

いは熱を大量に消費する施設である病院や介護

施設などが挙げられる。 

 

このように、エネルギーセキュリティ機能を

持った施設が災害に対応する戦略的拠点となれ

ば、地域におけるエコシステムの機能も一層高

まるのではないだろうか。このエコシステムで

は、電力、熱、ガス、水素など、形態の異なるエ

ネルギーが存在するので、これらを相互に転換

する装置が備われば、非常に柔軟なエネルギー

流通を実現できるはずである。図 2.2.1 に示し

たデータセンターやゴミ処理場、上下水道処理

施設に加え、ショッピングモールと病院・高齢者

施設が集まるのも魅力的かもしれない。若いフ

ァミリーは車でショッピングモールを訪れ、高

齢者施設（あるいは病院）に入居している祖父母

を訪問したあとに、ショッピングモールで買い

物などを楽しむことができる。車は、駐車場で電

力あるいは水素の充填を行うことができる(さ

らに後述するように、災害時には、逆に電力の供 
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給源となる)。また、ショッピングモールは災害

時に食料品と衣料品と駐車場を提供可能であり、

2011 年 3 月に発生した東日本大震災の時には避

難所として機能したところも少なくない。加え

て、災害時に避難することが容易ではない病人

や高齢者の方々がすでにここに集合しているこ

とも、災害時の対応としては非常に好都合では

ないだろうか。平常時のエコシステムが非常時

にも機能するモデルである。さらに、次世代のク

リーンエネルギーを利用した電気自動車・燃料

電池自動車および多数の自動車が集結するショ

ッピングモールの駐車場は、移動可能な大容量

の動的な蓄電池としての利用可能性が考えられ、

昼間のデマンド・レスポンス(DR; Demand 

Response)あるいは余剰エネルギーの蓄積場所、

さらに、電力会社の送電線以外でのエネルギー

の新しい移動手段として、エネルギーの利用・管

理・制御に利用することも可能であると考えら

れる。 

 

これに近い実装としては、オランダ・アムステ

ルダム市の Amsterdam Arena の事例が挙げられ

る＊11。大型のスポーツ競技場が交流高圧電力の

一発受電設備となり、電気自動車の中古蓄電池

パックを蓄電用設備として利用し、近隣への直

流配電を行う運用形態である。競技場は非常時

には避難所となり、蓄電池から電力の共有が可

能である。一方、平常時は、系統電力システムの

皴取り動作を上げ DR 動作で実現可能となるとも

に、電力消費のピークシフトも可能となる。昼間 

ゼロエミッション・エネルギー⾃⽴型コンパクトシティ 図 2.2.1 
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は太陽光発電による余剰電力を蓄電池に蓄積し、

夕方から夜に蓄電池の電力を近隣に配電するこ

とが可能となる。このような機能はデータセン

ターでも実現可能であり、データセンターの蓄

電池容量の余裕あるいは増強によって、この機

能をデータセンターの施設で実現することは理

論上、不可能ではない。 

 
２）データセンターによる省エネの実現 
オフィスのコンピューターを物理的に、ある

いはクラウド技術を使ってデータセンターに移

設し、コロケーションすることで、多数のコンピ

ューターを集約した運用を行い、大きな節電効

果を実現することが可能である。仮に、オフィス

のコンピューターをそのままデータセンターに

移設するだけでも 10～20％程度の節電が可能と

なるが、さらにクラウドコンピューティング技

術を用いてサーバやデスクトップコンピュータ

ーを仮想化して移設すると、60～70％、場合によ

っては 80％以上の節電が実現可能である。 

この推計は東京都にも認められ、2017 年現在、

東京都環境局がデータセンター・クラウド技術

の利用を推奨するとともに、環境条例をデータ

センターに適用する際に一定の配慮を行うこと

になった。このデータセンター＋クラウドの利

用は、節電・省エネの効果だけではなく、企業シ

ステムの危機管理の向上にも寄与する。データ

センターは停電や地震が発生したときの対策を

しっかりと行っており、企業のオフィスビルに

コンピューターを置いて運用するよりも十分な

備えを実現しているからである。 

2011 年に品川に移転した日本マイクロソフト

の本社ビルは、節電だけではなく BCP や財務効

果の向上も同時に得られることを証明した成功

事例である。そこではインターネット技術を用

いたオープンな施設の管理制御が導入され、そ

れまで個別に稼働していたビル内の空調や照明

などのサブシステムをサイバー空間で相互接続

し、統合化したが、同時に、オフィス内にサーバ

コンピューター室を持たず、データセンターに

おけるクラウド技術を用いた IT 環境を実現した。

これによって、節電・省エネが一気に進むととも

に、IT システムの事業継続計画（BCP）が向上し

た。さらに遠隔業務の環境が整ったことで、これ

までになかった次のような事業活動が可能とな

った。 

 

 
a) 災害時の事業継続 

：東⽇本⼤震災の際には約 85％の社員
が在宅勤務を⾏った実績を持つ 

 
b) 在宅勤務環境によって⼥性社員や⾝

体に障害を持った社員の活動を⽀援 
 

 

さらに、データセンター＋クラウドの利用に

より、オフィスの運用に関するライフタイムコ

ストの観点から財務面の改善も図られた。テナ

ントビルを利用する会社にとって、入居時・入居

中・移転時という各段階で次のようなメリット

があることが明らかになったのである。 

 

 
a) ⼊居時： 電⼒⼯事、床荷重対策、空調

⼯事などを必要とするサーバ室を設
置する必要がなくなり、⼯事費の負担
が⼩さくなると同時に⼊居までの期
間を短縮できる。 

 
b) ⼊居中： ⼤きな熱源であるサーバ室

を設置する必要がなく、電⼒負荷およ
び光熱費負担が⼩さくなる。 
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c) 移転時：サーバ室は原状復帰のコスト
が⾮常に⼤きいが、その必要がなく、
転居時の⼯事費の負担が⼩さくなり、
結果的に、より良い条件のビルに移転
するための財務⾯での障壁が低くな
る。 

 
 

３）ドイツの⾃動⾞会社によるアイスランドの
データセンター利⽤ 
アイスランドは、人口が約 35 万人(新宿区と

同じくらい)、GDP は 2 兆円(鳥取県と同じくら

い)で、ほぼ 100％再生可能エネルギーによる電

力供給が行われている。気候は極寒ではなく、一

年を通して“クール”な環境で、冬季は北海道よ

りも暖く(＝寒くない)、ほぼ冷房が必要ない状

況で、外気空調(直接と間接の両方)のみでデー

タセンターを運用することができる。欧州本土

からアイスランドへの通信遅延が 30msec 程度で

あることから、リアルタイム性が要求されず計

算量や記憶量が要求される人工知能やビッグデ

ータ処理などに注力することで、アイスランド

の利点である長期に安定な低電力価格と安価な

地価、税制優遇を活用し、有利に事業を展開する

ことが可能である。 

近年の高密度で多量の電力を必要とする新し

いアプリケーション開発事業にとって、こうし

た環境は魅力的である。 

 

ドイツの自動車メーカーである BMW 社では、

CAD/CAM を用いた自動車の設計・評価の際、リア

ルタイム性と従来のデータセンターの High 

Availability は要求されない。さらに、自動車

は地球温暖化ガスの主要な発生源であるため、

地球温暖化ガス削減に向けて大きな電気エネル

ギーを必要とする自動車の設計・評価をすべて

再生可能エネルギーで賄うことで、企業イメー

ジ向上につなげ、Multiple-Payoff（三方良し）

を実現させている。 

アイスランドのもう一つの強みは、電力価格

が長期間(10年や15年)変化しないという条件を

提供可能な点である。ほとんどの国では、再生可

能エネルギーの導入のために電力価格は非常に

不安定にならざるを得ないが、これは企業経営

における財務的観点からはリスク要素となる。

長期間、安定して低価格で電力を利用できるこ

とは、財務的にも歓迎される要素になる。 

 

４）デマンド調整⼒としてのデータセンター 
データセンターで稼働する計算プロセスは、

マイクロサービス化の高性能化にともない、高

速(＝低遅延)での起動・停止・移動が可能となっ

た。これは、数ミリ秒の単位で、データセンター

で消費される電力量を制御可能となってきてい

ることを意味する。非リアルタイム系の計算プ

ロセスは、供給側の余剰量が小さくなった際に、

供給側と連携した DR(Demand Response)機能の

提供が技術的かつシステム的に可能になりつつ

あると考えることができる。しかも、この制御可

能な電力総量が大きく、さらに、広域での連携も

可能になりつつあると捉えることができる。す

なわち、大きな電力容量(ピーク電力 KW と 電力

総量 KWH の両面)の調整力設備と捉えることが可

能となりつつある。 

仮想マシン(VM)を基本基盤にした最新のクラ

ウドベースデータセンター施設を電力の送配電

システムとして見ると、それは、消費の増減機能

を持つ大規模蓄電池施設と同等な施設であると

捉えることができる。すなわち、データセンター

による大規模な電力調整力の実現である。 

グローバル展開したデータセンター群は、地

域の電力調整力だけではなく、広域での電力調

整力も持った大規模電力調整力設備として、電

力システムに統合の可能性を持ちつつあると考 
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えることができよう。 
 
まとめ 
 

Society5.0 が目指す、すべての産業・システ

ムのデジタル化とネットワーク化によるスマー

トシティの実現は、これまで基本的には個別に

独立して運用されてきた施設・システムの相互

接続と連携・協働運用が前提となる。すなわち、

既存の垂直統合型のビジネス構造の創造的破壊

であるビル・キャパスに閉じたシステムで解法

を見出さなければならないといった制約は、シ

ステムのデジタル化とネットワーク化によって

払拭されることになる。さらに、物理空間に展開

(＝Printed-out)されるモノ(things)は、グロー

バルなサイバー空間と接続され、必要な機能の

アップデートが可能となることを前提に、シス

テムの設計と構築・運用が可能となる。これがサ

イバーファーストの世界であり、今後のスマー

トビル・キャンパス、さらにスマートシティの姿

となるであろう。 

その中で、戦略的なデータセンターの利用と

グローバルに展開するデータセンターネットワ

ークの戦略的な構築を、グローバルとローカル

の両視点から推進しなければならない。

注 
 

*1 これを、我が国では、Society 5.0 と呼んでいる。 

*2 この現象は、The Internet システムにおいて進展しているサーバ、スイッチ、ルータ、ユーザ端末におけるホワ

イト・ボックス(White-Box)化に対応する。 

*3 道路、線路、海、空は、すべて、輸送媒体の移動を実現する「航路」であり、「航路」は TCP/IP における物理レ

イヤ、「輸送媒体」はリンクレイヤに対応する。「荷物」は IP レイヤ(IP パケットがそのインスタンス)に対応す

ることになる。 

*4 Sustainable Development Goals(持続可能な開発目標)の略称で、以下の１7項目とこれらを実現するための 169

の目標が提示されている。「収益と社会貢献・社会課題の解決は対立するものではなく、両立されるべきもの」と

の考え方である。(1)貧困をなくそう、(2)飢餓をゼロに、(3)すべての人に健康と福祉を、(4)質の高い教育をみ

んなに、(5)ジェンダー平等を実現しよう、(6)安全な水とトイレを世界中に、(7)エネルギーをみんなに そして

クリーンに、(8)働きがいも経済成長も、(9)産業と技術革新の基盤をつくろう、(10)人や国の不平等をなくす、

(11)住み続けられる街つくりを、(12)つくる責任とつかう責任。 

*5 これを、DFFT(Data Free Flow with Trust)と呼んでいる。 

*6 米国における州(state)、日本における道州(region)、あるいは日欧における国(national)の規模。 

*7 「整備されている」とは敢えて書かなかった。法律やルールの整備の目的が大きな問題であるからである。 

*8 ある日本のクラウドサービス企業では、海外のユーザが、日本国内のデータセンターを利用したいとの依頼が少

なからず存在していると聞いている。 

*9 最近では、イベント・ドリブン・アーキテクチャ（EDA: Event Driven Architecture）などが提唱されている。 

*10 一次元のサプライチェーン、デマンチェーンを超えた、2 次元のネットワークを構成する。例えば、データセン

ターは、電力を消費するだけではなく蓄積した電力エネルギーを緊急時には外部に提供することも不可能ではな

い。 

*11 https://www3.nissan.co.jp/brand/experience-nissan/amsterdam-arena.html 
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北極海光海底ケーブルにより、欧州と日本を接続する Global な低遅延ネットワークの誕

生と、その GATEWAY となる北海道データセンターのニュートピア化（第 3 章に詳述）にあた

り、本節では、データセンターエリア発展のための新しいネットワーク構築の必要性につい

て、ネットワークの中でも特に光ファイバーネットワークに焦点を当て、2040 年など長期

的な目線で述べる。
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2.3.1｜ 
新たな光ファイバーネットワーク構築の
重要性 
 

 光ファイバーネットワークは、拠点と拠点を

Point to Point で接続する通信インフラの重要

な要素であり、近年の旺盛なデータ通信需要に

応えるインフラの基礎になっている。 

 光ファイバーを使った通信は、異なる波長の

光を多数用いて光チャネル数を増大させる波長

分 割 多 重 技 術 （ WDM ： Wavelength-Domain-

Multiplexing）により、同じ光ファイバー芯を使

って伝送可能な容量帯域を拡大することができ

る。例えば、2010 年のある陸上系伝送システム

は、1 システムで 40 波長、最大 10GB/波長で約

400GB であったが、最近の陸上系伝送システムで

は 96 波長、伝送距離にもよるが、最大 400G/波

長で約 40TB まで拡大している。400G/波長につい

ても、NTT コミュニケーションズ＊1 やアルテリ

ア・ネットワークス＊2 による実運用の取組実績

がある。 

 主要なクラウドサービスプロバイダー（CSP）

及び様々なネットワーク予測レポート、例えば

IDC（International Data Corporation）と Cigna 

Ai＊3によると、400G イーサネットは 2020 年以降

に主要なテクノロジーになると言及されており、

100G 及び 200G が普及した速度以上に急速に

400G へと置き換わるものと予測されている。光

ファイバーを使った通信は今後も技術革新が進

む。 

 

 他方で、光ファイバーが Point to Point で接

続される性格上、新たなデータセンター集積地

などの需要地が展開されるにあたっては、今は

存在しない光ファイバーを整備することが求め

られてくる。これに関しては第 5 世代移動通信

システム（5G）においても、次世代の無線環境を

導入する前提として光ファイバーネットワーク

が位置付けられており、Society5.0 を支える

「ICT インフラ地域展開マスタープラン」の中で

も、5G 基地局向け、居住世帯向けの両方のイン

フラ基盤として、光ファイバー整備の必要性に

ついて言及されている。 

 

北海道におけるデータセンターのニュートピ

ア化を考える上でも、候補となる土地に既存の

光ファイバーネットワークがない、もしくは十

分ではない場合、候補地に対しての新たな光フ

ァイバーネットワークの構築が必要となってく

る。データセンターの集積に成功したとしても、

その本当の成否を決めるのはネットワークイン

フラの充実にかかっていると言っても過言では

ない。 

 

 新たな光ファイバーネットワークは、北海道

内のネットワークだけでなく、現在の情報産業

が東京一極集中であることを念頭に置くと、東

京と北海道をどのように接続するのかが重要な

ポイントになる。また、今後の地方分散の動きを

考慮すると、東京に限らず、名古屋、大阪、福岡

など主要都市とのコネクティビティも同様に重

要である。 

 現在、北海道と本州は青函トンネル及び複数

の短距離光海底ケーブルシステムで接続されて

おり（図 2.3.1）、本州内陸路は東北の鉄道、道

路脇の光ファイバーが中心であるが、設備の老

朽化や管路の固定費の高さが課題になっている。

以降、2.3.2 および 2.3.3 において、新たな光フ

ァイバーネットワークを構築する上で検討すべ

き項目と現状の課題について述べる。 

 

2.3.2｜ 
2040 年を⾒据えたネットワークへの要求 
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 光ファイバーネットワークの議論を深めるた

めには、インターネットの利用実態と将来像に

目を向ける必要がある。また、オープンなネット

ワークとは如何なるものか、多様な接続性がも

たらす価値や意義について考察する。 

 インターネットは、ユーザがストレスなく利

用できるよう、ユーザに近いキャッシュサーバ

にデータが置かれ、バックボーン側はそれらデ

ータが最新となるべくレプリケーションを繰り

返す運用がなされている。(株)J ストリーム社の 

Internet Week 2018 における資料＊5でも、全イ

ンターネットトラフィックに占める CDN :

（Content Delivery Network）が配信するトラ

フィック量は 80%以上とも言われている。サーバ

をメッシュ状に配置し、それらの常時バックア

ップ体制を整えるのが理想ではあるが、経済合

理性に照らせば、需要の大きいユーザが多い場

所から順にキャッシュサーバを整備し、データ

センターからレプリケーションを行うのが現実

解であり、データセンターと需要地を繋ぐ回線 

グローバル・クラウドネットワークス研
究会からの北海道・⽇本・世界への提⾔
「戦略的光海底ケーブルによるグローバ
ル経済イノベーション」 図 6. 北海道と
本州を結ぶ光海底ケーブル 作成⽇：
2014 年 5 ⽉ 16 ⽇ より抜粋 

北海道と本州を結ぶ光ファイバーネットワーク 図 2.3.1 
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が重要となることは今後も同様である。また、イ

ンターネットの接続は、圧倒的に東京に一極集

中している。 

 現在、ネットワークの最大の需要家は通信事

業者から OTT（Over The Top）と呼ばれるコンテ

ンツ供給事業者にシフトしている。OTT はコンテ

ンツ資産の安定的な供給を行うため、光ファイ

バーネットワークに対しても経路や品質面で非

常に厳しい要件を持っており、2040 年のスタン

ダードを見据える上で参考の一助となる。 

求められる要件としては、まず、高い耐障害性

である。これは様々なレイヤを通じ、光ファイバ

ー経路の複数化、光ファイバー・伝送装置・ルー

タによる障害発生時の迂回等により実現される。

また、接続対象に応じて、ネットワークトポロジ

ー、メッシュ構成、リング構成等も考慮する必要

がある。さらに、必要となる機器の削減に繋がる

光ファイバーの高品質化も求められる。 

 

完全に冗⻑化されたネットワーク 
 コンテンツは様々な障害にも耐え得るよう、

光ファイバーネットワークにおいても強固な冗

長性が必要となる。ルートは道路レベルでの開

示が求められ、拠点までのルート、さらに、建物

内部の配管での冗長まで求められる。また、ファ

イバールートの変更に対する冗長性が担保され

ているかの確認も徹底されている。 

現状、北海道と本州は 2.3.1 で少し述べた通

り、海峡で隔てられ、渡海する経路は限定的で、

ボトルネックとなっているが、冗長性の面では

日本列島を大きなリングでつなぐ構想など、大

所高所からスケールの大きい経路設計が求めら

れる。 

 

ファイバーの規格・品質 
 陸上伝送装置の要求もあることから、光ファ

イバーの規格・品質にも考慮しなければならな

い。ファイバーの接続の仕方、融着点やコネクタ

ー接続箇所の数や、箇所毎の減衰値、反射減衰に

対して検討する必要がある。 

このような厳しい条件に対して、現状の光フ

ァイバーネットワークの多くは条件を開示でき

ない、または、仕様として応えることができない。 

光ファイバーネットワークは、敷設から 20 年

程度経過しているものが多く、次世代の通信を

担うためのアップグレードが必要となる。 

Fiber-optic network 
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2.3.3｜ 
新たな光ファイバーネットワーク構築の
課題 
 
 新たにに光ファイバーネットワークを構築す

る場合、陸路での構築、海路での構築の双方に課

題があり、本項ではそれらの課題について述べ

る。 

 

１）陸路で構築する場合の課題 
 光ファイバーネットワークの構築に際しては、

各通信事業者が手続きや実作業の中で、電線イ

ンフラ、管路、橋梁、道路、自治体等行政との調

整や占用許可等の申請に係る煩雑さがあり、煩

雑かつ困難な調整を強いられているのが現状で

ある。 

 

 各通信事業者が陸路で光ファイバーネットワ

ークを構築する場合、まずルートを机上で設計

することになるが、光ファイバーを敷設するに

あたり、管路を新設するか、既にある管路等を利

用する方法がある。 

 新たに管路を敷設するためには推進工事等の

管路敷設工事が必要となる。工事費は莫大とな

るため、全てを新設することは現実的ではない。 

 他方で、既にある管路等を利用する場合は、当

該管路等を保有する地権者（RoW：Right of Way）

の洗い出しと調査を行い、RoW から管路等の利用

の許可を得ることになる。 

 光ファイバーネットワークを新規に敷設する

にあたっては、道路、河川、土地などの占有許

可を自治体等行政から合わせて取得する必要が

ある。自治体等の組織は縦割りになっており、

複数の行政機関との煩雑な調整をこなさなけれ

ばならない点も光ファイバーの新設整備を難し

くしている。例えば、橋梁の管路を使った河川

占用許可の場合、河野対地毎に別の自治体等行

政に対して占用許可の申請作業が必要になる。 

 

 他方、煩雑な調整に加え、管路等の区間によっ

てはコストが高額であり、その利用権を誰しも

が利用できないなどの課題もある。管路等の中

で、橋梁やトンネルなど管路等が希少になって

いる区間においては、その使用料が非常に高額

になることがあり、光ファイバーネットワーク

の新設整備の大きな障壁となっている。利用権 
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の閉鎖性の例としては、歴史的背景から特定の

通信事業者のみが光ファイバーネットワークの

ルートとして確保している場合がある。これら

の管路はオープンになっておらず、新規参入を

阻んでいる。 

 
２）海路で構築する場合の課題 
現状、海底ケーブルの CLS 接続も、限られたオ

ーナーによる寡占が続き、競争原理が働きにく

い。例えば、海底ケーブルの陸揚パートナー

（Landing Partner）である各社は、他キャリア

の光ファイバーケーブルの陸揚局への入線や海

底ケーブルシステムとの接続を厳しく制限して

おり、陸揚パートナーのみが陸側のバックホー

ル回線もセットで提供する形となっている。 

 

上記の結果、日本の陸揚局のコネクティビテ

ィは非常に制約的となっている。そのため、利用

者に不利益を強いているケースもある。例えば、

陸側のバックホール回線のオプションが限られ、

競争原理が進まない高額な回線を購入すること

になっている。または、接続調整に時間がかかっ

た結果、納期が長くなる。 

 

また、メガキャリアが保有する既存の陸揚局

は、千倉、丸山、志摩などに集約しており、太平

洋や南シナ海を渡るケーブルの中継地となり、

数多くのケーブル陸揚局を抱え、東と南に開い

たアジアの玄関の役割を果たしてきた。震災リ

スクがある中で接続ポイントは不変である状況

を打開するため、冗長性の観点から新たな陸揚

点による海路の開発が求められる。 

 
2.3.4｜ 
2040 年の光ファイバーネットワーク構築
に向けた提⾔ 
 

 本項ではこれまで述べてきたことを踏まえて、

2040 年を見据えた光ファイバーネットワークの

構築に向けた提言を行いたい。 

 特に北海道の地理的特性に求められる価値と

は、下記の諸要件に高次元で応えることと考え

る。 

 

低遅延： 
 北極海ケーブルによりもたらされた低遅延を、

国内バックホール区間においても追求する日欧

の主要取引所を結ぶ、超低遅延回線を実現する。

これにより、閉域網だけでなくインターネット

でも遅延の改善が見込まれる。5G に関連する分

野、例えば映像、音声通信、ゲームなど幅広い分

野で歓迎されるだろう。 

 

冗⻑性： 
 2.3.2 で述べた通り、情報通信の分野において

恒常性や信頼性の確保は必須である。現状、北海

道と本州は海峡で隔てられ、渡海する経路は限

定的で、ボトルネックとなっている。日本列島を

大きなリングでつなぐ構想など、大所高所から

スケールの大きい経路設計が求められる。 

 

安定性： 
 日本は地理的な特徴から、太平洋や南シナ海

を渡るケーブルの中継地となり、数多くのケー

ブル陸揚局を抱え、東と南に開いたアジアの玄

関の役割を果たしてきた。 

 北極海ケーブルと北海道エリアの発展で、新

たに北に大きく開いた門戸を持つことになる。

複数のゲートウェイを国内に分散して持つこと、

それぞれが役割を分担することで、自然災害を

はじめとする多様なリスクに備えることができ

るのではないか。 

 

拡張性・柔軟性： 
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 通信の世界は日進月歩、規格や主要商材の容

量規模などが目まぐるしく変化していく。デー

タセンターや通信事業者も、進化や変化のスピ

ードについていくだけではなく、事前に予測し、

先手を打つことが求められる。北海道の地を拡

張性のメリットにできるかどうかは、変化に対

して柔軟性を発揮できるかにかかっている。 

 

経済性： 
 航空業界におけるハブ空港と同様、情報産業

の一大集積地のポジションは、他国も含め、数多

くの様々な都市が狙いを定め、国際的な競争が

激化している。OTT をはじめとする大規模需要家

に選ばれる地となるためには、高品質なインフ

ラ整備と同時に経済性を高めることが必要であ

る。 

 現状では、日本で国内通信回線にかかるコス

トは主要諸外国と比較しても割高である。理由

は、先述したこととも重なるが、 

 

 
 
① 通信回線敷設や利⽤に関し、様々

な規制があること 
 
② 回線の敷設やメンテナンスでは

道路や架空、橋梁など公共財を利
⽤することが多いため、⾃治体や
インフラ事業者からの規制や煩
雑な折衝に注⼒し、対応しなけれ
ばならない場⾯が少なくないこ
と 

 
③ ⼤規模ネットワーク敷設を⾏え

る通信事業者が寡占状態にあり、
競争原理が働きづらいこと 

 
 

 

などが挙げられる。 
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 これらの結果、主要経路の回線提供でも極め

て長い納期を要することがあり、高コスト、長納

期は日本の通信回線の代名詞となっている。 

 

⼈材： 
 通信分野においては、運用の信頼性は最も大

きい指標の一つとなっている。日本の通信事業

者各社のネットワークオペレーションは非常に

高度で、エンジニアスキルも世界でトップレベ

ルにある。現場の作業員も高い技術力を誇って

いるが、言語面などがバリアになるケースがあ

る。 

 北海道の地においても、熟練技術者の集積、養

成や、定着、言語能力を含む、さらなるスキルア

ップを行える環境を作ることが重要ではないか。 

 
オープン性： 
 陸揚局に求められる姿としては、競争原理が

働く、オープンな陸揚局を展開すべきである。ア

ルテリア・ネットワークスの都内の ComSpaceⅠ

及び丸山に位置する陸揚局 GATEWAY は、国内では

いち早くオープンなアクセスポリシーを打ち出

し、キャリアフリーの拠点として高い評価と数

多くのユーザの獲得に成功してきた。海外でも

オープンポリシーを導入している陸揚局は数多

く存在している。 

 

近年では、陸揚局自身をデータセンターとし

て整備する動きが出てくるなど、既存の固定観

念にとらわれない利用方法が見られる。従来に

はない新しい発想でネットワークを整備したり、

設備の活用方法を工夫することで、陸や海、地

中・架空におけるネットワークの効率的な構築、

冗長化による強靭化、通信基盤の有効な分散化

など、直面する課題に対処することができるだ

ろう。 

 

 北海道は、その広い大地と同様、大きな可能性

をその内に秘めている。十分に引き出すために

は、特区を設置し、様々な規制から解放された環

境を用意することや、高品質で経済性高く、透明

性の高い通信をはじめとするインフラを整備す

ること、技術者を含め、人が集いたくなる魅力的

な場所となることが重要ではないか。 

注 

*1 https://www.ntt.com/about-us/press-releases/news/article/2019/1209.html 

*2 https://www.arteria-net.com/news/2020/0330-01/ 

*3 https://cignal.ai/2018/04/cignal-ai-increases-400g-forecast-citing-flexibility-of-technology-and-

expanding-applications/ 

*4 総務省 総合通信基盤局「第 5世代移動通信システム（5G）の今と将来展望」 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000633132.pdf 

*5 https://www.nic.ad.jp/ja/materials/iw/2018/proceedings/s08/s8-sato.pdf 
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 本節では、「北海道に多くのデータセンター事業者を呼び込むためにどのような国際通

信網が必要か？」という観点で、北海道を中心とする新たな国際光海底ケーブル網の必要性、

そのルート、建設にかかる期間やコスト、建設の実現に向けた戦略について述べる。 

国内のデータセンター事業者の 90%近くが東京・大阪圏に集中している状況は変えていか

なければならない。クラウドの普及により、データセンターはネットワークと一体化しなが

ら発展している。 

北海道を中心に新たな国際通信網ができれば、北海道にもっとデータセンターができる。

このことはつまり、国際通信網がなければデータセンターができない、ということである。
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3.1.1｜ 
国際光海底ケーブルを取り巻く構造変化 

 

北海道には北米やアジアへ直接接続する国際

光海底ケーブルがない。このことが、北海道でデ

ータセンター事業が成長していない一つの要因

である。 

日本の主要な対外接続先は北米であり、主に

東京とアメリカ西海岸を接続している。主要な

国際光海底ケーブルシステムは、Japan-U.S. 

Cable Networks、Pacific Crossing-1、Tata TGN-

Pacific1、New Cross Pacific Cable System、

Unity、FASTER、Jupiter の７システムである。現

在、どのシステムも好調な稼働状況であり、印西

（千葉県）を含む東京周辺のデータセンターの

トラフィックを運んでいる。初期のシステムは、

主に通信事業者の連合体で建設してきたが、最

近では、Google やメタなど OTT が費用を負担し

て建設するシステムも出てきている。 

北米から日本に向かう国際光海底ケーブルシ

ステムは、茨城、千葉にあるケーブル陸揚げ局で

アジア各国に向かう国際光海底ケーブルシステ

ムに接続し、アジア・日本・北米のトラフィック

を支える一大国際光海底ケーブル網が形成され

た。アジアの中心は香港、シンガポールである。 

国際光海底ケーブルシステムは、人口が多く、

非常に大きな経済規模の都市があり、インター

ネットユーザが大量のトランザクションを行っ

ている場所を接続する目的で建設されてきた。

北海道の札幌圏は 230 万人が住む一大経済圏だ

が、国際光海底ケーブルシステムの建設が必要

なほどの経済規模ではなく、これまでその可能

性がなかった。 

ところが、データセンターが大規模な電源を

使うようになり、さらに地球温暖化防止の対策

として再生可能エネルギーの利用が世界的な潮

流となる中、国際光海底ケーブルの建設理由も

変化した。アイスランドは地熱・水力発電が多く、

長期にわたって安定的なデータセンター向け電

源を供給できることで、複数の新しい国際海底

ケーブルが建設され、多くのデータセンターが

事業を始めている。フィンランドも 2016 年に同

国としては初めての国際光海底ケーブルをドイ

ツまで建設し、多くのデータセンターが事業を

開始した。（図 3.1.1）。一部の国際光海底ケーブ

ルでは、その目的地やルートが地球環境に配慮

して設計されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：WORLD3DMAP.COM 
 

 

 
3.1.2｜ 
可能性が⾼まりつつある北海道の光海底
ケーブル建設 

 

日本とアジア各国の国際海底ケーブルシステ

ムも大きな構造変換期を迎えている。これまで、

アジアのハブは香港とシンガポールであり、と

りわけ香港は中国への玄関口として国際光海底

ケーブルの一大集積地であった。ところが、昨今

の国際情勢の変化で、グアムが北米とアジアを

結ぶ国際光海底ケーブルの一大中継地へと成長

している。ここ数年で、Tata TGN-Pacific1、

Australia-Japan Cable、Japan-Guam-Australia 

North を通じて、東京からグアム経由でアジア行 

アイスランド、フィンランドの 
海底ケーブル 図 3.1.1 
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き、オーストラリア行き、北米行きの国際光海底

ケーブルシステムを利用できる環境ができてお

り、その傾向はますます強くなっている。グアム

には巨大な経済圏も豊富なインターネット・ト

ラフィックもないが、国際情勢の変化や情報セ

キュリティなど、これまでとは異なる理由で、国

際光海底ケーブルシステムがグアムを経由地点

として建設されている（図 3.1.2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：Submarine Cable Map2021(telegeography.com) 

 

 

日本国内の事情をみると、災害対策を考慮し

た IT 基盤の再配置、全国均等な IT インフラ整

備、東京および周辺への過度な集中への対策、国

際光海底ケーブルの特定エリアの集中回避が求

められてきた。特に地震対策は急務で、2011 年 3

月 11 日に発生した東日本大震災時の大規模な国

際光海底ケーブル切断事故や、2022 年 1 月に発

生したサモア地域での火山噴火にともなう通信

障害など、自然災害への対策を意識した国際光

海底ケーブルの建設の必要性が認識されてきて

いる（図 3.1.3a,b）。 

 

北海道にとって、国際的な対外接続点として

優先順位が高いのがアメリカ西海岸、特に西海

岸の北側ワシントン州やオレゴン州の海岸線や

アラスカの海岸線である（図 3 . 1 . 4）。 

日本にとって北米は最大市場であり、北米の

事業者は日本と日本を経由してアジア各国へ事

業展開しているため、太平洋間の国際光海底ケ

ーブルシステムは旺盛な需要に支えられて今後

も新規の国際光海底ケーブルシステムの建設が

進む。北海道が北米の主要拠点と新規に光海底

ケーブルシステムで結ばれれば、北海道は既存

の国際光海底ケーブル網に参加できることにな

り、北海道の強みである再生可能エネルギーの

提供や、大規模型データセンター建設への道が

開ける。北米に対して 2 システムを持つことが

できれば、ケーブルカットなどの障害時にバッ

クアップルートとして安定したサービス提供可

能となる。加えて、北海道からグアムに新たに国

際光海底ケーブルを作ることで、新たな太平洋

域内の新光海底ケーブル網の事業者の一員とし

て参加することができる（図 3.1.5、6）。東京、

大阪以外の国内拠点からからグアムに新規に国

際光海底ケーブルを建設することで、東京、大阪

に依存しない、独立した北米とアジア市場へア

クセスする国際光海底ケーブル網になる。 

グアム中⼼のネットワーク 図 3.1.2 

地震で被災した海底ケーブル 図 3.1.3-a 
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通信正常化に 
1 ヶ⽉を要した 

   

通信が断絶 

障害 

トンガの海底ケーブルは、 
フィジーとの接続のみ 

①Tonga Domestic Cable Extension（TDCE） 
（⽕⼭付近で障害） 

②Tonga Cable 
（37km 沖で障害） 

出典：総務省データ通信課の資料もとに作成 

地震で被災した海底ケーブル 図 3.1.3-b 
 

アメリカ⻄海岸陸揚げ候補地 図 3.1.4 

出典：Submarine Cable Map2021(telegeography.com) 
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光ファイバーはその名前が示す通り、石英ガ

ラスやプラスチックなどの素材中に光信号を通

すことで通信を行う。光は真空中であれば 1 秒

で約 30 万 km (地球を約 7 回半)の速さで直進す

ることが出来るが、光ファイバー中では 30%ほど

減速する。光ファイバー上の通信において、二地

点間の通信に要する時間を RTD (Return Trip 

Delay、往復遅延量)で表すことが多く、これを一

般に「遅延」と呼んでいる。遅延は単純にケーブ

ルの距離に比例するもので 1,000km あたり

9.8ms(ミリ秒)である。日米間を 8,000km とすれ

ば、80ms 弱の遅延が生じる。コンピューター間

で双方向の連続したデータのやり取りでは、わ

ずかな遅延の差が短時間でも蓄積されるため、

1ms の遅延の違いが応答時間に大きな違い生み

出す（図 3.1.7）。 

北海道における新・光海底ケーブルのルート案 図 3.1.6 
 

出典：クラウドネットワークス株式会社 

出典：筆者作成 

北海道における新・光海底ケーブルのルート案 図 3.1.5 
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3.1.3｜ 
国際光海底ケーブルの建設コストと期間 
 

北海道を起点に、北米、グアムに新光海底ケー

ブルシステムを建設する場合の期間と費用につ

いて確認したい。直近に建設された太平洋  

横断の国際光海底ケーブルシステム「Jupiter」

は、2017 年 10 月に計画がスタートし、2020 年初

めに運用を開始した。距離は 14,000 キロメート

ル（日本からフィリンピン間を含む）、建設期間

は約 30 か月（2 年半弱）である。「Jupiter」以

前に建設された「FASTER」は、2014 年 8 月に計

画がスタートし、2016 年 7 月から運用を開始し

た。「FASTER」の建設期間は 24 か月弱(2 年弱)、

距離は約 9,000 キロメートル、総工費は 320 億

円程度と言われており、1 キロメートルあたりの

建設コストは約 350 万円程度となる。また、2010

年に運用開始した「Unity」は、総延長距離 10,000

キロメートルで建設コストが 320 億円程度と言

われている。日本と北米間の国際光海底ケーブ

ル建設は、計画に約 1 年、建設に約 2年、合わせ

て 3 年程度を期間として見込む必要がある。 

いま、1 システムあたりの建設費を 320 億円程

度と見込み、北海道から北米に新たな光海底ケ

ーブルシステムを建設する場合を考えてみよう。

2023年に計画を開始すると、1システム目は2026

年に運用開始でき、2 システム目を 2026 年から

計画すれば、2029 年から 2030 年に 2システム目

の運用が開始できる計算となる。2 システムの総

建設費は 650 億円程度を見込めばよい。2030 年

を目標に、北海道から北米につながる新たな国

際光海底ケーブルシステムを 2 システム建設で

きれば、北海道に複数の大規模なデータセンタ

ーができる。さらに、北海道からグアムへ新たな

国際光海底ケーブルができると、北海道のデー

タセンター市場が飛躍的に成長する。メタは

2021 年 3 月 29 日（現地時間）、北米からグアム

を経由し、インドネシア、シンガポールを接続す 

出典：2014 年 グローバル・クラウドネットワークス研究会 提⾔書より作成 

 北⽶(⽶国シアトル)-苫⼩牧に分岐した場合の東京との伝送遅延の⽐較 (ミリ秒) 図 3.1.7 
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る 2 本の新光海底ケーブルシステム「Echo」と

「Bifrost」の計画を発表している。この 2 シス

テムが実現すれば、太平洋全体のトラフィック

容量を 70％増加できるといわれており、Echo に

は Google も投資する予定である（図 3.1.8）。そ

れぞれ 2023 年から 2024 年にかけて運用を開始

する見込みなので、グアムが日本・北米・アジア

のシステム接続の主要箇所になる。グアムから

北海道までおよそ 3000 キロ程度なので、総工費

はおそらく 100 億円から 120 億円程度、計画か

ら運用まで 3 年と考えると、2024 年ごろに計画

を開始すれば、2027 年から 2028 年には北海道と

グアムが新光海底ケーブルシステムでつながり、

北米・北海道・グアム（アジアへ）と新しい国際

光海底ケーブル網ができあがる。 

 

北海道が、今後 8 年から 10 年の間に実現すべ

き目標を整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現行の日米間の国際光海底ケーブルシステム

は、建設後 20 年以上が経過しているものが多く、

最近のものでも既に 5年以上が経過している（図

3.1.9）。光海底ケーブルシステムとしては旧式

のシステムが多く、ファイバー芯数も少なく、中

継器の機能も旧式である。昨年 10 月、NEC が受

注したメタの新たな大西洋間光海底ケーブルシ

ステムは 48 芯で構成されている。今後建設予定

の新たなシステムには、全て新技術が投入され、

伝送容量は飛躍的に向上する。日米間の旧式の

システムの置き換え需要が発生するため、北海

道と北米の間に新たに 2 つの新システムを建設

すると、それらの需要も取り込むことができる。 

 

AI、IoT、5G など、新しいテクノロジーと広帯

域のモバイルサービスの普及は、膨大なインタ

ーネット・トラフィックとなり、世界中をめぐる

ことになる。国際光海底ケーブルは、国際通信の

99%近くを担う大動脈である。世界ですでに 400

以上のシステムが稼働し、その総延長距離は地

球 30 周分にあたるほどである。 

今後、さらに国際光海底ケーブル網の重要性

が増していくことは間違いない。北海道のデー

タセンター市場は、世界のデータ利用量の飛躍

的増加に対応した国際光海底ケーブル建設とセ

ットにして考えていくべきである。 

 

北海道の対外接続環境の改善にはどのような

進め方が考えられるかを整理する。従来、北海道

で国際光海底ケーブルの建設事業を具体化する

ことがとても難しかったことは先述の通りであ

る。従来、国際光海底ケーブルの計画、建設、運

営は、グローバルに通信サービスを提供する通

信事業者の共同体によって行われてきた。 

 

日米間の国際光海底ケーブル事業の事例でみ

ると、日本の KDDI が、Bharti Airtel Limited

北海道・北⽶間  
新光海底ケーブルシステム１ 
：2026 年運⽤開始 
 
北海道・グアム間  
新光海底ケーブルシステム 
：2028 年運⽤開始 
 
北海道・北⽶間  
新光海底ケーブルシステム２ 
：2029 年運⽤開始 
 
総⼯費：770 億円 
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グアムとアジアの国際海底ケーブル網 図 3.1.8 
 

出典：IT media NEWS 

北⼤⻄洋・北太平洋横断ケーブルの建設後年数 図 3.1.9 
 

出典：NEC 資料をもとに作成 

現在と⽐べ伝送容量の⼩さいケーブルが複数稼働しており、既存のケーブル本数に関わらず新たなケーブル
建設需要が⾒込まれる 
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（インド）、Global Transit（マレーシア）、

Telstra（オーストラリア）、SingTel（シンガポ

ール）といった世界規模で通信サービスを提供

する各国事業に加え、OTT の Google と共同で

「Unity」という国際光海底ケーブルシステムを

建 設 ・ 運 用 し て い る ほ か 、 China Mobile 

International（中国）、China Telecom Global

（中国）、Global Transit（マレーシア）、Singtel

（シンガポール）に加え、OTT の Google と共同

で「FASTER」という国際光海底ケーブルシステム

を建設、運用している。 

2017 年 10 月 27 日、ソフトバンクは NTT コミ

ュニケーションズとともに、香港の PCCW Global、

フィリピンの PLDT、OTT の Facebook、Amazon の

6 社共同によるグローバル企業コンソーシアム

を構築し、新太平洋横断ケーブル「Jupiter」の

共同建設協定を締結した。 

国内の主な通信事業者が、自社の国際ネット

ワーク事業のインフラとして、北海道から北米

につながる新たな国際光海底ケーブルシステム

を建設することはないだろう。むしろ、北米やア

ジアで事業を行っているデータセンター事業者

が、東京、大阪以外の拠点にデータセンターを構

えるために新たな国際光海底ケーブルの建設を

計画することが、より現実的である。具体的には、

マイクロソフトや Google などのハイパースケー

ル型のデータセンターを世界中に展開する事業

者に対し、北海道へのハイパースケールのデー

タセンター建設と北米から北海道、北海道から

グアムへの国際光海底ケーブルをセットで働き

かけるほうが実現性は高い。ハイパースケール

データセンターは、光海底ケーブルのルート上

に建設されるので、北米・北海道・グアムのルー

トができれば、東京や大阪以外に北海道にも大

規模なデータセンターを建設していく。 

北米・北海道・グアムの新ルートの価値向上に

は、北極海を経由してヨーロッパに接続する新

たなルート開発が重要になる。北海道からヨー

ロッパ、北米が最短距離で接続され、北海道から

グアムにルートがあれば、首都圏、関西を中心と

した国際光海底ケーブル網に依存しない、新た

なネットワークができあがる（図 3.1.10）。

北海道とヨーロッパをつなぐ新国際光海底ケーブル・ルート 図 3.1.10 
 

出典：Far North Digital LLC and Cinia Ltd. 



3 
……………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

2040：北海道はデータセンターのユートピアに 

 

 

 
95 

 

日本沿岸で国際光海底ケーブルを陸揚げする

際には、陸揚げする地域の漁業協同組合との丁

寧な意見交換や、陸揚げに係る漁業補償やケー

ブル切断時の工事に関する取り決めなど、地元

漁協の合意と協力が必要になる。 

北海道は水産業が盛んな地域が多く、陸揚げ

に適した場所を探す際に、漁業補償費用を含め、

漁協との良好な関係構築が求められる。 

北海道の主な陸揚げ候補エリアを下記に図示

する（図 3.1.11）。 

 

有線電気通信法 4 条本文によれば、国際光海

底ケーブルは、電気通信事業者以外「設置しては  

  

ならない。」とされており、陸揚げ局を建設・運 

用する予定の事業者は、事前に総務省との協議・

確認が必要である。 

同条の要件を満たすためには、一定の電気通

信事業者の地位にあることが事実上必須となっ

ており、国際光海底ケーブル陸揚げの際には、ほ

ぼ例外なく、公有地・海域の占用許可申請が必要

である。 

占用の態様は多岐にわたり、実際に設計をし

てみて初めて判明する許認可も多いのが実情で

ある。例示すると、沿海については、海岸法に基

づく使用許可、漁港漁場法に基づく使用許可、国

有財産法に基づく使用許可があるほか、各自治 

北海道の主な陸揚げ候補エリア 図 3.1.11 
 

出典：筆者作成 
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体の公共物条例に基づく許可もある。陸上部分

についても、道路法、各条例等に基づく使用許可

がある。こうしたことから、北海道沿岸での陸揚

げに関しては、十分に時間をかけて計画する必

要がある。        

北海道でのデータセンター事業には、北海道

庁が運営する「北海道データセンター統合ポー

タル（2022 年度公開予定）」(https://www.hokk

aidodatacenter.jp）を活用することで、国際

光海底ケーブルにつながるデータセンターの場

所や道内の通信・電力事情が把握できる。 

3.1.4｜ 
北海道におけるネットワーク・インフラの
将来像 

 

国際光ケーブルを北海道に陸揚げする際の、

道内ネットワーク・インフラの将来像について

述べる。北海道のネットワークの中心は札幌で

あり、札幌が国際・国内インターネットの出入り

口の役割を果たす。ただし、札幌はあくまでネッ

トワークの HUB 機能を有し、石狩に大規模なデ

ータセンター集積エリアを用意し、この地の

北海道データセンターキャンパスネットワーク将来図（ファイバーベース） 図 3.1.12 
 

出典：クラウドネットワークス株式会社 
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風力や太陽光の発電所からの電気を利用可能な

「再エネデータセンターパーク」を建設する。石

狩には RE100 ゾーンがあるため、そのエリアを

最大限活用し、面積 25 ヘクタール、800M 程度の

再エネ電気を供給し、ラック数 10 万規模を誇る

アジア最大の「再エネデータセンターパーク」を

計画する。石狩からは日本海経由で、東京、九州

方面へ国内光海底ケーブルが今後敷設され、石

狩－秋田間は、160Tbps の大規模・大容量ネット

ワークの利用が可能になる。また、苫小牧エリア

は太平洋側に面し、将来、複数の国際光海底ケー

ブルの陸揚げ拠点となる。すでに室蘭エリアで

は国内向けに光海底ケーブルの敷設実績があり、

今後、苫小牧エリアが「国際ネットワークのゲー

トウェイ」機能を果たす。 

一方、札幌・石狩・苫小牧の間は、複数の光フ

ァイバーで各データセンター間を結ぶデータセ

ンター間専用光ファイバーネットワーク「北海

道データセンターキャンパスネットワーク」を

建設する。さらに、札幌からは、美唄が展開する

雪冷熱を利用したデータセンター群へのルート

も建設する。 

利用する光ファイバーは、NTT 東日本、北海道

電力、JR 北海道が所有する光ファイバー、国交

省の情報 BOX や下水管、地下鉄を利用し、新たな

に光ファイバーを敷設することも検討し、潤沢

な数の光ファイバーで札幌・石狩・苫小牧の各 DC

を結ぶことを実現する。札幌市内は、キャリアフ

リーでサーバルーム内でも自由に構内接続でき

るデータセンターがネットワーク・ハブ拠点の

最有力候補となり、ほくでん情報テクノロジー

が運営する札幌市内のデータセンター「H-IX」を

中心に、「北海道データセンターキャンパスネッ

トワーク」を設計・建設する。 

データセンターが光ファイバーを通じて一体

的な関係性をもつことは、クラウドサービス基

盤の利用は勿論、北海道におけるデータセンタ

ー事業の発展にとって欠かせない条件となる。 

札幌・⽯狩・苫⼩牧の役割 図 3.1.13 
 

出典：筆者作成 

※1 IX：インターネットエクスチェンジの略、ISP（インターネットサービスプロバイダー）の相互接続ポイント 
※2 国際ゲートウェイ：国際光海底ケーブルが複数陸揚げし、ケーブル陸揚げの専⾨通信施設(CLS)がある場所 
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 国内のデータセンター立地状況をみると、首都圏及び関西圏への集中が顕著である。こう

した集中構造は、コストと効率性の面では優位性があるが、直近で発生した 2022 年 3 月 16

日の地震後の東京周辺での停電、さらには 3 月 22 日の電力需給の逼迫など、これまでの日

本においては想像出来なかったインフラリスクの顕在化も含めて、集中―分散モデルの見直

しの時期にあることは明白であろう。 

デジタル技術と環境の深化、再生エネルギーの活用、発電構造の脆弱性など、ネットワー

ク及びデータセンターを取り巻く環境や条件は大きく変化しており、集中構造を是正すべき

要件が増している。 

本稿では、ネットワーク及びデータセンターが、首都圏、関西圏以外への分散を含めた最

適化を目指す資源配置について述べる。 
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3.2.1｜ 
データセンターはグローバルなデジタル・
インフラストラクチャーの⼀部 
 

3.2.1a データセンターを取り巻くグローバ
ルな潮流 
データセンターを考える上で、地理的な条件

は、国内に閉じた議論にされがちである。これは、

国内 vs 海外という図式や、データセンターのハ

ードとしての性能、不動産的な価値や地域活性

化というテーマに繋ぐことで、データセンター

に関わる個別の議論への参加者を増やすことで

盛り上げようという意志の反映なのかも知れな

い。この議論は過去数度行われ、その結果、若干

の成功もあれば、残念ながら思い通りにならな

かった事業者や自治体も多かったのではないだ

ろうか。少なくとも、「グローバルに広がってい

る 21 世紀のデジタル・インフラストラクチャー

の一部としてどのように機能するべきか」とい

う議論の方向には向かわなかったと感じられる。 

 

日本におけるデータセンターインフラの地理

的な最適化、すなわち、集中・分散の議論を進め

るために、まず、20 世紀末時点と 2022 年現在の

デジタル・インフラストラクチャーを取り巻く

環境の決定的な違いについて触れておきたい。

 インターネットが世界を覆い尽くし、情報・コンピューティングが、国境を超えて流通
するようになり、その拡⼤が続くであろうこと 

 グローバルなクラウド及び SNS などを含むコンテンツプロバイダーがデジタル・イン
フラストラクチャー、その中でもデータセンターへの⼤きな影響を及ぼすようになっ
たこと 

 各種のデータセンターにデータトラフィックが集中していること 

 グローバルなプレイヤーは、プラットフォーム構築から、Eyeball を追いかけ、Edge へ
のアクセスの効率的な展開を⽬指していること 

 ⽇本の位置づけは⽇本 vs 世界ではなく、世界の中の⼀つのリージョンであるアジアに
おける有⼒国の⼀つに過ぎないこと 

 ⽇本におけるテクノロジーの世界的な優位性が限定的であること 

 ⼀⽅で、光ファイバー網を含む国内に閉じたインフラストラクチャーについては、外資
規制などの⾃由化を含めて優位性が保たれていること 

 ⽇本におけるデータセンターインフラにおいて、2000 年以前に建設されたデータセン
ターの更改期を今後本格的に迎えること 
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単純化して言えば、デジタル化とはネットワ

ーク化であり、そのネットワークとはインター

ネットである。正確にはインターネットが大き

な部分を占めるネットワーク全てであり、5G を

含む継続的に提供される新技術は、物理層とト

ランスポート層を支える構成要素の一つでしか

ない。 

2000 年に 6.2 エクサバイトであった世界のデ

ータ量が、2020 年時点で 59 ゼタバイトと 1 万倍

に増えたこと（*IDC Global Datasphere 2020）

から例えるまでもなく、デジタル・インフラスト

ラクチャーの最適化という議論を進めるに当た

って、地域・都市、国内・海外という視点ではな

く、リアルとヴァーチャル、もしくはリアルワー

ルドとデジタルワールドの双方を俯瞰的に見た

議論が出来る状況が整いつつあるのではないか。 

現代はようやく主たるデジタル体験の利用者

である人間の身の回りに、多くのコンピューテ

ィングを配置することで加速度的にデジタルワ

ールドを広げていくことが可能になりつつある

環境であり、偶然か必然か COVID19 がそれを加速

した形になっている。 

人類はデジタル化に社会全体を適応させるた

めに数世代必要としており、ようやくその入り

口に入りつつあるのかも知れない。 

 

3.2.1ｂ データセンターを市場として読み解
く 

ここ数年のデータセンター市場の規模は、

Hyperscale DC と呼ばれるデータセンター市場

の伸びが大きい。Hyperscale DC には、数十 MW

超の超大型 DC という意味合いと、Hyperscaler

と呼ばれるグローバルなクラウドやコンテンツ

企業（AWS、Microsoft、Google、IBM、Alibaba、

Tencent など）がホールセール的に数 MW 程度以

上の外部調達、BTS(Build To Suite)として数十

MW を 1 社にて利用する、さらには自社建設・保

有するデマンドが含まれている。Hyperscale DC 

データ総量（エクサバイト）の推移 図 3.2.1 
 

出典：IDCʼs Global DataSphere Forecast Shows Continued Steady Growth in the Creation and Consumption of Data 
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市場は、今後とも規模的な伸びが見込まれてい

るが、その利用形態は各社によって傾向が年々

変化しており、一律であるとは言い難い。 

同時に、Repatriation（企業によるクラウド利

用からコロケーションによる自社資産保有への

回帰）のトレンドも議論され始めており、世界に

おいて巨大化が続く IT リソースの活用のされ方

は常に変化している。 

クラウド、動画配信、決済を含む金融など、極

めて多くのデジタルコンテンツにおいて、グロ

ーバルプレイヤーが、スケール、マネタイズモデ

ル、高いバイイングパワーを持ちながら、市場を

作り上げているのが現在のデータセンター市場

の一つの側面であると言える。

出典：Structured Research 

コロケーション市場の規模と内訳 図 3.2.2 
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同時に、グローバルプレイヤーのプレゼンス

そのものよりも、データセンターの中で行われ

ているデジタルトランザクション（コンピュー

ティング、ストレージ、インターコネクション）

がどのようなものかを認識すること、すなわち

デジタル・インフラストラクチャーが、そのユー

ザ同士の相互接続（Interconnection）で成立し

ていることを認識することが重要である。 

ビジネスやインフラの規模に惑わされ、つい

Hyperscaler が全てを牛耳っていると単純化し

がちになるが、実態としては、Hyperscaler は

Eyeball を追いかけて、その Interconneciton を

効率的に行える場所（Network Edge）を追いかけ

ていると言える。 

現在の巨大化したデジタル世界は、一つの事

業者が End to End で全てをカバーするというス

ケールを大幅に超えており、クラウド、ネットワ

ーク、コンテンツ、エンタープライズ等がデータ

センターを中心に相互接続をすることで、高い

パフォーマンス、冗長性、効率性を担保している。 

一昔前、グローバルプレイヤーは山奥の発電

所の近くに巨大なデータセンターを自社で構築

し、そこから世界に配信を行うと言われていた

が、現在では Edge と呼ぶロケーションにプレゼ

ンスを拡張し、相互接続を行うことで、各々のデ

ジタルエクスピリエンスを支えるインフラをよ

り強く志向している。その意味においては、集中

から分散への流れがある。 

 

3.2.2｜ 
デジタル・インフラストラクチャー、デー
タセンターと階層構造 
 

3.2.2a デジタル・インフラストラクチャーの
構成要素とトレンド 
デジタル・インフラストラクチャーを簡単に

定義すると、デジタルエクスペリエンス全般を

ユーザに届けるためのインフラストラクチャー

の総称で、データセンターを含める場合には、主

として物理インフラを中心に議論する方が自然

だろう。 

有線及び無線のアクセス通信網、IX・IP 網な

どのインターネットインフラ、海底ケーブル・陸

揚げ局・バックホール網、長距離伝送網、都市内

の拠点間ダークファイバー、データセンター等

はいずれも投資規模が大きく、特にデータセン

ターにおいては、HyperscaleDC に代表されるよ

うに、１棟当たり数百億円規模の設備投資を継

続的に投資する巨大な資本が必要となってきて

いる。 

この資金の提供元として現在注目されている

のが、Infrastructure Fund と呼ばれるプライベ

ートエクイティファンドの一種である。各々の

ファンドが数兆円単位の投資資金を、世界中で

積極的にデジタル・インフラストラクチャー市

場への長期投資に振り向けている。 

デジタル・インフラストラクチャー全般に係

るビジネスとしての成熟度は、サービス、市場、

事業者によって幅が広い。特にデータセンター

は、性能の良いものを良い場所に作れば恒久的

にビジネスとして成立するとも言い切れず、継

続的な市場の変化に合わせた技術と経営の努力

が、世界のデータセンター市場の中での勝者と

敗者を分けている。 

社会基盤として社会・経済活動を支えるイン

フラストラクチャーは、安定性及び継続性が重

要であり、事業者に要求されるコミットメント

とは、超長期に渡る継続的な保守、アップグレー

ド、需要に応じた拡張を行うことで、ユーザ企業

（最も重要な顧客はデジタルサービスを継続的

に拡大している事業者）の継続的な事業支援が

今後より重要になっていくだろう。
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3.2.2ｂ グローバルクラウドのアーキテクチ
ャーから⾒る DC の階層構造 

一般的に、グローバルなクラウドは、グローバ

ルに Region を複数設定し、各 Region に複数の

Availability Zone（AZ）を持ち、それらが Edge

を介してユーザにネットワーク経由で提供する

（Network Edge Node、Edge Zone、Cloudfront な

どと呼称。総称して EN）という構造になってい

る。 

AZ、EN のそれぞれがデータセンター拠点とな

っているというグローバルな階層構造を持って

おり、その地理的なロケーションは、レイテンシ

ーの許容度、ユーザのボリューム、グローバルバ

ックボーンへのアクセス、災害リスクの分散、拡

張性などの観点に基づいて選択されており、結

果として郊外型、都心型とに区分出来る。 

これは各市場において固有性があり、例えば

北米においては、クラウドを含めた最大のトラ

フィックが集まる場所は Ashburn というワシン

トン DC の郊外の地域で、東京においては大手町

など、関西圏においては堂島などになる。特にイ

ンターネットの相互接続点が集積した場所が最

も効率良く Eyeball にアクセスでき、EN にふさ

わしいと言える。 

ENの機能を収容するDCについては、Edge DC、

Network Hub、Retail DC という表現も使われ、

AZ を収容する DC を Hyperscale DC、Wholesale 

DC とも呼べるが、その定義は現実追従型でしか

ない。 

5G の登場に合わせ、Microsoft は Edge Zone 

with Carrier、AWS は AWS Wagelength と呼ぶ 5G

直結の低遅延サービスを発表しており、Edge DC

を Eyeball への相互接続点として積極的に活用

している。 

AWS のネットワーク接続とバックボーンの現状 図 3.2.3 
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このように、クラウドに限らず、ネットワーク

を介したデジタルサービスは、SNS であれ、動画

配信であれ、ホスティングであれ、検索であれ、

一定の階層構造を持っており、それぞれのサー

ビスに適正化されたコンピューティングの配置

をしている。 

ここで注意すべきポイントは、Edge というの

は言わば Center から見た相対的な定義であり、

各事業者が比較的自由な定義で用いていること

から、DC インフラにおいては Edge Computing と

直結するのは誤りである。Edge Computing は、

一般的に自動運転などのように、レイテンシー

に対して非常に要求水準が高いアプリケーショ

ンにおいて高品質なデジタルエクススピリエン

スを実現するためのコンピューティング側から

のアプローチである。マイクロデータセンター

という発想も、通常の Edge DC よりも一段とユ

ーザに近いところ、多くはアクセス無線の基地

局にデータセンター機能を持たせるという発想

のものだが、現状では DC ビジネスモデルとして

確立したものとは言い難い。 

今回の北海道ニュートピア DC における地理的

な分散、集約の議論において、Edge への拡張を

どう考えるかが一つのキーポイントになると考

える。 

 
3.2.3｜ 
⽇本のデータセンター市場を取り巻く環
境とユニークさ 
 

前項に記した通り、クラウド、デジタルコンテ

ンツを含むコンピューティングは階層構造に基

づいた DC に配置されている。 

これを日本市場に当てはめて考えると、東京

都心に多くのネットワークが集中し、Network 

Hub となる「場」を介して相互に接続され、都市

内 WAN でメッシュ化している DC の集合体が

Interconnection Point(s)であり、郊外にレイテ

ンシーをある程度許容する大型 DC が AZ、

HyperscaleDC の拠点となっている。この構造は

関西圏でも同様で、大阪都心部に Network Hub が

存在し、郊外に HyperscaleDC、Wholesale DC が

存在している。 

クラウドプロバイダーの視点から外すと、郊

外型 DC は、これまで IT サービス企業のマネー

ジドサービスを含むデータセンターとして機能

してきており、このニーズは、オンプレミス、ハ

イブリッドクラウドとしてのサポートを含めて

同様の機能を引き継いでいくだろう。 

よって、郊外型DCは、機能によってHyperscale 

DC、Wholesale DC、Managed Service DC が混在

する市場となっている。 

 

日本では、グローバルクラウドを中心とした

東京ハブとその郊外、大阪ハブとその郊外とい

う二つの大きなハブが出来上がっている。米国、

中国などと比べると非常に数が少ないと言える

が、国土の狭さと経済・人口の集中と合わせ、国

際海底ケーブルネットワークへの接続点がこの

2 都市を中心に出来上がっているため、コンピュ

ーティングの供給、同時に DC の需要をドライブ

するグローバルなクラウドプロバイダーがこの

2 極に集中したと考えられる。 

東京・関東圏、大阪・関西圏の市場の 2 極の市

場規模は 92％超（*富士キメラ総研調べ。ホステ

ィングなど含む）と、圧倒的なサイズとなってお

り、これら以外の市場における DC の役割は、一

部の例外を除き、主として地方自治体及び地場

企業向け IT アウトソーシングサービスに限定さ

れているものと考えられる。 

 

これらの点を含めて、日本の DC 市場の特徴を

幾つか並べる。 
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出典：国⼟地理院などからデジタル・インフラストラクチャー・コンサルティングにて再編 

⾸都圏と関⻄圏における DC ⽴地状況 図 3.2.4 
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 DC市場としては世界3位の規模を持っている

が、東京・関東圏で 70％超、大阪・関西圏で

20％弱と、GDP や人口分配と比べても極端な

一極集中となっている。 

 経済規模や災害リスクの高さに対して、企業、

政府を含めた冗長性、BCP としての考え方が

浅い。 

 アクセスインフラの充実と、東京・大阪のハ

ブから各地域への配信はほぼ最適化されてい

るが、高需要地である各地方都市、国際陸揚

げ局などから、東京と大阪へのネットワーク

コストが相対的に高くなっている。 

 国際的に見ると、構築コストとネットワーク

コストが高いが、不動産コストはそれ程では

ない。電力コストは高止まりだが、自由化の

メリットはある。 

 DC 専業事業者が限定的で、IT サービス企業と

通信会社による兼業が多かったため、コア事

業との整合性、継続的な大規模投資へのハー

ドルが多い。 

 

それぞれの特徴にはメリット、デメリットが

あり、単純に是非を問うことは避けるべきだが、

日本の国土のデジタル・インフラストラクチャ

ーが、今後のデジタルエクスペリエンスのクオ

リティ、安全性、発展のスピードの足かせになら

ないための最適化を追求して行くべきである。 

 

3.2.4｜ 
⽇本におけるデータセンターの地理的な
最適化と、集中―分散モデル 
 
3.2.4.a ⽇本のデジタル・インフラストラクチ
ャーの改善余地 

日本のデジタル・インフラストラクチャーの

継続的な発展を支えるために必要と思われる事

柄を幾つか考えてみたい。 

東京一極集中の解消という目標の聞こえは良

国内における地域別 DC 市場規模予測 図 3.2.5 
 

単位：百万円、％  
年次 

地域 2019（⾒込） 2020（予測） 2021（予測） 2022（予測） 2023（予測） 2024（予測） 

関東 注１ 1,658,900 1,822,320 1,994,010 2,153,250 2,293,800 2,435,550 
 前年⽐ − 109.9 109.4 108.0 106.5 106.2 
 東京 23 区 528,000 558,000 598,000 628,000 638,500 650,000 
  前年⽐ − 105.7 107.2 105.0 101.7 101.8 
 その他 1,130,900 1,264,320 1,396,010 1,525,250 1,655,300 1,785,550 
  前年⽐ − 111.8 110.4 109.3 108.5 107.9 
関⻄ 注２ 405,500 458,500 513,500 556,900 590,400 621,600 
 前年⽐ − 113.1 112.0 108.5 106.0 105.3 
 ⼤阪府 250,000 296,000 344,000 381,000 409,000 435,000 
  前年⽐ − 118.4 116.2 110.8 107.3 106.4 
 その他 155,500 162,500 169,500 175,900 181,400 186,600 
  前年⽐ − 104.5 104.3 103.8 103.1 102.9 
その他 173,700 178,700 183,400 188,000 193,000 197,750 
  前年⽐ − 102.9 102.6 102.5 102.7 102.5 
合計 2,238,100 2,459,520 2,690,910 2,898,150 3,077,200 3,254,900 
  前年⽐ − 109.9 109.4 107.7 106.2 105.8 

注１：茨城、神奈川、群⾺、埼⽟、千葉、東京、栃⽊ 
注２：⼤阪、京都、滋賀、奈良、兵庫、和歌⼭ 
出典：富⼠キメラ総研「データセンタービジネス市場調査総覧 2020 年版 市場編」 
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いが、現状に至るには相応の背景があり、それら

を正確に理解した上ではじめて本当に意味のあ

る対策が考えられる。 

 

考えられる背景を幾つか挙げると、 

 インターネット黎明期のインターネットエク

スチェンジポイントが東京と大阪に配置され

た。(NSPIXP-1/2/3、JPIX、他) 

 インターネット初期のコンテンツが、主とし

て首都圏、関西圏に立地する企業によって開

発された 

 バブル崩壊後、企業体力が衰える中で、経済

の集中と並行して、企業が IT のリソースをコ

ストセンターとみなし、圧縮するとともに首

都圏に集約した 

 2011年の震災まで電力インフラが全国的に非

常に安定していたことも含めて、リスク分散

の意識が全般的に低かった 

 人口の首都圏への集約と並行して、海底ケー

ブル容量及びグローバルなコンテンツ・クラ

ウドが主たる需要地である東京への進出を継

続した 

 最も多くの Eyeball が存在している首都圏か

ら地域までのネットワークコスト負担の非対

称性が顕著 

 グローバルクラウドから見た場合、北アジア

の主要市場と言う位置付けにあり、日本、韓

国を含めて地政学的に近い存在として見られ

る傾向が強まっている 

 

一方で、現在の日本のデジタル・インフラスト

ラクチャーの改善余地を見直すと、以下の通り

である。 

 首都圏、関西圏への過剰な集中によるリスク 

 地域系の DC のスケールメリットの不足 
 人口分布（Eyeball）とコンピューティングリ

ソースの Edge への分布のアンバランス 

 京阪神間以外の国内長距離ネットワークのコ

スト 

 海底ケーブルの陸揚げ地とバックホールネッ

トワークの選択肢とコスト 

 

これらから言えることは、現状のクラウド、デ

ジタルコンテンツを、PC やスマ―トフォンなど

に配信するモデルとしては、現状のインフラに

CDN/Cache を組み合わせる範囲で一定の機能は

満たしているが、将来的に自動運転や社会イン

フラ全般に関わり、低遅延、超高信頼性、超大規

模なコンピューティングリソースが要求される

アプリケーションをサポートすることになった

場合には、心許ないと言える。 

過去の物理的インフラ整備での教訓を踏まえ、

「何に使うのか？」と言う個別のニーズに紐付

けた、アクアラインのような一点突破型の対策

も、日本の限られた国力を考えると現実的に感

じられる。 

 
3.2.4.b 集中―分散モデルの考察 
2022年 3月16日の東北での地震後の東京周辺

における停電、3月22日の電力需給の逼迫など、

これまでの日本においては想像出来なかった配

電リスクが顕在化したことも含めて、集中―分

散モデルの見直しの時期にあることは明白であ

ろう。集中、分散にはサイクルがあり、その最適

な方法については常に議論があるが、2022 年時

点での構造を見ると、目先の需要を追いかけた

結果、部分集中、部分分散を繰り返しながら、複

層的、マダラ模様で発達してきたものが、急激な

HS 目当ての投資プロジェクトが東京と大阪の郊

外型 DC 市場を押し上げたといえる。そこに日本

固有の問題として、ベースロード電源の弱体化

をともないながら、再生可能エネルギーを推進

せざるを得ないことや、50Hz/60Hz 問題での国内

電力の融通フレキシビリティの不安定感が加わ
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っていると言える。 

日本は地理的な特性に加え、高い自然災害リ

スクを抱えているにも拘らず、バブル経済の後

遺症とも言えるコストカット的効率性による集

中投資、一方で地方創生の掛け声とは裏腹に、デ

ジタルエコシステムの発展も東京一極集中に近

い形で拡大してきたことの見直しの時期にある

と言える。 

そのきっかけと、現状をまとめると以下のよ

うな点が挙げられる。 

 デジタルリソースのリスク管理手法が、グ

ローバルプレイヤーの投資トレンドにより、

日本企業も必然的に変化させつつある 

 ネットワークに加え、電力、特に再生エネル

ギーの所在によるロケーションの最適化と

いうフィルターが加わっている 

 海外からの資金流入が急激に活発化してお

り、効率性を求めて、規模拡大の圧力が強く

なりつつある 

 COVID による社会の分散化のモメンタム 

 世代の入れ替わりによる、東京偏重なエコ

システムの見直しの機会 

 

一方で、チャレンジとしては、 

 不動産コスト以外の経済原則と Latency は、

集中にメリットがあることに変化はない 

 国際ネットワークとの接続性のボトルネッ

クを解消する必然性がある 

 エコシステム創出と成長のイニシアティブ

を誰が持つか 

 エネルギーとデジタルの規制の垣根を外し

続ける努力の必要性

出典：Schneider Electric White paper / エッジ・コンピューティングの代表モデルとメリット を参照に作成 

エッジ・コンピューティングのモデル 図 3.2.6 
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3.2.5｜ 
未来に向けて 

 

全ての社会の基盤は、その直接的、間接的な享

受を受ける人々の幸せ、成長、進化に貢献すべき

ものであると考える。 

否応なくローカルな物がグローバルなものの

一部となっている現状のデジタル・インフラス

トラクチャーにおいて、日本の国土の中での、企

業、個人を含むデジタルエクスピリエンスの享

受者への貢献とは何なのか。 

人間という環境負荷が高い生物が必要として

いるデジタル・インフラストラクチャーも、同様

に環境負荷が高く、最適化というのはその点も

含めた視野を構築すべきであろう。 

21 世紀の中盤までは、少なくともシリコンを

ベースとした半導体によるコンピューティング、

すなわち、電気を大量に使い、それを大量に熱と

して放出するという構造は変わらないであろう

ことから、エネルギー資源、発電、配電、消費、

デジタル信号への転換、インターラクティブな

デジタル信号のやりとり（ダウンストリームと

アップストリーム）、効率化を目指した分散とい

うものをワンパッケージで考えていく必要があ

るだろう。 

データセンターという存在は、それを物理的

に集中させることによる効率性、結果として環

境負荷低減をもたらすものであり、ネットワー

ク、クラウドという存在は、それを地理的に最適

化し、局所的な環境負荷を低減出来る可能性を

もたらすものであると言える。 

発電所の近隣にデジタル信号への転換点であ

るデータセンターを配置し、電力の分散された

地産地消と、グリッドによる配電リスクの軽減

など、500 万人の人口単位である北海道における

最適化モデルの模索と、それを 1 億人での最適

化に繋げるビジョンを日本が世界に示すことが

出来たならば、それは 21 世紀から 22 世紀に向

かう人類への貢献のひとつと言えるようになる

のではないだろうか。  

グローバルデータセンターの概要 図 3.2.7 
 

出典：Structured Research 

R ET A IL C O LO C A T IO N

R ETAIL EN TER P R ISE W H O LESALE H YP ER SC ALE

TYP IC AL C AP AC ITY R EQ U IR EM EN TS <240kW 240kW  - 2M W 2M W  - 100M W +

IN FR ASTR U C TU R E EN VIR O N M EN T Shared D ed icated D ed icated

C U STO M IZATIO N  LEVEL Low M od erate H igh

P O W ER  B ILLIN G  M O D EL Flat R ate M etered M etered

C AR R IER  D EN SITY M od erate to H igh Low  to M od erate Low  to H igh

C O N TR AC T LEN G TH 1-3 Years 5-15 Years 3-15 Years

H YP ER SC A LE C O LO C A T IO N
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SDGs の視点から⾒た北海道データセンターの優位性 

 
 村 ⽥ 英 司 王⼦エンジニアリング（株）代表取締役副社⻑ 営業技術本部⻑ 

Eiji Murata  
 
 
 

 
110 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

SDGs（持続可能な開発目標）の視点に立った行動が求められる中、CO2 の削減や再生可能

エネルギーの活用といった問題への対応は、とりわけ重要度が高い。 

こうした中、北海道は冷涼な気候条件を有するなど、再生可能なエネルギーの開発とその

活用において優位性をもつ。 

本稿では、SDGs の視点から、再生可能エネルギーを活用した北海道データセンター建設

の意義について述べる。
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3.3.1｜ 
データセンターとエネルギー問題 
 

北海道は広大な土地と気象条件に恵まれ、風

力・太陽光など再生可能エネルギーの宝庫と言

える。再生可能エネルギー発電の多くは、発電出

力の変動が大きく、これを吸収するために蓄電

池や揚水発電が使用されているが、調整能力に

は限界があり、加えて太陽光・風力の適地は偏在

しており、送電線容量の問題がある。これらが再

生可能エネルギー発電普及の足枷となっている。

また、それらの調整にエネルギーロスが発生し

ており、貴重な再生可能エネルギーが熱として

失われているのが現実である。 

重厚長大産業、いわゆる大口需要家が最盛期

の頃には、季節・昼夜等の需給調整を需要家も協

力して実施していたが、産業構造の変化や発電

設備構成の変化により、需給調整機能としての

役割を果たすことが出来なくなっている。 

 

近年のスマートフォンや IoT の普及により、

データセンターの需要が増えていたことに加え、

働き方の変化、特にコロナ禍におけるテレワー

クがデータセンター需要に拍車をかけている。 

日本においてデータセンターの立地が盛んな

のは、人口密集地域である首都圏や大阪近郊で

あり、規模も大型化している。それにともない、

通信線網も発達し、人口密集地域は、より便利で

自由なライフスタイルが可能になっている。需

要と供給のバランスという観点から考えると、

データセンターの大都市圏集中は自然な流れと

感じられる。 

 

3.3.2｜ 
解決のカギは北海道にあり 
 

2020 年 10 月、日本政府は 2050 年までに CO2排

出を 0 にする目標を掲げた。これを達成するた

めには、再生可能エネルギーの普及と原子力発

電所の再稼働が必要になる。 
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首都圏近郊には電力需要に見合う発電設備が

不足しており、とりわけ、再生可能エネルギーを

調達するには首都圏から離れた地域からの供給

に頼らざるを得ない状況である。例えば、東北・

北海道で発電された再生可能エネルギー電力を、

東京を中心とした首都圏に送電することとなる。 

結果として、北海道・東北にはまだ再生可能エ

ネルギー開発の余地はあるものの、送電線容量

の問題から、再生可能エネルギー発電を送電線

に接続できない状況となっている。もちろん、送

電線を増容量することは可能であるが、電力コ

ストの増加を招く要因となる。加えて、送電ロス

が少なからず発生しており、貴重な再生可能エ

ネルギーは、送電設備・変電設備から熱となり、

大気中に放散されることになる。 

 

一方、データ通信を考えると、殆どのデータは

光ケーブルを経由して通信されるため、データ

センターが遠隔地にあったとしてもエネルギー

ロスは非常に少なく、回線の増設に関しても、送

電線に比べて非常に低いコストに抑えることが

できる。したがって、再生可能エネルギーのさら

なる拡大、エネルギーロスの低減という観点か

ら考えると、再生可能エネルギーの地産地消が

望ましく、データセンターは首都圏に設置され

るよりも、再生可能エネルギーが豊富な地域に

設置されることが望ましいと言える。 

加えて、北海道は冷涼な地域であり、データセ

ンター冷却に要するエネルギーを抑制できると

ともに、冬季であればデータセンターの排熱を

地域暖房として活用することさえ可能であり、

地域で消費されている暖房エネルギーを抑制す

ることも可能である。 

冒頭でも述べたように、データセンターを首

都圏に集中させることは、データの需要と供給

の観点からは合理的に見えるが、データセンタ

ーの効率、送電ロス、送電線増強コスト等、デー

タセンターが消費するエネルギーなどの観点か

らは非合理的と言わざるを得ない。 

 

3.3.3｜ 
北海道データセンターは SDGs に適う 
 

SDGs を考えるならば、データセンターを北海

道等の冷涼な地域に設置し、そのエネルギー効

率を高め、再生可能エネルギーの地産地消によ

り、送電ロスを低減させることが重要である。そ

れが結果として、さらなる再生可能エネルギー

の拡大や地域の省エネルギーにも貢献すること

になる。これがまさに日本政府・各企業が目指す

SDGs ではなかろうか。 

資源に限りのある日本において、再生可能エ

ネルギーは非常に重要であり、その普及・拡大に

国を挙げて努力している中、それを如何に有効

に使用するかはエネルギー利用者に委ねられて

いる。目に見ることができない電気・情報である

がゆえ、データセンター事業者もそれを可視化

する努力が必要かもしれない。例えば、CO2排出

量を基準として、ホワイト、グレー、ブラックな

ど、クラウドを色分けすることにより、利用者の

意識を高めるなどの工夫は有効であろう。 

 

これまで述べてきたように、SDGs の観点から、

北海道データセンターは非常に重要であり、今

後の日本の企業活動に大きな影響を与えるもの

と考えられる。また、これまでとは異なる新しい

ライフスタイル、ニューノーマルを後押しし、働

き方の多様化にも大きな影響を与えるものと考

えられる。 

より環境と人にやさしい社会に向け、データ

センター事業者と利用者の双方が、何が合理的

であるのかを考え直す時期に来ていると思われ

る。 
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